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  平成３０年１０月２２日（月） 午前１０時    開会 

                 午後 ４時３８分 散会 
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１．欠席委員 

  なし 

 

１．説明のため出席した者 

  副市長 奥 村 良 夫   

市民生活部長 野 村 眞 二  同部参事兼産業振興課長 吉 田 量 治 

自治振興課長 丹 羽 和 人  市民課長 川 本 勝 也   

文化スポーツ課長 妹 尾 紀 子  農業委員会事務局長 辻  稔 秀 

  環境部長 山 田 雅 也  同部参事兼環境センター長 鈴 木 康 之 

環境政策課長 飯 野 祐 介  環境業務課長 三 浦 佳 明 

保健福祉部長 堤  守  同部理事 平 井 貴 志 

同部参事 川 口 敦 子  同部参事兼国保年金課長 安 田 信 吾   

  保健福祉課長 有 場  隆  生活支援課長 山 下  聰   

高齢介護課長 荒 井 陽 子  障害福祉課長 森 川  護    

 

１．出席した議会事務局職員 

  事務局長 藤 井 智 哉 同局次長代理 田 村 信 也  同局書記 関  正 秀 

１．審査案件 

認定第１号 平成２９年度摂津市一般会計歳入歳出決算認定の件所管分 

認定第６号 平成２９年度摂津市パートタイマー等退職金共済特別会計歳入歳出 

決算認定の件 
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（午前１０時 開会） 

○森西正委員長 ただいまから民生常任

委員会を開催します。 

 本日の委員会記録署名委員は、藤浦委員

を指名します。 

 先日に引き続き、認定第１号所管分の審

査を行います。 

 それでは質疑に入ります。 

 福住委員。 

○福住礼子委員 おはようございます。よ

ろしくお願いをいたします。 

 決算概要に従って進めていきたいと思

っております。 

 決算概要の６４ページ、款２総務費、項

３戸籍住民基本台帳費、目１戸籍住民基本

台帳費の個人番号カード交付事業がスタ

ートされまして、各種証明書の発行がコン

ビニで交付できるようになりました。コン

ビニ交付事業のコンビニ交付運営負担金

が、平成２８年度に比べまして金額が下が

っていることについてお聞きをしたいと

思います。 

 また、これまで５か所の市民サービスコ

ーナーにおいては、各種証明書の発行をさ

れておりましたが、コンビニ交付が可能に

なったことによって、平成２８年度でこの

市民サービスコーナーは終了となり、その

かわりに平成２９年度は６か所の公共施

設で証明書発行の取り次ぎ業務を実施し、

そのために人の配置といったこともされ

ております。これは市民の利便性に応えて

おられるのかなというふうに思います。 

 また、市民課窓口の業務がふえるという

こともありまして、委託料が増加をしてい

る、こういったことからサービスコーナー

に係る費用の削減効果について、どのよう

に考えておられるのかお答えをいただき

たいと思います。 

 次に、決算概要７０ページの款２総務費、

項７保健体育費、目２体育振興費のスポー

ツ振興事業についてですけれども、事務報

告書の１２０ページから１２１ページに

スポーツ教室振興事業、市民ニュースポー

ツのつどい事業といった、そういったこと

でいろいろと内訳が書かれてありました。

この内容から、障害者のスポーツまたは障

害者が参加されたスポーツというのがあ

ったのかどうか、摂津市障害者施策に関す

る長期行動計画の第３次及び第４次の７

５ページにも、スポーツ、文化活動、余暇

活動の充実のために、スポーツ振興事業の

推進について書かれてありましたので、ど

のような支援に取り組まれたのかについ

てお答えをいただきたいと思います。 

 それから、決算概要７０ページの款２総

務費、項７保健体育費、目３体育施設費の

体育施設管理事業に関してですけれども、

これも事務報告書の１２３ページには、各

体育館の利用状況というのが載っており

ました。前年に比べて鳥飼体育館の利用が

ふえているほかは、正雀体育館、味生体育

館はほぼ同程度の利用だったかと思いま

す。全体として利用状況はまだ増加できる

のか、それとも今、ほぼいっぱいの状態な

のかお聞きをしたいと思います。 

 決算概要８０ページ、款３民生費、項１

社会福祉費、目７障害福祉費にあります重

度障害者・難病患者等支援事業、決算額５

９２万８，０００円は、福祉金の給付とい

うことで、広報せっつ１０月号のお知ら

せ・募集欄にもこの申請についての記事が

掲載をされておりましたけれど、事務報告

書１９４ページでは、４９４人に給付をさ

れたとあり、予算に対して１割程度が未執

行となった結果にありました。これは平成

２８年度も同程度だったと思いますけれ
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ども、この福祉金の意義と実績についてお

答えをいただきたいと思います。 

 決算概要８０ページ、款３民生費、項１

社会福祉費、目７障害福祉費の共同生活援

助事業の共同生活援助事業補助金、９６万

円は未執行となっておりました。障害のあ

る方が共同生活を営むグループホーム開

設にあたっての補助金として使われる事

業と思いますけれども、平成２９年度開設

がなかった要因についてと、現在市内には

何か所あるのかをお答えいただきたいと

思います。 

 また、事務報告書の１９７ページにはグ

ループホーム利用者が８４人とありまし

た。市内のグループホームを全て利用され

ている人数なのか、お聞きをしたいと思い

ます。 

 決算概要８２ページ、款３民生費、項１

社会福祉費、目７障害福祉費について、障

害者就労促進事業の業務委託料について

ですけれども、平成２９年度の実態とその

総括についてお答えいただきたいと思い

ます。 

 また、一般企業に就労する人は、まだま

だ少ないというふうに思います。就労継続

支援Ｂ型施設に就労するケースがその分

多いのかなというふうに感じております

けれども、市内にもこの就労継続支援Ｂ型

事業所がふえているかと思いますが、その

実態についてと、また月額の工賃が低いこ

とというのがまだまだ課題であるかと思

います。大阪府平均よりも摂津市は下回っ

ていましたが、平成２９年度の実態につい

てもあわせてお答えいただきたいと思い

ます。 

 決算概要９２ページ、款４衛生費、項１

保健衛生費、目２予防費、妊娠出産包括支

援事業について、妊娠届け出時の窓口を一

つにして、保健師による全数面接の実施に

変わりました。平成２９年度の総括につい

てお答えください。 

 決算概要９２ページ、款４衛生費、項１

保健衛生費、目２予防費の健康教育事業に

ついてですけれども、第２期保健事業計画、

７４ページには健康課題に対する保健事

業・評価指標のまとめに、各健康課題にお

ける大阪府並びに全国の水準に比べて、摂

津市が高いというふうに出ておりました。

さらなる保健事業の取り組みを強める必

要があるかと思いますけれども、保健福祉

課に係る事業としましては、糖尿病予防教

室、ハイリスクアプローチ、ＣＫＤ（慢性

腎臓病）アプローチ、この三つがあったと

思いますけれども、各事業とも専門職の保

健師、管理栄養士が特定健診の結果通知か

らその対象者に対して、医療機関に受診勧

奨やまた保健指導の実施をされていると

思います。十分な対応ができているのか、

また専門職の人数がそれで十分といえる

のか、その辺の課題についてお聞かせくだ

さい。 

 決算概要の９４ページ、款４衛生費、項

１保健衛生費、目２予防費のがん検診事業

についてですけれども、ピロリ菌検査を導

入をされました。若い世代への周知が必要

かと思っております。平成２９年度、６つ

のがん検診の、受診率と過去の推移から受

診率向上の取り組みについて、お答えくだ

さい。 

 決算概要９４ページ、款４衛生費、項１

保健衛生費、目２予防費、感染症予防事業

についてですけれども、高齢者肺炎球菌ワ

クチン接種の実施には、市としては個別に

予診票を同封されて案内をしていただい

ております。接種率も高いというふうに一

般質問でもお聞きをいたしました。６５歳
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から１００歳を対象とするのは、ことしが

最終年度に当たるということで、接種率向

上に向けた案内の実施を、さらにこの年度

いっぱいは続けていただいて、これは要望

とさせていただきたいと思います。 

 また、同じところの乳幼児健康診査事業

については、まずは新生児聴覚検査ですけ

れども、言語や知能の発達のおくれにつな

がる恐れがある先天性難聴を早期に発見

するのには有効であり、検査受診の推進に

取り組み、受診料の助成を検討されるよう、

これも要望とさせていただきたいと思い

ます。 

 また、３歳６か月の健診については、視

覚検査、これは平成２９年度８０人の方に

紹介状の発行というのが事務報告書に記

載をされておりました。その子どもたちの

追跡調査といいますか、適切な受診と治療

を確認していただくよう、これも要望とさ

せていただきたいと思います。 

 決算概要９８ページ、款４衛生費、項１

保健衛生費、目５環境政策費について、環

境美化事業ですけれども、美化ボランティ

ア制度をスタートされました。個人また事

業所、そして団体などの登録数と１年目の

総括をお答えいただきたいと思います。 

 決算概要９８ページ、款４衛生費、項１

保健衛生費、目５環境政策費の温暖化対策

事業についてですけれど、ドライ型ミスト

発生機がコミュニティプラザに設置をさ

れ、その時期は涼感を感じる場所となって

おりました。摂津まつりでも稼働されてお

りましたけれども、地球温暖化の適応策と

して事業所に対して普及に向けた協力と

いうのも呼びかられておられますが、クー

ルスポットの創出促進について、どのよう

な状況であったかお聞かせいただきたい

と思います。 

 決算概要１００ページ、款４衛生費、項

２清掃費、目２塵芥処理費ですけれども、

ごみ減量啓発事業について、事業系ごみの

減量化への取り組みとしまして、事業系、

一般廃棄物を月３トン以上排出する事業

所には、廃棄物減量計画書の提出や、資源

ごみが混入している場合が多いことから、

搬入時に抜き打ちで展開検査を実施する

というふうにありました。平成２９年度の

実態について、お答えいただきたいと思い

ます。 

 決算概要、１０８ページ、款６商工費、

項１商工費、目２商工振興費、中小企業の

支援についてですけれども、産業振興アク

ションプランには経営課題は全業種にお

いて人材の確保、育成、販売力効果、市場

開拓が高い比率であり、事業の継承や後継

問題も深刻、というふうに書かれてありま

す。支援策として、相談支援機関の利用、

税制支援、補助金制度などがいろいろあり

ますけれども、平成２９年度に支援を利用

した企業の実態についてお答えをいただ

きたいと思います。 

 決算概要１１０ページ、款６商工費、項

１商工費、目２商工振興費のスクラッチカ

ード発行事業についてですけれども、セッ

ピィ商品券発行事業がスタートして、事業

の継続をずっとずっと推進をしてまいり

ました。毎年、産業振興課におかれまして

は、工夫を取り入れながら７年間継続をし

ていただいて、その後、続いてスクラッチ

カード発行という新たな事業に切りかえ

て、ことしで１０年目を迎えますことを高

く評価をしております。平成２９年度まで

の商業支援事業としての総括をお聞かせ

いただきたいと思います。 

 以上です。 

○森西正委員長 それでは、答弁を求めま
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す。 

 川本課長。 

○川本市民課長 それでは、市民課に係り

ますご質問にお答え申し上げます。 

 決算概要の６２ページ、コンビニ交付事

業のコンビニ交付運営負担金が前年度に

比べ下がっている理由でございますが、コ

ンビニ交付運営負担金につきましては、コ

ンビニ交付サービスを運営します地方公

共団体情報システム機構、略称Ｊ－ＬＩＳ

といいますけれども、Ｊ－ＬＩＳに支払う

運営負担金でございます。金額につきまし

ては、自治体の人口規模に応じて設定され

ておりまして、本市は人口１５万人未満の

市として、平成２８年度は年額３００万円

でございました。しかしながら、平成２９

年度はコンビニ交付に参加する自治体が

ふえましたことから、値下げをされまして

２７０万円となっております。 

 続きまして、市民サービスコーナーの廃

止による費用削減効果ということでござ

いますけれども、市民サービスコーナーに

つきましては平成２８年度末で廃止して

おりまして、最終年度の平成２８年度にお

ける市民サービスコーナー事業に係る決

算額が、２，１３２万３，２８７円となっ

ておりました。 

 一方、市民サービスコーナーの廃止に伴

いまして、平成２９年度に必要となった経

費につきましては、公共施設における証明

書の取り次ぎサービスに従事する嘱託員

の賃金が、決算額で２９１万５，８４０円

と、あと窓口業務委託料の増額分が２５９

万２，０００円で、合計５５０万７，８４

０円が新たに必要となってまいりました。 

 費用削減効果ということでございます

けれども、単純計算でいけば、その差額の

１，５８１万５，４４７円が削減できたと

いうふうに考えております。 

 以上でございます。 

○森西正委員長 妹尾課長。 

○妹尾文化スポーツ課長 それでは、文化

スポーツ課に係ります２点のご質問にお

答えいたします。 

 まず、質問番号２番、決算概要の７０ペ

ージ、スポーツ振興事業について障害者の

方が参加されたものがあったか、またどの

ような支援について取り組んだのかとい

うご質問でございました。 

 まず、事務報告書の１２０ページにござ

いますスポーツ教室振興事業におきまし

ては、特に障害者の方を対象にといった教

室は、実施できていないというところがご

ざいます。 

 現在、障害のある方を対象に行っている

教室としましては、事務報告書の１２２ペ

ージにございます温水プール管理事業の

水泳教室のところに、障害者という欄がご

ざいまして、こちらは温水プールで年２期、

１期７回、定員１０組としておりますけど

も、５歳から１２歳までの障害児と保護者

または介助者の方を対象にして、スキンシ

ップ水泳教室というのを実施しておりま

す。参加人数としては延べでございますけ

ども、２３人となっております。 

 教室以外では、スポーツイベントといた

しまして、事務報告書の１２１ページにご

ざいます摂津ふれあいマラソン大会事業

の中で、どこの区分で参加という把握まで

はできておりませんけれども、健常者の方

と一緒に、視覚障害者の方が伴走者の方と

ご参加いただいていたという状況がござ

います。 

 特に障害者の方が、スポーツに取り組ん

でいただくということについての支援で、

具体的なことは検討段階でまだできてい
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ないというところがございます。今後、参

加しやすいイベント等の取り組みが進む

ように努めてまいりたいというふうに考

えております。 

 次に、質問番号３番の決算概要７０ペー

ジ、体育施設管理事業で、体育館の利用状

況がいっぱいなのか、まだ余裕があるのか

というご質問でございました。 

 体育館の稼働率につきましてはですね、

平成２９年度は鳥飼体育館が７８．６％、

正雀体育館が８８．７％、味生体育館の第

１体育室ですけども８１．２％と、平均し

て８割以上となっております。これは前年

の平成２８年度とそれほど変わらない状

況で、多くの方にご利用いただいていると

考えております。この稼働率は、平日とか

土曜日、日曜日も全部平均しての稼働率で

ございます。８割ほど使っていただいてい

るということは、もちろん１００％ではな

いので、まだ使っていただける時間帯とか

曜日とかいうことはあるかと思いますけ

れども、かなりたくさんの方に使っていた

だいているという状況かと考えておりま

す。 

 以上でございます。 

○森西正委員長 森川課長。 

○森川障害福祉課長 それでは、障害福祉

課にかかわります３点のご質問にお答え

させていただきます。 

 まず、決算概要８０ページ、重度障害

者・難病患者等支援事業の意義、実績でご

ざいますが、重度障害者等福祉金の支給要

件といたしましては、身体障害者手帳１、

２級所持者、療育手帳Ａ、Ｂ１所持者、精

神障害者保健福祉手帳１、２級所持者、特

定医療費指定難病医療受給者、小児慢性特

定疾病医療受給者、特別児童扶養手当受給

資格者から監護または養育を受けている

障害児で、１０月１日時点で摂津市内に１

年以上居住している方、１０月１日時点で

摂津市での住民登録後、１年を経過してい

る方、非課税世帯に属する方、生活保護を

受けていない方となっています。これらの

要件を満たす方に年額１万２，０００円を

支給するものであります。この金額の使途

につきましては、特に定めておりませんの

で、障害のある方の日常的な支出であると

か、余暇活動の支出にご利用されているも

のと考えております。 

 平成２９年度の支給人数につきまして

は４９４人でございます。ここ数年での支

給人数といたしましては、ほぼ横ばいの傾

向となっております。 

 次に、同じく決算概要８０ページ、共同

生活援助事業の平成２９年度未執行の要

因、市内の施設数などでございますけれど

も、共同生活援助事業補助金の内容につき

ましては、市内の社会福祉法人が地域にお

いて開設または増設しようとする障害者

グループホームに対し、開設または増設時

における施設整備費や備品購入費等を補

助するものであります。 

 平成２９年度につきましては、新規のグ

ループホームの開設や増設がございませ

んでしたので、執行はございませんでした。 

 それから、摂津市内のグループホームの

施設数ですが、現在１１施設ございます。

１１施設の合計定員数といたしましては、

５２名となっております。グループホーム

を利用されている方につきましては、摂津

市内の施設だけではなく、市外の施設を利

用されている方もたくさんおられます。市

内、市外の施設を合わせますと、平成２９

年度では合計で８４名の方がグループホ

ームを利用されておられます。 

 続きまして決算概要８２ページ、障害者
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就労促進事業の平成２９年度の実態や就

労継続支援Ｂ型事業の実態、平均月額工賃

などでございますけれども、障害者就労促

進業務委託料につきましては、国の緊急雇

用対策のその後の継続事業として実施し

ているものでございまして、障害者２名、

事務員兼管理指導者１名により、旧味舌ス

ポーツセンター、旧三宅スポーツセンター

運動広場、子育て総合支援センター遊戯室、

山田川運動広場の各施設の使用申請受け

付けや施設清掃などを行っているもので

あります。業務委託によりまして、障害者

を雇用していただいているものでありま

して、今後も継続的に事業を実施していき

たいと考えております。 

 次に、就労継続支援Ｂ型事業でございま

すけれども、障害者の就労系サービスとい

たしましての就労継続支援事業所は、全国

的にはふえているといった状況ではござ

いますけれども、摂津市内に限って申し上

げますと、平成２９年度中の事業所の増減

はございませんでした。 

 平成２９年度の平均月額工賃に関して

でございますけれども、摂津市内の就労継

続支援Ｂ型事業所の平均月額工賃は、１万

６，２７４円であります。大阪府の平均月

額が１万１，５７５円でございますので、

大阪府下の中では高い水準にあると認識

をしております。 

 以上です。 

○森西正委員長 有場課長。 

○有場保健福祉課長 それでは、保健福祉

課にかかわります３点のご質問にお答え

いたします。 

 まず１点目ですが、決算概要９２ページ、

妊娠出産包括支援事業についてでござい

ます。平成２９年度より妊娠出産包括支援

事業におきまして、母子健康手帳の交付時

に保健師が面接・相談を実施し、妊娠、出

産、子育てに関する悩みを把握し、個々の

ニーズに沿った情報提供を行う体制を整

えております。具体的には妊娠届け出時に

申請書のほか、妊娠状況や妊婦の健康のこ

と、家族などのサポート体制や経済的な問

題など、アンケートやヒアリングで情報を

収集しまして、必要に応じ支援プランを作

成、地区担当保健師や関係機関などとの連

携等、包括的かつ継続的な支援に努めてい

るところでございます。 

 平成２９年度は妊娠届が８４１件ござ

いまして、その全てを保健福祉課の窓口で

受け付けしております。事業開始に伴い妊

婦の方々には、窓口までお越しいただくこ

とにはなりますが、あらかじめ妊婦が抱え

る問題や環境を把握することで、関係機関

との情報連携も図られ、その後のフォロー

がスムーズに進みやすくなるという効果

がございます。妊婦にとりましても保健師

の役割や子育てに関する情報を得る場と

して、貴重な機会になっているものと思い

ます。 

 続きまして、決算概要９２ページ、健康

教育事業にかかわりまして、糖尿病予防教

室、ハイリスクアプローチ、ＣＫＤ慢性腎

臓病に係る取り組みでございます。この３

点の取り組みにつきましては、データヘル

ス計画でも掲げておりまして、重点的に取

り組んでいるところでございます。糖尿病

や腎不全につきましては、医療費の高い疾

病の上位を占めておりまして、特に人工透

析患者にかかる医療費は、年間１人当たり

５００万円ほどかかると言われておりま

す。糖尿病や腎症重症化予防対策につきま

しては、毎年指標の見直し等を行いながら、

試行錯誤して重点的に取り組みを進めて

いるところでございます。 
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 保健師の人員等でございますが、この件

も含みまして、年々増加する健康関連対策

事業がございますので、今年度につきまし

ては保健師を１名増員しておりまして、か

つ任期付の職員であったものを正規職員

として採用しております。今後もこうした

取り組みを重点的に進めていきたいと考

えております。 

 続きまして、決算概要９４ページ、がん

検診事業についてでございます。まずがん

検診の受診率でございますが、平成２９年

度の速報値としましては、胃が１０．８％、

大腸が１６．２％、肺は１８．２％、乳が

んが１９．５％、子宮がんが２７．９％と

なっており、これに対しまして、国目標は

かなり高い数値にあるんですけれども、い

ずれも府の平均値については上回ってい

るような状況でございます。 

 受診率の向上に関する取り組みでござ

いますが、機会あるごとにそのＰＲ、周知

活動を徹底するということと、本市におき

ましては保健センターでの受診が一番多

くなっておりますので、保健センターと協

議しまして、実施場所の改善であったりと

か、女性特有のがんに関しましては一時保

育とかも設けたりしまして、受診しやすい

環境づくりというところで取り組んでま

いりました。今年度につきましては、がん

検診の未受診者勧奨なども計画しており

まして、今後も随時健診率の向上に取り組

んでまいりたいと考えております。 

 以上でございます。 

○森西正委員長 飯野課長。 

○飯野環境政策課長 環境政策課に係る

２点のご質問にお答えいたします。 

 まず１点目の決算概要９８ページ、環境

美化事業に関するご質問でございます。 

 美化ボランティア制度につきましては、

市民みずからがまちを美しくしたいと思

う気持ちを育み、実践してもらうことを目

的として、平成２９年４月に創設した制度

でございます。創設当初よりさまざまな機

会を捉えて、積極的に募集活動を実施した

結果、平成２９年度末時点で６６１人の方

に登録をしていただきました。その内訳と

いたしましては、個人登録が３６０人、そ

のほかに１１団体２１５人、１２事業所８

６人の内訳でございます。 

ご登録いただいた方には、びかぼジャン

パーと呼んでおります青色のオリジナル

ジャンパーを配付しておりますが、業務で

市内を回っているときでも、びかぼジャン

パーを身につけ、美化活動に励んでおられ

る姿を見かけることもふえてまいりまし

た。１年間で非常に多くの方にご登録いた

だき、地道ではございますが確かな広がり

を実感しているところでございます。 

 ２点目の決算概要９８ページ、温暖化対

策事業に関するご質問でございます。 

 ドライ型ミスト発生機につきましては、

改正した環境保全条例で定められた地球

温暖化への適応を図るための取り組みと

して、２台購入したものでございます。 

 委員からもご紹介いただきましたが、据

え置き型のものにつきましては、コミュニ

ティプラザに設置し、一方の可動型のもの

につきましては摂津まつりや、新鳥飼公民

館まつりなどのイベントで会場に設置い

たしました。 

 市が率先導入し、さまざまな機会を捉え

てＰＲに努めたところではございますが、

現在のところ残念ながら市内企業で導入

されたという事例は確認できておりませ

ん。 

 以上でございます。 

○森西正委員長 三浦課長。 
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○三浦環境業務課長 それでは、環境業務

課に係りますご質問にお答えいたします。 

 決算概要１００ページ、ごみ減量啓発事

業の事業系ごみの減量化への取り組みに

ついてでございます。 

 事業系一般廃棄物を月３トン以上排出

する事業者を多量排出事業者と規定いた

しまして、廃棄物減量計画書の提出を求め

ております。中身につきましては、紙類や

缶・瓶などの資源ごみ、可燃ごみ、不燃ご

み、それぞれの発生量や資源化量につきま

して、計画量と前年度の実績の報告をいた

だいております。提出していただきました

廃棄物減量計画書でございますが、廃棄物

の削減率や資源化率などを確認し、必要に

応じ事業所にアプローチをかけ、廃棄物の

発生状況や削減への取り組み状況などの

ヒアリングを行うとともに、廃棄物の減量

化や資源化の促進などについて啓発を行

っております。平成２９年度につきまして

は、１社に対して啓発を行っております。 

 以上でございます。 

○森西正委員長 鈴木部参事。 

○鈴木環境部参事 それでは、ごみの展開

検査につきましては、環境センターで行っ

ておりますので、私の方でご答弁させてい

ただきます。 

 事業系ごみの減量化に係ります展開検

査等につきましては、まず基本的に抜き打

ちで年１回程度実施しております。ピット

前にごみを強制的におろさせまして、分別

した上で不適切なもの、燃えないごみ等に

つきましては、かご等に入れまして、業者

のほうに持ち帰りをさせております。こう

いうことをすることによりまして、業者の

ほうもいつチェックをされて持ち帰りを

させられるかもしれないということで、一

定効果はあります。さらに日常的な取り組

みとしまして、朝一番、事業所ごみの許可

業者の投入におきましては、夜間の委託職

員の立ち合いをさせまして、チェックシー

トをつくりまして、ピットからおろすとき

に段ボールまた缶、また不燃物等が入って

ないかをチェックし報告書を作成し、私ど

もが確認しております。その内容が不適切

と判断した場合は、業者を呼んで随時指導

している状況でございます。 

 以上でございます。 

○森西正委員長 吉田部参事。 

○吉田市民生活部参事 それでは、産業振

興課に係ります２点のご質問について、お

答えさせていただきます。 

 まず１点目の平成２９年度に産業振興

課が支援した中小企業数についてでござ

いますが、まず中小企業育成事業といたし

ましてコンサルタントを派遣する商工業

経営指導として３社、中小企業の育成の補

助金としてですね、大阪勧業展などの補助

などをさせていただいてる事業が１２社、

摂津ブランド認定企業として６社を支援

しております。また、ＴＩＣ等でビジネス

マッチング等も行っております。 

 さらにですね、中小企業金融対策事業と

いたしまして、３６社に融資を行い、１８

社に関しまして融資の利子補給等の補給

を交付しております。 

 さらに新たに起業されます起業者支援

としての補助金として、５社に補助金を交

付しております。 

 次に企業立地等促進事業として、中小企

業１６社に対し１８件の交付金を補助し

ている状況でございます。 

 さらに商店街等のイベント等に支援し

てます商工業活性化対策補助事業や、スク

ラッチカード発行事業などで２０９店舗

などに参加いただく、そういう補助等も行
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っている状況でございます。 

 続きまして、スクラッチカード発行事業

に関しまして、平成２９年度までの総括と

いうことでございますが、スクラッチカー

ド発行事業は平成２１年度から毎年実施

したセッピィ商品券を７年間実施し、その

後の商業活性化の事業として取り組んで

おる事業でございまして、平成２９年度ま

での取り組みということですけれども、も

う来週からまた平成３０年度の事業も実

施させていただく状況でございます。平成

２８年度から平成２９年度の違いといた

しましては、例えば１１月１０日からして

いたものを１１月１日からに変更したり、

当たり券が３００円券と１００円券が当

初あったんですけれど、それを事務負担等

も考えて３００円券に統一したりという

ような状況や、例えば平成２８年度でした

らカード発行枚数を５万枚だったのを、平

成２９年度は６万６，２１２枚と、より利

用しやすいように変更している点などが

ございます。 

 さらに参加店も２０９店舗、スクラッチ

カード発行事業の特徴として、はずれ券を

活用して、独自でサービスをいただく店舗

というのがございまして、その店舗の数が

１１６店舗ということで、参加事業所自身

も独自サービスをして取り組んでいると

いうのが非常に大きな特徴でございます。 

 また、この時期に合わせまして各商店街

で、１００円商店街などのイベントも実施

して、より積極的に活用いただいておると

いうことで、スクラッチカード発行事業に

関しましては市の中小企業への商工支援

策をきっかけに、参加店がはずれ券などを

使って独自サービスを行っていただくな

ど、消費活動に弾みをつけ商業の活性化を

促して、市内中小業者の販売促進の一助に

なるということを目的に、市と参加店が一

体となって行っている大変商業活性化に

有効な事業であるというふうに考えてい

る状況でございます。 

○森西正委員長 福住委員。 

○福住礼子委員 それでは、２回目に移ら

せていただきたいと思います。 

 個人番号カード交付事業についてです

けれども、コンビニ交付運営負担金につい

て、またサービスコーナー削減効果につい

てお答えいただきました。マイナンバーカ

ードは私もつくりました。もう２年ほどた

ちますけれども、１回だけ証明書の発行に

利用しました。せっかくだからコンビニで

やってみようとやってみますと、とてもス

ムーズに早く発行ができ、しかも市内の今

いる場所の最寄りの場所でのコンビニを

使えること、また時間帯も幅が広いという

ことで、とても便利だなというふうに感じ

た次第です。個人番号カードの交付は、特

に必要がなければ面倒に思われる市民の

方も多くいらっしゃるかと思います。大阪

府下で２番目の普及率というふうなこと

もお聞きをしましたので、これからも市民

の方々にわかりやすくＰＲに努めていた

だくようお願いし、要望としたいと思いま

す。 

 スポーツ振興につきまして、さまざまな

内容お答えいただきました。障害者の方に

は健常者と交流をすることを苦手とする

方もおられます。一方では、障害のある方

にどのように接していいかわからないと

いった日常の生活の中で、そういったこと

もあるかと思っております。そういう意味

では、スポーツや音楽、芸術といった文化

は、人との交流をしやすくする有効な手段

だと考えています。 

 本市では障害のある人が、仕事、スポー
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ツ、社会貢献等に取り組まれることを知る

ために、中学校では校外学習で車いすバス

ケットの国際大会、これは日本唯一の国際

大会なんですけれども、それを観戦すると

いったこともされております。障害のある

人が活躍されている様子を見学する取り

組みを行っているということです。また、

小学校では車いす体験やアイマスク体験、

障害のある人を知る取り組みといったこ

とも実施をされております。 

 子どもから高齢者までが楽しめるボッ

チャについても、一般質問で取り上げさせ

ていただきましたけれども、健康で活力に

満ちた長寿社会を目指してですね、ぜひ市

民の健康とそして障害者との交流がどん

どん広がって、社会参加がもっともっと自

由にできるような環境を、スポーツ振興事

業の充実でぜひとっていっていただきた

いなと、これも要望とさせていただきます。 

 体育施設についてですけれど、体育館の

利用については、ほぼ８割方使われている

ということで、まあ順調なのかなというふ

うに感じます。 

 夏の利用についてなんですけれども、館

内が非常に暑くてですね、温度計は設置を

されておりますが、暑い中で運動もされて

おりました。エアコンまたは空調設備の設

置についてのお考えをお聞かせいただき

たいと思います。 

 それから、重度障害者・難病患者等支援

事業についてはわかりました。年に１回、

１万２，０００円を受け取ることができる

ということでありました。市単独の事業と

いうことで継続されていること、これは給

付を受ける方にとっては大変喜ばれる事

業だと思っております。ただ、申請の対象

の人たちがもれなくきちんと申請をされ

るように、これからも丁寧に取り組んでい

ただきたいことを要望したいと思います。

よろしくお願いいたします。 

 共同生活援助事業補助金については、わ

かりました。今、１１か所で定員が５２名、

それ以外の方は市外での利用となってい

るということで、まだまだ必要なのかなと

いうふうに感じます。 

 ことし夏にですね、地震や台風で長年住

み続けた住宅の修繕がされなくてですね、

転居を余儀なくされている高齢者の悩み

というのを最近よく聞くことがありまし

て、やはりどんな方にとっても安心して暮

らすためにも、住宅は生活の基盤であり、

居住環境の整備を行うことは重要課題だ

と考えます。必要な方にしっかり提供でき

るグループホームの開設を、これからもし

っかりと推進していただくよう要望とさ

せていただきたいと思います。 

 障害者就労促進事業についてですけれ

ど、工賃が随分と上がってまいりました。

かつては大阪府平均より低いという状況

があったんですけれども、今は随分と上が

ってきたことは大変喜ばしいことだと思

います。 

 レアメタルを含む小型家電の部品を取

り出して、リサイクル業者に売却する取り

組みがひびきはばたき園に委託すること

で、通所会員の工賃の引き上げにつながっ

ているというというようなことも聞いて

おりますけれども、第５期摂津市障害福祉

計画では、２０２０年度末に平均工賃月額

１万８，０００円を目標とされています。

これについてどのような方法を検討され

ているのか、お答えいただきたいと思いま

す。 

 それから、妊娠出産包括支援事業につい

ては、窓口での保健師の面接、問題の把握

やフォローがしやすくなったというふう
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にお答えをいただきました。国立成育医療

研究センターの研究チームによりますと、

自治体から提出をされました１２歳から

６０歳の女性の死亡届や出生届、死産届を

もとに死因を調査し、平成２７年から平成

２８年の２年間において、妊娠中から産後

１年未満に死亡した妊産婦は３５７人と

いう調査結果が出たそうでございます。そ

のうち、自殺は妊婦が３人、産婦が９９人

の合計１０２名、全体のほぼ３割を占めた

ということで、産後に自殺をした背景には、

無職世帯がやはり高く、次に年齢別では３

５歳以上の高齢出産といわれるようなそ

ういう女性の方たちが多いといったこと

も、合わせて発表がありました。経済的な

困窮や、高齢出産、産後うつなどの問題の

かかわりについて、本市ではどのように取

り組まれているのか、こんにちは赤ちゃん

事業では産後の訪問といったことも実施

をしていただいてます。この訪問の回数を

ふやしてほしいといった声などが聞かれ

たことはないでしょうか、その点について

お聞かせをいただきたいと思います。 

 それから、健康教育事業についてわかり

ました。専門職の人を１名ことしふやして、

１名を正職員に切りかえたというような

形で、そのフォローに当たれる専門職も十

分に取り組まれていくことだと思います。 

 特定健診の結果を見て、要指導と判断さ

れた方がそのまま放置をしてですね、治療

や改善に向けた対処をしなければ、重症化

となってやはり医療費の増加につながる

ことから、しっかりと個別指導に取り組ん

でですね、何回も繰り返し訪問や連絡をと

り、健康状態の維持、改善と医療費の適正

化に努めていただくよう、これは要望とさ

せていただきたいと思います。 

 がん検診事業についてです。府平均を上

回っているということでありました。それ

は大変喜ばしいことだと思っております。

がん検診につきましては、前立腺がん検診、

ピロリ菌検査なども私たち公明党は推進

をしてまいりました。 

 日本人の死因で最も高いのががんであ

り、国民の二人に一人が何らかのがんにか

かるといった時代になってまいりました。

そして、三人に一人が亡くなるということ

であります。本市におきましても、死因の

割合も男女ともにがんが一番高いといっ

た数字が出ておりました。しかし、早期発

見治療によって、がんは治せる病気に変わ

りつつあります。 

 また、乳がんを患う日本人女性は１１人

に一人といわれ、平成２９年度には１万４，

０００人の方が死亡をされております。ま

た、ＡＹＡ世代というふうにいわれますけ

れど、１５歳から３９歳のがん患者は全国

で２万人ぐらいいるというふうにも推計

をされております。がん対策の必要性が高

まっております。第２期保健事業計画には、

平成３５年までのがん検診率の目標が挙

げられています。対策として、個別検診の

受診拡大に向けた医師会との調整を行う

というふうにも書かれておりました。しっ

かりと受診率に対する取り組み、そして受

診する機会がもっと身近にできないか、そ

ういった工夫をですね、取り組み強化をし

ていただくよう、これは要望とさせていた

だきます。 

 環境美化事業については、美しくしたい

という心を育むという、大変すばらしい目

標の中で、このジャンパーの配布が広がり

ました。たくさんの方がね、登録に来られ

ている光景、私も見せていただいておりま

す。平成２９年度６６１人が登録をされた

ということであります。時々私も、高齢の
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方が一人でジャンパーを着てですね、ごみ

を拾っている姿を見かけることがありま

す。ただやはりできればですね、複数の方

が着用すると、目にとまりやすいのかなと

いうふうにも感じたりしました。もっとも

っとそういうＰＲ活動ができるような場

というか、そういうイベント的なものとい

いますか、何かそういったことがあればも

っといいのかなというふうに感じます。さ

らに美化活動の推進に取り組んでいただ

いて、強化されることを要望させていただ

きたいと思います。 

 温暖化対策事業についてでありますけ

れども、今２台、コミュニティプラザと摂

津まつりでも使用する可動式のものがあ

るということでございました。ぜひ事業所

がね、つけていただいたらありがたいんで

すけれども、地域の夏にはいろいろなお祭

りもされていますので、そういうところに

もこういう可動式を持っていくとか、今で

いったら神社のお祭り、まあお祭りは暑く

ないのかもしれませんけれど、きのうの体

育祭なんかとても暑かったりしたんです、

そういう希望も募ってですね、使っていた

だくようなことを工夫されてはいかがか

なと思います。 

 ことしのような酷暑がこれからも続く

ことが予測もされております。熱中症予防

の一環としても、これからも推進のほうお

願いをし、要望とさせていただきます。 

 ごみ減量啓発事業につきましては、わか

りました。計画に沿ったところについては、

できてなければ啓発されているとか、その

場でごみ開けて展開検査をされていると

か、大変厳しいような実態もあるかと思い

ますが、事業所のごみの減量化と分別の協

力はこれからも訴えていただきながら、片

方で小型家電の回収ですね、この取り組み

ももっともっと周知をしていただいて、ぜ

ひ障害者の雇用にもつながる事業でもご

ざいますので、よろしくお願いをしてこれ

も要望とさせていただきます。 

 中小企業の支援についてですけれど、平

成２９年度はいろいろな形でこの支援を

利用されたというふうな内訳をお聞きい

たしました。中小企業がこういう支援を利

用されていないという理由の中にはです

ね、国の施策を含め補助金制度などの内容

を知らなかったり、事業所が仕事をしなが

ら申請資料を書くことがなかなかできな

いといったことが、アクションプランには

書かれておりました。 

 私たち公明党も中小企業を訪問させて

いただいて、こういったことを聞かせてい

ただきました。この平成３０年度にですね。

そんな中でもやはり、そんなん知らんとか、

書くの面倒とかいうような声がよくあり

ました。中小企業はやはり人手に余裕がな

く、多忙であるため、自治体との接点が乏

しく、支援制度の情報が届いていない。一

方で、行政も相談や申請を待つ受け身にな

りがちではないでしょうか。 

 静岡県磐田市では、「おせっかい」事業

に乗り出しました。産業政策課の職員が、

年間目標を決めます。１，０００件という

目標を決めまして、一件一件訪問をされ、

課題解決に向け、商工会や国のサポートで

設置されており、基幹であるよろず支援拠

点といったものも連携を行って、異業種交

流につなげながら、新しい商品の開発が生

まれたという事例がございます。 

 また福島県では、官民合同チームを立ち

上げて、やはり積極的に企業訪問をされ、

販路開拓や事業計画に取り組んでいます。

商工会など連携をしながら、ぜひ行政とし

ても寄り添った形での支援で、この中小企
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業の育成に取り組まれることを要望させ

ていただきたいと思います。 

 スクラッチカードの発行につきまして

は、本当にありがとうございます。販売促

進にとても有効だというふうなことも言

っていただいて、またさらにこの商店街の

活性化につなげていただきたいと思いま

す。ことしも１１月からスクラッチカード

が始まります。多くの方が楽しんでいただ

き、成功することを願っております。そし

て、商業支援の充実にこれからも取り組ん

でいただくことを、これも要望とさせてい

ただきます。 

 以上です。 

○森西正委員長 それでは、質問は３点で

すかね。 

 妹尾課長。 

○妹尾文化スポーツ課長 それでは、文化

スポーツ課に係ります２回目のご質問に

お答えいたします。 

 質問番号３番の体育館の夏場の利用に

当たって、エアコン、空調設備等の設置に

ついての考え方ということでございます。 

 現在、体育館で申し上げますと、味生体

育館では第１体育室以外の部屋、廊下等に

は空調機が設置されております。鳥飼体育

館については、新鳥飼公民館と共用の入り

口すぐの、ロビーのところには空調機が設

置されております。正雀体育館については、

空調機がないという状況でございます。実

際夏場はかなり温度が上がるというとこ

ろがございまして、窓を開けたり、大型扇

風機等の活用ということで、熱気がこもら

ないような対策を、と考えてとっておりま

す。 

 あと、冷水器も設置させていただいて、

熱中症対策とはさせていただいておりま

すが、これから空調機を設置するというこ

とにつきましては、工法的なことも考える

と難しいのではないかなと思っておりま

して、現実的にはスポットクーラーのよう

なものを、これは予算的なこともあります

けども、夏場のレンタル等での対応という

ことになろうかと思います。これにつきま

しては、また指定管理者とも、検討してま

いりたいと考えております。 

 以上でございます。 

○森西正委員長 それでは、森川課長。 

○森川障害福祉課長 決算概要８２ペー

ジ、障害者就労促進事業の就労継続支援Ｂ

型事業所の平均月額工賃、１万８，０００

円に向けての検討方法についてでござい

ますが、第５期摂津市障害福祉計画におき

まして、平成３２年度の就労継続支援Ｂ型

事業所における平均月額工賃の目標値を

１万８，０００円としております。先ほど

ご答弁もさせていただきましたように、平

成２９年度の平均月額工賃は、１万６，２

７４円であります。委員のお話にもござい

ましたように、工賃アップにつながってい

る大きな要因の一つといたしましては、小

型家電リサイクル事業が挙げられますが、

平均月額工賃につきましては年々徐々に

上がってきている状況であります。このこ

とから、１万８，０００円も達成可能な目

標値であると考えております。 

 工賃を上げる方法でありますけれども、

事業内容を知っていただき、安定した需要

をいただくということが必要ではないか

と思っております。就労継続支援Ｂ型事業

所のＰＲを行うことなどによりまして、こ

の１万８，０００円の目標値を達成してま

いりたいと考えております。 

○森西正委員長 有場課長。 

○有場保健福祉課長 それでは、保健福祉

課にかかわります２回目のご質問にお答
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えいたします。 

 決算概要９２ページ、妊娠出産包括支援

事業につきまして、いわゆる産後うつなど

に関する取り組みでございますが、新生児

訪問の際にエジンバラ産後うつ質問票を

実施いたしまして、うつ傾向にある妊産婦

に対して、継続訪問や心の健康相談をご紹

介するなど、産後うつの早期発見等に努め

ているところでございます。 

 また、地区担当保健師によるフォローに

加えまして、育児相談、離乳食講習会など

の開催等、気軽に相談できる場につなぎま

して、不安の解消に努めているところでご

ざいます。 

 訪問回数をふやしてほしいというお声

については、直接的には聞いてはおらない

んですけれど、そのようなお声がありまし

たら、随時助産師、地区担当保健師などが

フォローに努めたいと思いますので、ご連

絡いただきたいと思います。 

 先ほど決算概要９４ページ、がん検診事

業につきまして、ご質問の中で６つのがん

ということでしたけど、私、今５つのがん

の結果しか伝えておりませんでした。もう

一つは、前立腺がんについてでございます

が、これはオプション検査ではございます

が、平成２９年度の実績は約１２．６％と

なっております。追加させていただきます。 

○森西正委員長 福住委員。 

○福住礼子委員 体育施設について、夏季

のエアコン等のレンタルを検討していき

たいというようなご答弁でございました。

ことしは大変猛暑でございました。もう本

当に暑い中、楽しんでおられる姿はとめる

ことができないのかというふうにも思い

ますけれど、日中に家にいてもエアコンつ

けたままにしてくださいといったアナウ

ンスが、テレビでもしょっちゅう流れてい

るぐらい、ことしの夏は本当に暑い経験を

させていただいたと思います。 

 今年度、体育館に冷水器を設置されたこ

とは高く評価をしておりますし、利用者の

喜びの声も伺っているところであります。

体育館は避難所になる施設であることも

含めて考えますと、エアコンまたは空調設

備は必要ではないかというふうに考えて

おります。体育館の利用に関する環境整備

と、またこれから検討されている旧味舌小

学校跡地に計画される体育館施設のエア

コン設置は、ぜひとも検討をしていただく

よう、これは要望とさせていただきたいと

思います。 

 障害者就業促進事業につきましては、工

賃が１万８，０００円は可能であるという、

もう本当に大変心強い言葉で、できること

なら２万円以上を目指していただければ

と思っております。 

 この工賃アップと合わせてですね、福祉

施設から一般就労への移行も、この２０２

０年度末には２０人という目標も設定さ

れております。本市における雇用の創出と

して、身体障害のある人を対象に採用試験

を実施され、雇用の促進に努められておら

れます。平成２８年６月には、チャンレン

ジドオフィスせっつを開設されまして、知

的障害のある人を非常勤職員として雇用

し、作業訓練を生かして一般就労を目指す

といったこういう取り組みだと思います

けれども、この所管がですね、人事課から

障害福祉課に移ったと思います。市独自の

目標雇用率は、庁内では３％を目指すとい

うふうにも書かれてありましたけれども、

その点についての考えをお聞かせいただ

きたいと思います。 

 それから、妊娠出産包括支援事業につき

ましては、そういった要望がありましたら
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ご連絡いただきたいということでありま

したけれども、私たちは子育て世代包括支

援センターの開設をいろいろな形で要望

させていただいているところでございま

す。平成３２年度の開設を目指していると

思いますけれども、現在この開設に当たっ

ての問題や課題があればお答えをいただ

きたいと思います。 

 以上です。 

○森西正委員長 それでは、森川課長。 

○森川障害福祉課長 それではチャレン

ジドオフィス、市全体の障害者雇用率の件

でございますけれども、今チャレンジドオ

フィスにつきましては、障害者５名が作業

員として業務を行っております。こちらに

つきましては、来年度以降も随時人数を増

加していく、それに伴って、障害者を支援

する方の増員も考えておりますけれども、

障害者の方の雇用促進ということも含め

て人員の増を行っていきたいと考えてお

ります。 

○森西正委員長 有場課長。 

○有場保健福祉課長 それでは、保健福祉

課に係ります３回目の質問にお答えいた

します。 

 子育て世代包括支援センターの設置に

ついてでございますが、これにつきまして

は平成３２年度末までに設置することが

求められておりまして、現在庁内関係各課

とも協議を重ねているところでございま

す。 

 課題としましては、母子保健分野そして

子育て支援分野が本市の場合は部局も分

かれている。あるいは、外部のさまざまな

関係機関もございますので、こういったと

ころでどういう連携を図っていくのかと

いうところで、組織の役割の見直しなども

含め一定の改革が必要になってくるもの

と考えております。また、保健師のほか助

産師やソーシャルワーカーなどの職員の

配置、また相談の受付の場所の確保という

ことも課題として挙がっております。 

 以上でございます。 

○森西正委員長 福住委員。 

○福住礼子委員 障害者就労促進事業に

ついてですけれども、これからも随時増員

を図りながら、また一般就労への移行とい

ったことも努めていただけるというお答

えでございました。行政機関等における障

害者雇用水増し問題について、全国的な障

害者就労支援に取り組む団体からは、数だ

け追い求めた雇用は本人の特性と仕事内

容のミスマッチが総じて早期離職にもつ

ながるといったことも指摘をされている

ところでございます。 

 また、盲ろう者として世界で初めて常勤

の大学教授になられた福島智氏、この方は

９歳で失明をされて、１８歳で耳が聞こえ

なくなって失聴されたという、こういう障

害をお持ちの方です。この福島教授がおっ

しゃるには、障害者雇用は決して思いやり

ではありません。女性の社会参加が女性の

権利であると同様に、障害者の社会参加も

権利でありますというふうにも語られて

おります。この点を十分に心得ていただき

ながら、共生社会を目指して誰もがその人

らしく、安心して暮らせる自立支援と共生

のまちづくりに取り組まれることを要望

させていただきたいと思います。 

 それから、妊娠出産包括支援事業につい

て、着々と平成３２年度末に向けて、子育

て世代包括支援センターの開設に向けて

取り組んでいただいていると思っており

ます。妊娠届け出時に面接をされ、さまざ

まな角度から妊婦の状況を読み取ってい

ただいていると思います。そのときの面接
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時にゆっくりと安心して面談が受けれる

ような、そういう環境、スペースをつくっ

ていただきたいと思っております。今の窓

口よりもやっぱりさらにゆったりと聞い

ていただけるような、そういう場所の提供

をぜひ検討していただきたいと思います。

そして、自分から助けてほしいと訴える母

親は少ない、と想定した積極的なかかわり

方に努めていただいて、母親が聞いてもら

えるだけで心強いと感じていただけるよ

うな、産後うつの予防や重症化の防止に取

り組んでいただくよう要望させていただ

きたいと思います。 

 以上です。ありがとうございました。 

○森西正委員長 福住委員の質問が終わ

りました。 

 続いて、ございますか。 

 藤浦委員。 

○藤浦雅彦委員 １年ぶりにまた民生常

任委員会のほうに戻ってまいりまして、平

成２９年度の予算審査のときには民生常

任委員会におりまして、いろいろ質問もさ

せていただいておりますので、それと重な

るようなところもあるかもわかりません

が、順次質問させていただきたいと思いま

す。 

 それでは、１番目、市民ルームフォルテ

３０１・３０３使用料についてであります。

歳入について、これは決算書の３０ページ

に載ってますが、款１３使用料及び手数料、

項１使用料、目１総務使用料、節５フォル

テ使用料ですけどね、これは２１０万３，

０８０円となってます。指定管理料は３８

１万３４５円ということで、その差額は約

１７０万円、当然赤字ということでありま

すけれども。これは平成２９年度の予算の

ときにも指摘をさせていただきましたが、

このフォルテ３０１と３０３の利用実態、

管理状況、稼働率、使用料の実態等につい

て、事務報告書にも載ってますけれども、

改めてご答弁をお願いします。 

 し尿処理手数料及び浄化槽汚泥処分手

数料についてでございます。これは、以前

は建設常任委員会のほうにありましたけ

れども、民生常任委員会のほうの所管に変

わっていますけれども、決算書３４ページ

の款１３使用料及び手数料、項２手数料、

目２衛生使用料、節５し尿処理手数料につ

いてであります。事務報告書には、し尿と

浄化槽汚泥の台数が５１３台及び７６４

台と記載があります。平成２９年度、この

し尿浄化槽の廃止届は３４件出たという

ことでございますが、この平成２９年度市

内に残るくみ取りの戸数、それから浄化槽

の台数がわかればお願いしたいと思いま

す。 

 それから、３番目、第２期摂津市文化振

興計画の策定についてであります。決算書

８８ページ、款２総務費、項１総務管理費、

目１４文化振興費、節１３委託料ですね。

文化振興計画策定支援業務委託料３３７

万円とありますが、この前のページに文化

振興計画推進審議会委員報酬４０万２０

０円とあります。文化振興については、私

は強い思い入れがありまして、これはいろ

いろなところで何度も申しておりますが、

平成１６年に森山市長が誕生されて初め

ての予算編成、平成１７年度の予算編成の

ところの懇談会のときに文化振興条例を

つくっていただきたいということも訴え

させていただく中で、平成１８年に条例が

摂津市にできました。その後２年かけて平

成２０年に第１期の文化振興計画ができ

ました。それに基づいて１０年間の計画と

いうことで振興されてきたわけですが、平

成２９年度の事業として第１期の検証も
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行われて、そして第２期の計画が策定され

ていったと思いますけれども、これは文化

振興市民会議とか、また文化振興計画推進

審議会で検証された概略についてどのよ

うに検証されたか。また、第２期計画にこ

れがどのように生かされていったのかと

いうことについて、また第２期計画に特筆

すべきことがあれば、あわせてご答弁いた

だきたいと思います。 

 ４番目、青少年運動広場改修工事基本設

計委託料についてであります。決算書１０

８ページになります。款２総務費、項７保

健体育費、目３体育施設費、節１３委託料

ですね。青少年広場改修工事基本設計委託

料１７３万８，８００円とありまして、こ

れは当初予算ではプラス実施設計も予定

をされていたと思いますけれども、この実

施設計が結果として行えなかったという

ことについて、経緯についてどのようにな

ったのかと。それから基本設計の概略につ

いて、あわせてご答弁をお願いしたいと思

います。 

 ５番目、せっつ高齢者かがやきプランに

ついて、これも決算書の１１２ページ、款

３民生費、項１社会福祉費、目１社会福祉

総務費、節１３委託料です。せっつ高齢者

かがやきプラン策定委託料の２７８万６，

４００円についてですけれども、第７期せ

っつ高齢者かがやきプランそれから第４

期障害者福祉計画というのが同じ年の平

成３０年の３月にでき上がっていますけ

れども、これは単独でつくられていますけ

れども、ちょっと整理をさせていただきた

いのですが、平成２８年度の決算審査のと

きにも質問したんですけれども、そのとき

は当時摂津市保健福祉総合ビジョン２０

１６が策定をされて、その保健福祉ビジョ

ンがほかの福祉計画を統合する形でまと

まっていくという説明があって。しかし、

国のほうで法律が改正になって、社会福祉

法の改正で、保健福祉ビジョンはやっぱり

中止になるんですよというふうに私はそ

こまで理解していて、現在は総合計画の見

直しで、その他の計画も全部再編成をして

いくんだというふうな流れがある中で、平

成３０年３月に単独で策定をされたわけ

ですけどね。最終的にはどういう認識を持

てばいいのかということについて、どこに

どう集約されていくことになるのかとい

うことについて整理をさせていただきた

いと思います。この件でご答弁お願いしま

す。 

 それから、６番目、地域福祉計画推進協

議会委員報酬についてです。決算書１０９

ページ、款３民生費、項１社会福祉費、目

１社会福祉総務費、節１報酬で、地域福祉

計画推進協議会委員報酬というのがあり

ます。平成２８年度に策定された第３期摂

津市地域福祉計画に基づいて計画の推進

を行われていると思いますけれども、平成

２９年度におけるこの推進の総括ですね。

それから進行管理について、また地域福祉

推進協議会による評価についてはどうで

あったのか。また、自治連合会と老人クラ

ブ連合会、それから民生児童委員協議会、

社会福祉協議会が提携をされて、２月に街

頭啓発をされてますね。つながりのまち摂

津ということですね。こうした取り組みも

地域福祉活動の一環だと私は認識をして

おりますけれども、それを含めて平成２９

年度における活動についてご説明いただ

きたいと思います。 

 ７番目、高齢者民間賃貸住宅家賃助成費

について、決算書１１４ページであります。

款３民生費、項１社会福祉費、目２老人福

祉費、節２０の扶助費の中にありますが、
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高齢者民間賃貸住宅家賃助成費２，８７０

万１００円について。平成２９年度は２６

０件ですけれども、高齢化が進んでいる中

で高齢者単独世帯も増加してきていると

思いますが、過去数年間の家賃助成件数と

ひとり暮らしの登録者数の推移はどのよ

うになっているのかということについて

ご答弁お願いします。 

 ８番目、災害時要援護者支援事業につい

て、決算概要になりますけど、決算概要の

７２ページにあります災害時要援護者支

援事業について名簿の登載者はどのよう

な人たちなのかということ。そして、また

総数は何人ぐらいになっているのか。また、

公表に了解をされた人、了承した人が登載

をするということになっていますけれど

も、了承されている人は何人ぐらいかとい

うことですね。それから、台帳の整理と活

用は平成２９年度ではどのような取り組

みになっているのか。自治会長が同意をす

るしないとか、いろいろなことも聞いてい

るわけですけれども、そういう内容も含め

てどこまでどう進んでいるのか、平成２９

年度の取り組みを教えてください。 

 ９番目、健康せっつ２１推進事業につい

てです。決算概要の９４ページですね。健

康せっつ２１事業について、これは補強・

強化するためにまちごと元気！推進プラ

ンというのがつくられて、これから見直さ

れるということになるんですけれども。健

康せっつ２１よりも子育て、介護まで多岐

にわたって非常に細かく記載されており

まして、具体的施策を交えてそれぞれの平

成３０年度の数値目標も設定してあって、

私はこれは非常に高い評価をしているわ

けでございますけれども。この記載事項が

非常に多岐にわたりますけれども、特にそ

の中でも四つの重点プロジェクトという

のが設定をしてあります。健康せっつ２１

の補足ということで、まちごと元気！推進

プランのこの四つの重点プロジェクトの

推進について総括的に平成２９年度の進

捗をご答弁いただきたいと思います。 

 それから、１０番目、まちごとフィット

ネスヘルシータウン事業についてです。こ

の事業も市長といろいろやりとりさせて

いただく中で、平成２５年度から３年間の

事業ということで平成２７年度まで実施

をされて、これは健康遊具の設置とウオー

キングコースを毎年１コースずつ設ける

ということでスタートしまして、平成２８

年度からはコースだけが設定をされると

いうことで、最終的には１０コースまで設

定をするということになっていますけれ

ども、だからその３年間、平成２５年から

平成２７年度までは健康遊具も設置をさ

れましたけれども、その後は健康遊具の設

置はなくて、コースだけが設定をされてい

る。これは前回の議論でもありました。公

園には、健康遊具の設置要望をたくさん聞

いております。前向きな検討をお願いして

これは要望としたいわけですけれども、う

きうきせっつウオーキングの取り組みで、

毎回私も参加をして、歩けてはいないんで

すけれども見送りをさせていただいてい

るんですけどね。だんだん人数がことしに

入ってから少なくなって、きょうは暑いか

らかなとかいろいろと理由を言ってるん

ですけどね。でも、まあ減ってきてるなと

いうふうに非常に気になってます。景気が

少しよくなったと言われますけど、働いて

いる高齢者もだんだんふえているような

気がするんですけどね、そういう環境の変

化も多分あるんだろうなと思うんですけ

ど、こういう世代の特に高齢者の方が対象

になってますけど、そういう環境の変化と
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どのように関係があるのかというふうに

分析をされているのか。参加者の増加のた

めにどのような努力をされているかやね、

平成２９年度やから。そういうことを踏ま

えて、総合的にこのウオーキングについて

ご答弁をいただきたいと思います。 

 次、１１番目、まちごと元気ヘルシーポ

イント事業です。決算概要書９６ページに

なります。このまちごと元気ヘルシーポイ

ント事業について、これも多年度にわたっ

て要望して、やっと実施をしていただいた

ということで、一応平成２７年から平成２

９年の一区切り、３年が過ぎました。ノー

トを使っての啓発だったと思いますけれ

ども、３年間の総括としてこの第１期の事

業はどうであったのか、問題点、課題点も

含めて振り返っていただいて、総括をして

いただきたいと思います。 

 それから、１２番目、斎場管理事業及び

葬儀会館管理運営事業ということで、決算

概要の９８ページにありますけれども、初

日でも議論になってましたけれども、この

斎場管理事業及び葬儀会館管理運営事業

について平成２９年度のそれぞれの利用

状況、使用状況、管理状況について、総括

的にご答弁いただきたいと思います。 

 １３番目、ごみ減量対策事業です。決算

概要１００ページになりますね。ごみ減量

対策事業については食品ロス、これは私は

何度も質問したりしてまいりましたが、食

品ロスの取り組みについても総合計画の

第９期実施計画の中にもごみゼロ施策の

推進ということで追記をいただいており

ますことに大変評価をさせていただきた

いと思っております。平成２９年度のこの

食品ロスの取り組みについてご答弁いた

だきたいと思います。 

 それから、きょうも朝、テレビでやって

ましたけれども、世界的に海洋のマイクロ

プラスチックが大変問題になっていまし

て、環境省もいよいよ計画を出してＰＲを

するということでございました。その中で

今非常に問題にされているのがレジ袋の

有料化ですよね。レジ袋の有料化というこ

とについては、これも新聞に載ってました

ね、いち早く北摂１０市町でレジ袋有料化

の協定を結ばれたということでございま

した。これは平成２９年度だったと思いま

すけれども、その背景、いきさつ、そして

そういうタイムリーでありますけどね、そ

ういう世界の海洋のことも視野に入れて、

多分協議になったと思いますけどご説明

いただきたいと思います。 

 最後です。１４番目ね。ごみ処理施設維

持管理事業について、決算概要の１０２ペ

ージ、環境センターのごみ処理施設維持管

理事業について、これは維持費用について

も非常に高額であるという議論がありま

したけれども、その中で長年広域化を検討

されてきてます。いろいろ状況が変わって、

最終的には茨木市との協議になっていっ

たわけですけれども、平成２９年度の協議

についての内容について、今話せるところ

までで結構ですので、ご説明いただきたい

と思います。 

 以上、１回目です。 

○森西正委員長 １４点ですね。それでは、

答弁をお願いいたします。 

 丹羽課長。 

○丹羽自治振興課長 では、自治振興課に

かかわりますご質問にご答弁させていた

だきます。 

 質問番号１番、決算書３０ページ、款１

３使用料及び手数料、項１使用料、目１総

務使用料、節５フォルテ使用料に関連いた

しまして、市民ルームフォルテ３０１・３
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０３の管理状況及び稼働率についてご答

弁させていただきます。 

 市民ルームフォルテ３０１・３０３の管

理運営に関しましては、ＪＲ千里丘東口駅

前再開発事業の一環として建設された複

合商業施設及びマンションのフォルテ摂

津の一室に市民ルームとして設置いたし

ておりますことから、このビルの管理を行

っている摂津都市開発株式会社に市民ル

ームフォルテ３０１・３０３の指定管理者

として、施設の維持管理、使用の受付等の

運営業務をお願いしているところでござ

います。 

使用状況につきましては、会議、展示会、

商品販売などのご利用が多く、平成２９年

度の使用件数は４８７件、延べ５，８５２

人の方にご利用いただいております。稼働

率といたしましては２２．６％となってご

ざいます。 

 以上でございます。 

○森西正委員長 飯野課長。 

○飯野環境政策課長 質問番号２番、し尿

処理手数料及び浄化槽汚泥処分手数料に

関するご質問にお答えいたします。 

 平成２９年度末時点でのくみ取り及び

浄化槽世帯数でございますが、くみ取りが

３０５世帯、浄化槽が７９２世帯でござい

ます。 

 以上でございます。 

○森西正委員長 妹尾課長。 

○妹尾文化スポーツ課長 それでは、文化

スポーツ課に係ります２点のご質問につ

いてお答えいたします。 

 まず、質問番号３番、決算書８８ページ、

文化振興計画策定支援業務委託料と文化

振興計画推進審議会委員報酬にかかわり

ます第２期文化振興計画についてのご質

問にお答えいたします。 

 まず、平成２９年度事業といたしまして、

第１期文化振興計画の検証ということで、

審議会の概略ということでお問いがござ

いました。 

 それまでは摂津市文化振興市民会議が

ございましたが、平成２９年度には、そち

らにかわり計画の推進に関する重要事項

について調査、審議をするため、摂津市文

化振興計画推進審議会を設置いたしまし

て、第２期の計画策定に向けて取り組みを

行いました。第１期の計画、平成２０年度

から、平成２８年度までの取り組みについ

て振り返りを行い、施策項目ごとに振興状

況の内容について実施できているもの、で

きていないものについて、実施できていな

い項目は、目標として難しかったのであれ

ば今後の計画にどのように反映するかな

どを議論いただきました。成果と現状の振

り返りを行い、課題を整理いたしまして、

第２期計画の基本目標を設定して、今後取

り組みを進めるという形で第２期計画に

生かして策定をするという状況になって

おります。 

 第２期計画につきましては、計画期間を

５年間といたしまして、この基本目標ごと

に計画の最終年度に目標が実現している

姿を確認するための数値化した指標とい

うのを、第１期計画では設定しませんでし

たが、第２期計画で設定するような形にい

たしました。 

 質問番号４番、決算書１０８ページ、青

少年運動広場改修についての実施設計委

託料と基本設計委託料について、当初実施

設計が計上されていたけれども執行がな

いということと、基本設計の概略について

というお問いでございました。 

 まず、基本設計の部分につきまして、青

少年運動広場の老朽化している管理棟や
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倉庫といった部分を中心として施設の整

備改修の計画をしておりまして、そこでそ

の基礎資料となる図面確認や明示確認な

ど、測量部分も含めて基本設計という形で

進めておりました。こちらの図面確認・明

示確認などの測量部分というのが、当初そ

こまで必要ということを考えておりませ

んでしたけれども、基本設計を考えていく

上でやはり必要ということになりまして、

当初想定していたよりも期間が必要とな

りました。また、予算の部分で入札等を行

う際に設計をいたしましたところ、金額的

にも不足するという部分がございまして、

実施設計から流用をいたしまして、実施設

計については期間のこともありましたの

で実施ができなかったという状況でござ

います。 

 以上でございます。 

○森西正委員長 川口部参事。 

○川口保健福祉部参事 それでは、５番目、

せっつ高齢者かがやきプランについてお

答えさせていただきます。 

 今、委員がご指摘のとおり、保健福祉総

合ビジョンにつきましては、健康せっつ２

１の策定の後に国立循環器病研究センタ

ーの移転等、健康分野の環境といったもの

が変わりましたので、それを踏まえて補完

的な役割、また保健福祉分野の各計画を統

合していくということを目指して策定を

したものでございます。その後、社会福祉

法の改正によりまして、地域福祉計画が高

齢者、障害者、児童の各福祉、その他の福

祉に関し共通して取り組むべき事項の記

載を求める各計画の上位計画ということ

で位置づけられることとなりました。つき

ましては、今回の高齢者かがやきプランに

ついては、平成３０年度から平成３２年度

末までの３か年の計画ということで策定

をさせていただいたものでございます。全

庁的に総合計画について検討がされてお

ります。最終形というものはまだ明らかに

ご説明できるという段階ではございませ

んが、それを踏まえまして、かがやきプラ

ンにつきましても、単独の計画ということ

ではなくて、総合計画の理念、考え方、そ

ういったものを踏まえた上でそれぞれ計

画策定をするということで今後取り組ん

でまいりたいと思っております。 

 以上でございます。 

○森西正委員長 有場課長。 

○有場保健福祉課長 それでは、保健福祉

課にかかわります５点のご質問にお答え

いたします。 

 まず、１点目、地域福祉計画推進協議会

委員報酬、決算書１０９ページでございま

すが、こちらのほうで地域福祉計画の進捗

についてのご質問でございました。この地

域福祉計画の進捗管理につきましては、毎

回関係各課の情報を集約いたしまして、地

域福祉推進協議会におきまして審議いた

だいております。地域福祉推進協議会にお

きましては、大部分の目標項目につきまし

てはおおむね順調に進んでいるというご

評価をいただいております。ただ、自治会

や老人クラブの会員数の減少、また今般の

災害対応で注目されました災害時の支援

体制のあり方などにつきまして課題とし

てご意見をいただいております。平成２９

年度の取り組みといたしましては、委員か

らもご質問の中にありました自治連合会、

老人クラブ連合会、民生児童委員協議会、

社会福祉協議会の４団体で「つながりのま

ち摂津」連絡会議を発足させまして、２月

を活動の推進月間として、街頭啓発や地域

交流研修会を実施しております。その他、

若い世代の地域の支え手の獲得を目指し
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まして、ＰＴＡやこども会のご協力をいた

だきながら地域福祉懇談会というものを

市内６か所で開催いたしました。 

 続きまして、質問番号が８番、災害時要

援護者支援事業、これは決算概要７２ペー

ジでございます。 

 まず、災害時要援護者台帳の形式的要件

に当てはまる対象者としましては、身体障

害者手帳１級から３級の所持者、療育手帳

ＡまたはＢ１、精神障害者保健福祉手帳１

級または２級、要介護認定者の要介護度が

３から５、またひとり暮らし登録名簿に登

載されている方、その他住基のほうから高

齢者のみの世帯を拾ってきております。最

新のものとして、平成３０年９月時点では、

登録者数が１万８，５３７人に対しまして、

同意をとっている同意要援護者数が１，３

４６人となってまして、率にして７．２

６％ということになります。取り組みとし

ましては、同意要援護者名簿につきまして

は一部の自治会、今１０７自治会中５３自

治会に配付しておりまして、活用をお願い

しているところでございます。一部の自治

会につきましては、防災訓練などにもご活

用いただいているということでございま

す。また、年２回、災害時要援護者台帳に

関する講演会なども開いておりまして、継

続して普及に努めているところでござい

ます。 

 続きまして、質問番号が９番、決算概要

９４ページの健康せっつ２１推進事業に

つきまして、四つございます重点プロジェ

クトに関する総括ということでございま

した。まちごと元気！推進プランに係る四

つの重点プロジェクトの進捗につきまし

ては、まず市民まるごと「健康マイスター」

化計画でございますが、これはあらゆる媒

体を駆使して３年間で延べ８５０万回の

健康情報を発信するというもので、平成２

９年度につきましてはおおよそ２３０万

回ということになっております。 

 続きまして、せっつムーンウォークプロ

ジェクトにつきましては、平成２９年度は

目標となります月までの距離を大きく上

回りまして目標を達成しております。 

 続きまして、ライフスタイル“ＣＨＡＮ

ＧＥ”キャンペーンでございますが、糖尿

病の発症・重症化を予防することを目的に、

食生活について市民周知を図る取り組み

でございまして、ホームページや地域福祉

通信での食育コラムの発信、また手ばかり

栄養法や国立循環器医療センターのかる

しおレシピの普及等に努めてまいりまし

た。 

 最後にたばこ対策でございますが、平成

２９年１２月に千里丘駅と摂津市駅周辺

及び両駅間の千里丘三島線を路上喫煙禁

止地区に指定させていただきました。これ

につきましては市民の皆様からさまざま

なお声をいただいておりますが、まずは受

動喫煙防止にかかわる取り組みの第一歩

としまして一定の成果があったものと考

えております。また、昨年１１月の市民健

康まつりにおきまして、たばこ川柳の募集

を行うなどの取り組みもさせていただき、

たくさんのご応募をいただいております。 

 続きまして、質問番号１０番、決算概要

９６ページ、まちごとフィットネスヘルシ

ータウン事業につきまして、ウオーキング

のイベントに関してですが、光好委員から

のご質問にもありましたように、平成２８

年度から平成２９年度と比較しまして大

体１００名ちょっとトータルでは減って

おります。答弁でも申し上げましたが、主

な減少の原因としてはイベントが重なっ

たということもございました。個々に見ま
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すと減ったりふえたりというような状況

にはなっております。このイベントにつき

まして、全体として高齢者が多いというこ

とでございますが、確かに毎月第１月曜日

に開催しておりますので、なかなか現役世

代の参加というのは難しいような状況に

ございます。そういうこともありましたの

で、今年度につきましては６月にサタデー

ウオークと称しまして土曜日の開催を一

度試みました。ただ、結果に関してはなか

なか、若干名参加があったというぐらいで

とどまっておりまして、引き続き若い世代

の獲得に力を入れていきたいと考えてお

ります。 

 続きまして、質問番号１１番、決算概要

９６ページのまちごと元気ヘルシーポイ

ント事業につきましてでございます。まち

ごと元気ヘルシーポイント事業につきま

しては、平成２７年度から平成２９年度ま

での３か年の計画で実施しまして、平成２

９年度に最終的に景品を受け取った参加

者の数が７９８名、３年間の合計で延べ１，

７７３名のご参加をいただきました。景品

を受け取った方に対しましては、アンケー

トにご協力いただいておりまして、大体約

７３％の方が参加前と参加後で運動習慣

の改善に効果があったとご回答いただい

ております。そういう意味では、参加者の

意識改善、運動量の増加に一定の効果があ

ったものと考えております。 

 以上でございます。 

○森西正委員長 荒井課長。 

○荒井高齢介護課長 質問番号７番、高齢

介護課所管の高齢者民間賃貸住宅家賃助

成費についてのご質問にお答えいたしま

す。 

 この助成は高齢者の住宅支援を目的に、

民間の賃貸住宅に居住する高齢者世帯に

対して、家賃の一部を助成する事業でござ

います。１か月１万円を限度として家賃額

の３分の１の額を助成しており、市民税非

課税世帯は助成額に１，０００円を上乗せ

しております。過去数年間の家賃助成件数

でございますが、平成２７年度は２３９件、

平成２８年度は２５２件、平成２９年度は

２６０件となっております。また、ひとり

暮らし登録者数は、各年度末において、平

成２７年度が１，４５５人、平成２８年度

は１，４５６人、平成２９年度は１，４５

８人となっております。 

○森西正委員長 川本課長。 

○川本市民課長 それでは、質問番号１２

番、斎場管理事業と葬儀会館管理運営事業

でございます。 

 斎場と葬儀会館の平成２９年度の利用

状況でございますが、まず斎場につきまし

ては、総取扱件数が年間８９６件ございま

した。そのうち産汚物等を除きます火葬の

執行件数につきましては、年間８０８件と

なっております。 

 次に、葬儀会館でございますが、平成２

９年度の利用件数は年間２４５件となっ

ております。 

 以上でございます。 

○森西正委員長 三浦課長。 

○三浦環境業務課長 それでは、質問番号

１３番、ごみ減量対策事業における食品ロ

スの取り組みとレジ袋無料配布中止協定

についてのご質問にお答えいたします。 

 平成２９年度の食品ロスの取り組みに

つきましては、まず５月の廃棄物減量推進

員委嘱式におきまして、京都大学准教授の

浅利先生に講師をお願いし、食品ロスに関

する講演会を開催いたしました。また、ホ

ームページや広報誌を利用するほか、環境

フェスティバルでは啓発チラシを配布す
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るなど、３０・１０（さんまるいちまる）

運動や食べきり運動など食品ロスの削減

をＰＲいたしております。さらに商工会に

もご協力いただき、５月の総代会や商工会

ニュースでも３０・１０（さんまるいちま

る）運動をＰＲするなど、さまざまな機会

を捉え食品ロスの削減をＰＲしておりま

す。 

 続きまして、レジ袋無料配布中止協定の

締結に至った経緯でございますが、本市で

は平成２４年より北摂７市３町、共同でマ

イバック持参推進運動に取り組んでまい

りました。平成２９年度からはさらなるマ

イバックの持参促進とレジ袋の削減のた

め、北摂７市３町で意見交換や協議を重ね

るとともに、本趣旨に賛同いただきました

イオン、ライフ、阪急オアシス、イズミヤ

など９事業者とも協議を重ね、平成３０年

２月１８日にレジ袋無料配布中止協定の

締結式を開催いたしたものです。４月１日

に協定を締結し、レジ袋の無料配布中止は

６月１日からとなっております。 

 以上でございます。 

○森西正委員長 鈴木部参事。 

○鈴木環境部参事 それでは、質問番号１

４番、環境センターごみ処理施設維持管理

事業の広域ごみ処理の協議状況について

ご答弁申し上げます。 

 平成２３年より、茨木市の老朽化した炉

を建てかえして、ごみ処理の広域化を進め

ていく協議を行ってまいりました。平成２

９年には、茨木市が建てかえではなく長寿

命化した施設でごみを処理していくとい

う方針を決定され、長寿命化した施設にお

きましても広域処理は可能であるとの回

答があったことから、本市といたしまして

茨木市の長寿命化した施設にてごみ処理

を行う協議を再開いたしました。今日まで

２３回の連絡調整会議を行いまして、施設

整備費及び維持管理費等の負担割合にめ

どが立ったことから、その他の課題を調整

し、年度内に基本合意の締結ができればと

考えております。 

 以上でございます。 

○森西正委員長 これで全て出たと思い

ますが、もし答弁漏れがあれば、また２回

目からお願いしたいと思います。 

 暫時休憩します。 

（午前１１時４７分 休憩） 

（午後 ０時４５分 再開） 

○森西正委員長 それでは、休憩前に引き

続いて再開いたします。 

 藤浦委員。 

○藤浦雅彦委員 それでは、２回目の質問

をさせていただきたいと思います。 

 まず、１点目の市民ルームフォルテ３０

１・３０３の使用料についてでありますが、

稼働率は２２．６％ということで、稼働率

は少しずつですけど年々下がってきてい

ます。平成２８年度決算のときも同じ項目

で、実は質問させていただいておりますけ

ども。これは明らかに、私は思うのですが、

明らかにこれは料金体系が高いからだと

いうふうに認識しています。コミュニティ

プラザに比べると、１．５倍ぐらいの料金

体系になっているわけです。 

 平成２８年度決算のときは、細かく述べ

ましたけど、そのときは場所的に千里丘の

駅前で立地が非常にいいところなので、相

場的にはそんなもんですというふうな答

弁もあったわけですけど。でも現実的には、

公共施設のなので使ってもらわないと、ほ

んまに費用対効果、先ほどちょっと言いま

したけど、管理料の差もそうですけど、意

味がないというか、もったいないわけでご

ざいまして、そういう意味で、そのときも
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指摘をしました。そのときに、平成２８年

度のときには、こういうふうに答弁いただ

いていると。同じような施設のコミュニテ

ィプラザとの差別化を図り、利用率を上げ

ていくと。また、使用料、手数料の見直し

に関する基本方針に則して検討していく

ということで答弁をいただいたわけでご

ざいますけども。また、今年の９月議会の

ときに、この摂津市立市民ルーム条例の一

部改正の条例案が可決をされまして、指定

管理者が利用料の変更ができるというふ

うなことにもなったんだろうと思うわで

すけども、そういう差別化をどう図ってい

くのかとか、それから、今後この料金の考

え方については、指定管理者が変更して、

もっと使いやすいように、これは利用率を

上げるということも含めてになると思い

ますけども、利用率を上げるために少し料

金を下げて、そしてＰＲも含めて利用率を

上げるという責任も多分、これから指定管

理者が持つということになるんだろうと

思うんですけど。そういうことも含めたご

答弁をよろしくお願いしたいと思います。 

 それから、２番目のし尿処理手数料及び

浄化槽汚泥処分手数料についてでありま

す。 

 私、建設常任委員会におるときから、ず

っとこのことは、何軒ですか、あと何軒で

すかとカウントダウンのように聞いてき

まして、今、くみ取りが３０５軒というこ

とで、随分減ったなと、実感をしています。

浄化槽も７９２軒にということで、以前は

１５００軒ぐらいはあった記憶があった

んですけど、年々やっぱり浄化槽の地域に

下水管を普及させて、切りかえてもらった

りとか、いろいろ努力の中で、大分減って

きたなという感じが本当にしています。 

 それで浄化槽は、今も茨木市のほうで処

理をしていただいているわけですけども、

くみ取りのし尿は、豊能町に今持っていっ

てます、箕面森町へ向かうトンネルを抜け

て向こうまで行くのに、時間的にも随分ロ

スがあるということでございますけども。 

 先ほど鈴木部参事のほうからも茨木市

との一般ごみのごみ焼却についての話し

合いが順調に進んでいるということもお

聞きしましたし、これは当然ごみの話が優

先で、し尿の話は同時には無理だと思うん

ですけども、浄化槽では既にもう茨木市に

処理をしていただけるということですし、

ある程度、量が減ってきた場合は、より効

率的に統一して、茨木市のほうに処分をし

てもらうということも可能ではないかな

と私は。むしろそうしたほうが経費的にも

安くなるし、一本化できますし、茨木市に

とっても少しでも経費をもらうというこ

とでも、これはいいことにはなるんではな

いかなと思うんですけど、本市としての考

え方、そういう思いが念頭にあるのかない

か、ご答弁いただきたいと思います。 

 それから、３番目の第２期摂津市文化振

興計画でございますが、第１期の検証につ

いて、今先ほど述べていただきました。第

２期をつくるということにおいて、当然検

証をされたということですけども、年度途

中で、私聞いたことがあるんです。検証ど

うですかと聞くと、いやほとんど、と。こ

れはこの計画だけではありませんね。あら

ゆる計画において策定をされて、１０年計

画だったら途中で聞くと、いや検証はちょ

っと、というふうな件が多くて、それがも

とであらゆる計画の再編を考えていくと

いうことにもつながってるんだろうと思

うんですけど。だから、途中での進行管理

というのは非常に、ほかも含めて、この計

画もそうですけど問題視されるんだろう
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ということで、その結果、期間を５年間に

されたとか、それから、毎年の目標数値を

ちゃんと挙げられたということになるん

だろうと思いますけど、そういうことも踏

まえて、進行管理について、第２期計画で

は、どのようにされていくことになるのか、

ご答弁をお願いしたいと思います。 

 ４番目、青少年運動広場改修工事基本設

計委託料のことについてでございますが、

予定していなかった測量等の業務で期間

と費用が発生したということで、実施設計

には至りませんでしたということでござ

いました。内容も以前にはお聞きしている

ので、承知しているところであるんですけ

ども、ふと私は思い出しまして、過去、平

成２１年８月、我々の選挙があった年です

けども、台風崩れの豪雨がありまして、鶴

野地域は床下浸水しました。床上まではほ

とんど上がらなかったですが、床下浸水で

大変なことになりました、これは正雀４丁

目もそうですけど。 

 その後に、これはだめだと。やっぱり浸

水対策ちゃんとやらないといけないとい

う議論がありまして、鶴野地域においては、

青少年運動広場のグラウンドの表面にで

きるだけ雨水をためるということで、少し

ブロックを積んだりして、雨水がたまるよ

うにしますと。こういうお返事がありまし

た。その後、ちゃんとした計画がつくられ

まして、鶴野地域には、青少年運動広場の

下に貯水槽を埋める。それから正雀４丁目

には、安威川公民館のところの前の広場に

貯水槽を埋めて、いっとき水をそこに蓄え

て浸水するのを防ぐという計画がありま

したけども、膨大な費用がかかるというこ

とで、計画だけつくられて、実施はされて

いないと、実施のめどは立っていないとい

うのが現状やと思いますけども。 

 安全・安心というのは、平成２８年から

摂津市の重点施策に置かれていますね。来

年も、このあいだ予算説明会があって、資

料をもらいましたが、また、安全・安心だ

と。当然そうですね、ことしは災害が多か

ったし、来年はさらに安全・安心を目指す

と。これは当たり前のことだと思いますが、

しかし、近年でそういうふうに浸水被害が

出て、その改善ができていないということ

については、私、青少年運動広場をこうや

ってさわるんだったら、このときこそ浸水

対策の貯水槽のことも検討に入れるべき

であったのではないかと思うんですけど、

この検討していく段階で、そういった議論

があったのかなかったのか、念頭にあった

のかなかったのかということについて、お

尋ねしたいと思います。 

 次に５番目、せっつ高齢者かがやきプラ

ンについてでございます。 

 最初、本題から外れたような質問で申し

わけなかったんですけども、一応まだ再編

の途上ということで、今後しっかり見守っ

ていきたいと思ってるわけでございます

が、やっぱりより合理的で、より検証のし

やすい、わかりやすい、そういう計画とし

て再編がなされていくことを期待してお

きたいと思います。 

 そしてその中で、この第７期のかがやき

プランについて、先日も答弁がありました

けども、地域包括ケアシステムをこれから

推進していくというわけでございまして、

このかがやきプランに、回を重ねていく中

で２０２５年を目指して取り組んでいく

ことになりますけども、特に私がポイント

やと思てるのは、医療と介護の連携、これ

がどのように進められていくかというの

が重要だと思っているんですけども。今、

本市でこの医療と介護の連携について、ど
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のように進められておられるのかと。いろ

いろ全国的には先行しているモデル市と

してやってるところがありますけども、そ

ういうものも踏まえてどういうモデルを

目指していくのかということも踏まえて

ご答弁をいただきたいと思います。 

 ６番目、地域福祉計画推進のことについ

てでございますが、毎年、地域福祉推進協

議会において検証されているということ

で、順調に推移をしているということだそ

うですけども、一部、災害についての支援

体制の問題とか、あと自治会とか老人クラ

ブの会員が減少しているということにつ

いては、いろいろ意見があるんだというこ

とでございました。 

 特に、地域福祉計画については、私、思

い入れの多いことばかりで申しわけない

んですけど、これまた思い入れがありまし

て、揺りかごから墓場まで地域で守り合い、

暮らす計画ということで、最初できました

ね。これ一番最初の第１期計画のときに、

平成１７年だったと思うんですけど、何回

も何回も質問しました、この地域福祉計画

のことについて。覚えておいていただいて

る方もおいでになるかもわかりませんけ

ども。それで、先ほど６か所で地域の会議

をやるということでしたけども、同じよう

に地域でこういう地域福祉会議をやって

いただきながら住民の声を吸い上げる形

ででき上がってきたのが、この地域福祉計

画であったわけでございます。 

 そういうことで、当時はまだ、余りＮＰ

Ｏもそんなにたくさんなかった。そういう

中に協働という言葉もありませんでした。

それをこの地域で守り合って、支え合って

ということででき上がった福祉計画でご

ざいました。これができ上がった後に、今

度は実施計画が必要なんですという話に

なって、実施計画はどこでつくるんですか

と。これは社会福祉協議会でつくるんです

という話になったんですね。それから２年

おくれで、社会福祉協議会で地域ささえあ

いプランという実施計画も、地域福祉推進

計画ということで、でき上がったわけでご

ざいますが、この行動計画も、実は期間が

切れていまして、次の次期計画をつくらな

いといけないというふうになっていると

思うんですけども、こういうことも踏まえ

て今、次期行動計画はどのようになってい

るのかということについて、ご答弁いただ

きたいと思います。 

 次に、高齢者民間賃貸住宅家賃助成制度

についてです。 

 ひとり暮らしの家庭は、ほとんどこの３

年間では変化がないという中で、少しずつ

支給されてるケースがふえてきてるとい

うことでは、その対象者がふえてきている

んだろうな、高齢化が進んでいるというこ

とにもつながるんかなと思うわけですが。 

 その中で、今１万１，０００円、これは

過去に１万円だったものを１万１，０００

円に引き上げた経緯があります。これは私

も記憶にあるわけですが、そのときにも、

その以前から申し上げておりましたけど

も、こういうひとり暮らしの高齢者に至る

までは、いきなり高齢者になったわけじゃ

なくて、若いときからずっと年を重ねて高

齢者になっていかれるわけですね。そのと

きは配偶者もおった。だから当然、６万円

とかのとこに住みます、それは２人で住ん

でたらね。 

 ところが、ある日、連れ合いがなくなっ

て、そして年金も減って、生活が苦しくな

った。だけど家賃は６万円だから、規定に

ひっかけようと思ったら５万円のとこに

引っ越さないとだめですよね。引っ越すお
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金もないということで、相談を受けた方も

おられました。そして、所得が下がった。

下がったけども、これは８月の所得が確定

するところ以降でないと申請できません

と言われて、半年待たないといけないとか、

そういうこともありました。なかなか困っ

ている人にすぐに届けられない制度でも

あると思うんです。こういうことについて、

まず一つは、今は家賃の上限が５万円にな

ってますけど、この５万円で本当にいいの

かと。もう少し上限額を引き上げる、そろ

そろ考えるべきじゃないのかということ

が一つ。 

 それから、すぐにそういう環境に変化が

あって所得が低くなったら、その所得が確

定する８月まで待たずにこの制度が使え

るようにするべきではないのかというこ

とについて、お考えを、ご答弁お願いした

いと思います。 

 次、８番目、災害時要援護者支援事業で

す。 

 先ほど登録者数と承諾者数の話があり

まして、登録者数１万８，５３７人、８万

５，０００人の人口で１万８，０００人て

すごい数やと思うんですけど、その中の約

７％しか、まだ承諾ができてないという。

これ本当に援護者名簿として活用できる

域に達しているかということ。 

 あとこれは答弁がなかった思いますが、

自治会ごとに自治会長が承諾の判こ、この

名簿を預かるのに、承諾の判こを押さない

と名簿は自治会には渡せませんというふ

うになってると私は聞いているんです。こ

れは森西委員長は自治会長なんでよくご

存じやと思いますけども、その辺で全自治

会にこれが配付されてるわけでもないよ

うに聞いています。 

 これは国の制度でつくりなさいという

ことになってるんやと思いますけども、ち

ょうど６月１８日の大阪北部地震は、それ

が活用できるかどうかという、大変いい機

会であったと思うんですけど、全部の自治

会にはない名簿ですけども、７．２６％し

か載っていない名簿ですけど、その名簿で

でも安否確認がちゃんとできたのか、でき

なかったのかということについて、また、

改善点はあるのかどうかも含めてご答弁

お願いしたいと思います。 

 それから、次は９番目、健康せっつ２１

推進事業に関連して、このまちごと元気！

推進プランの四つのプロジェクトのこと

についてご答弁をいただきました。 

 まず１点目の、市民まるごと「健康マイ

スター」化計画について、３年間で８５０

万回の健康情報を発信するということで

ございまして、これは８万５，０００人に

１００回の情報を流した、掛けて８５０万

ということになってると思うんですけど。

だから、１年間に３３回の情報発信すれば

８５０万回になるということで、５３０万

回を超えました。ということは６２回ぐら

い情報を出したということになるのかな

と、今ちょっと計算したんですけども。ネ

ーミングはそういうことで大変おもしろ

いわけでございますが、市の発信するツー

ルというのは、ホームページ、それから広

報せっつ、広報誌です。それから後は、ご

近所の口コミ、健康教室、出前講座、あと

地域福祉通信、こういうふうに書いてあり

ますね、ここに。 

 それで、できればもう少し工夫を凝らし

て積極的な情報発信ができないものか。特

に若い子育て世代を含むような、そういう

若い世代の市民に周知するには、そういう

ホームページもそうですけど、ツイッター

とかフェイスブックとか、それからＬＩＮ
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Ｅとか、これは情報発信としては今一番よ

く使われてるものでございますが、こうい

うものをうまくつくるとか、後はプロモー

ション用のビデオをつくってＳＮＳにア

ップするとか、また、デザインポスターな

んかもつくってＰＲする。いろいろ戦略を

練ってやることができるんと違うかなと

思うんですけど、そういう広報戦略を駆使

して、情報発信をしていくということにつ

いて、どのようにお考えなのか、お聞きし

たいと思います。 

 それから２点目、せっつムーンウォーク

プロジェクト、月までみんなで歩こうと。

これは非常にわかりやすくておもしろい

発想で、私も随分いろんな人に呼びかけて、

月まで歩こうといって一生懸命言いまし

た。ムーンウオークというのは、マイケル

ジャクソンじゃありませんよと、歩くんで

すということで、受けるんです、これ言う

とね。そんなんで随分いろんな人に呼びか

けてやりました。これは２年目で達成をし

たということでございます。こういうやっ

ぱり楽しくみんなで参加できて、共有でき

るようなのは非常にいいなと思いますの

で、これ後期プランをまた見直し後につく

られるというふうに載ってましたので、つ

くることもぜひ検討に入れていただきた

いと思いますが、評価を含めて、達成でき

たという評価だけじゃなくて、もう少し今

後もこういうことを考えたいとか、そうい

うことも含めて一遍、考えを述べていただ

きたいと思います。 

 それから３点目のライフスタイル“ＣＨ

ＡＮＧＥ”キャンペーンというやつです。 

 これは糖尿病発症と重症化を予防する

という目的で、食生活を改善するというこ

とでございました。これも大変いい取り組

みだと思うんです。評価をしているわけで

すけども、発信の面で、例えば食育推進強

化月間、毎月１９日は、「野菜バリバリ、

朝食モリモリ推進の日」というふうにして

取り組みをするということになっていま

したけど、余り発信されているのを感じな

かったんですね、私は。だから、先の広報

戦略と通ずるところありますけど、もっと

発信をしていくことができたんではない

かと。啓発活動をするべきであったのでは

ないかというのが一つ。 

 それから、減塩週間、これは摂津市独自

で減塩週間を設置するということでした

けども、いつが減塩週間やったんですかね。

ちょっと私もこれもようわからへんかっ

たんやけど、やるんやったらもっと強烈に、

人権週間の方なんかやったら懸垂幕立て

てやってますやんか、あれぐらいの、お金

がないかもしれませんけど、それぐらいの

啓発をやるべきだったのではないかと。せ

っかくいいのをつくって、この取り組みに

ついてはいいと、僕はすごく高く評価して

いるんです。 

 でも、浸透がなかなかできへんかったな

というのをちょっと思うんです。減塩は、

前から僕も言ってますし、減塩はぜひやる

べきやということなんで、こういったこと

について反省を加えていただきたいなと

思います。具体的な取り組みも含めて、具

体的取り組みもちょっとよくわからなか

ったので、具体的な取り組みと発信の弱さ

についてどうだったのか。 

 それから、ちょっと飛躍してるかもわか

りませんが、今、イノベーションパークに

国立健康・栄養研究所というのが来ること

になってますね。これは栄養学の専門とい

うことでございますが、摂津市では、何か

うまいことコラボして、こういうライフス

タイル“ＣＨＡＮＧＥ”キャンペーンとか
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にうまくコラボして、より相乗効果を上げ

られるような事業を展開していくことな

んかはできへんのかなと、前々から言って

るんですけど、そういうお考えもご答弁し

ていただきたいと思います。 

 四つ目、たばこ対策推進プロジェクトで

す。 

 喫煙率を減らすという取り組みで、その

目標の割合が載っていましたけども、もう

一つそれは検証がなかなかよくわからな

い、男性は２０％、女性は５％以下にする

ということですけど。それよりも非常にわ

かりやすいのは、禁煙区域を設けたという

ことです。これは非常にわかりやすい取り

組みやったと思うんです。健康を掲げた禁

煙区域ということで、これは恐らくほかに

は類がないような、ポイ捨てとかそういう

んじゃなくて、健康を掲げてるということ

が類を見ないということで聞いているわ

けですが、最初のスタートダッシュがどう

であったのかというのは、検証しないとい

けないなと思っているんです。 

 吹田市がやったときは、吹田は全市禁煙

にしました。そのときにはもう至るところ

の道路にのぼり旗を、自治会が立てて、旗

だらけになっていました。最初ですよ、ス

タートダッシュ。やっぱりそれぐらいの徹

底周知をする方法をやるべきだったので

はないかと思うんです。その辺の周知、ス

タートダッシュについてどうであったの

かということです。 

 それから、今までいろいろ答弁いただい

ている中では、まず駅前を増設していきま

すということで、次はいろんな駅前を今は

まだなってない正雀駅とか、それから南摂

津駅とか、駅前をこれから検討されるとい

うことでは聞いています。２０２０年のオ

リンピックを目指して、今、飲食店などに

ついては禁煙の、これは随分規制が緩くな

りましたけども、法律が改正されていって

ますけども。そういうことを踏まえて、今

後、摂津市をどういうふうにしていこうと

いうふうに思われてるのか、そこも合わせ

てご答弁いただきたいと思います。 

 それから、１０番目のまちごとフィット

ネスヘルシータウン事業です。 

 参加者がなかなかふえない、減ってきて

るということで、サタデーウオークをやっ

てみたということも答弁でありましたし、

どうしても高齢者が中心になっていらっ

しゃるということです。このヘルシーポイ

ント事業が終わりましたね、平成３０年の

３月で一応終わりました。それ以降、特に

減ったのではないかというふうに言って

る方もいらっしゃいました。次のヘルシー

ポイント事業が、また始まったらふえるん

違うかと、こういうこともあるんだろうと。

多少は連動性があるのだろうというふう

に思うのですが、とにかくこれ、私も推進

していっていい事業やと思うんですよ、ウ

オーキングの取り組みは。だから、しっか

りと定着ができるように、せっかく１０コ

ース目がもう間もなく平成３０年度でで

きるということですし、だから、しっかり

と推進していただきますようお願いして

おきたいと思います。 

 また、ウオーキングリーダーの追加募集

も今されてるというふうにも聞いてます

し、だからどんどん広がりができるように、

これは頑張っていただきたいと思います。

これは要望としておきます。 

 それから、まちごと元気ヘルシーポイン

ト事業です。 

 ３年間でと一応言っておいて、検証を加

えて、１，７７３人の人が景品を引きかえ

に来られたと。そのうちアンケートでは、
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７３％の人が自分が運動に対する行動が

変わった、効果があったというふうに感じ

られてるということでありました。これは

一定評価できるし、また、さらにこれを発

展させるということで、第２期の事業が１

０月から開始されているということであ

りますけど。１回目のとは２回目とは随分

違いがあると思うんです。事業のやり方に

ついてもそうですし、これ株式会社タニタ

に今度委託をしてやるということであり

ますけど、私も早速、登録をしましたけど、

なかなか登録の返事が返ってこないとい

うことで、１０日ほどしたら返ってきまし

たけども、いろいろスムーズに行っていな

いところもあるのではないかと思います

けども。 

 第２期の計画と第１期の計画とを比べ

て、違いはどうなのかと。また、株式会社

タニタに委託をされましたけど、その株式

会社タニタに委託をされた大きな理由。そ

して現状、始まってますけど、そのスター

トについては順調に行ってるのか、もっと

早い人は１か月ぐらいせんと連絡が来な

かったというふうに言ってはりましたけ

ども、その辺も踏まえてご答弁お願いした

いと思います。 

 １２番、斎場の問題です。 

 斎場の使用件数は、８０８件と今おっし

ゃいました。これは恐らく市内で行われた

葬儀の数にほぼ匹敵する、もうちょっと多

いかもしれません、よそでやってはるかも

しれません。大体それが年間の葬儀の数だ

ろうと思います。 

 一方で、葬儀会館は２４５件ということ

で、民間の小っちゃい会館ができました。

私の家の近所にもできました。そういうと

ころでやっぱりされる方ふえてます。 

 ところが、斎場は市内の人が使われるこ

と多いので、開きがあると思うんです。斎

場の場合は、老朽化がやっぱり問題視され

てると思うんです。この老朽化していると

いうことで、斎場の方向性について、現状

どのような議論になっているのかという

ことが一つ。 

 それから、葬儀会館については、第５次

行政改革実施計画のメニューに上がって

ます。平成２９年度に実施した調査結果を

参考に民間譲渡に対する葬儀事業者の需

要の有無等について検討するというふう

にされていますけども、その調査結果とそ

れに基づいた民間業者の譲渡についての

検討、これはどのような方向になってるの

か。 

 それから、駐車場の話が前回の議論のと

きにありましたけども、ちょうど葬儀会館

の後ろには駐車場の用地を取得しました。

その横の通路も合わせて取得をするとい

う条件で購入したんですけど、そこの通路

を設置するのに随分時間かかりました。何

年も時間かかって、それでいよいよ完成し

ましたというときに、譲渡の検討をします

ということで、これはどういうことかと。

施策の方針として、広い土地を購入して、

それを駐車場にしますねんという話で、一

方で、会館は譲渡の検討をしますというこ

とは、ちょっと矛盾しているじゃないです

かという話です。そういうことも踏まえて

ご答弁お願いしたいと思います。 

 それから最後です。ごみ処理広域化の話

です。 

 広域化の話は、今、茨木市と一応合意に

達したということでございましたけども、

合意をした中には、いつが目標という、あ

る程度スケジュール的なことはあると思

います。それまでには摂津市としてもこう

いう課題があります。こういうふうに段取
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りできますというふうな、大まかなスケジ

ュール感もあると思うんですけども、これ

も答弁できる範囲で結構です。相手もある

ことですから余り言って刺激するのもだ

めなので、答弁できる範囲で、何年ぐらい

を目標に、どういうふうな形で進めていく

のかということについて、ご答弁お願いし

たいと思います。 

 以上です。 

○森西正委員長 それでは答弁を求めま

す。 

 丹羽課長。 

○丹羽自治振興課長 それでは、自治振興

課にかかわります市民ルームフォルテに

関するご質問にご答弁させていただきま

す。 

 まず１点目、コミュニティプラザと市民

ルームフォルテのほうの差別化というか

違いということだったかと思います。一番

の違いと申しますとフォルテのほうのア

ドバンテージとして考えるなら、物品の販

売等ができるということでございます。こ

れはコミュニティプラザ、コミュニティセ

ンターでは、今できないことでございます。

このような違いの部分を一つアドバンテ

ージとして捉まえて稼働率のアップにつ

なげていけたらというふうに考えており

ます。 

 また、さきほど委員のほうからもござい

ましたけど、先般、９月の議会で、摂津市

立市民ルーム条例の一部改正案を提案さ

せていただきまして、ご可決いただいたと

ころでございますが、大きな改正点といた

しましては、利用者が負担する利用料金を

指定管理者の収入とするということが大

きな変更点でございます。 

 また、現行の使用料を利用料金の上限額

とし、指定管理者の提案により、市と協議

の上、告示を経て変更ができるものとして

おります。 

 指定管理者が施設運営に関与できる範

囲を大きくしますことにより、施設運営に

対するインセンティブが働きやすくなる

ことから、結果として利用者への市民サー

ビスが向上し、稼働率の向上に結びつけた

いというふうに考えております。 

 また、これも先般の質疑の中でもご答弁

させていただきましたが、フォルテの市民

ルームの一部には、サービスコーナーの跡

地が、まだそのまま残っております。この

部分につきましても自治振興課のほうか

ら活用についてご提案して、政策推進課の

方で認めていただければ、活用して稼働率

のアップにつなげてまいりたいというふ

うに考えている次第でございます。 

 以上でございます。 

○森西正委員長 飯野課長。 

○飯野環境政策課長 質問番号２番、し尿

処理に関するご質問にお答えいたします。 

 委員からご指摘いただきましたとおり、

し尿くみ取り及び浄化槽世帯につきまし

ては、順調に減少しており、処理量も他市

町での処理を開始した平成２５年度と平

成２９年度を比較いたしますと、約２割減

少しております。し尿処理につきましては、

現在、処理をお願いしております豊能町と

平成３４年度まで本市のし尿を受け入れ

ていただく覚書を締結しております。その

ため現時点では、茨木市へ処理を依頼する

ことは検討しておりません。 

 以上でございます。 

○森西正委員長 妹尾課長。 

○妹尾文化スポーツ課長 それでは、文化

スポーツ課に係ります２回目のご質問に

お答えいたします。 

 まず、第２期摂津市文化振興計画の進行
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管理を今後どのように行っていくかとい

うことでございました。第１期計画に引き

続きまして、計画の推進担当課で構成され

ました庁内の推進委員会で具体的な取り

組みについての実施状況につきまして、毎

年、評価・報告をいたします。この報告を

受けて、審議会で内容を評価していただい

て、課題検討も行っていただくというふう

に考えております。 

 また、そういう評価と課題検討を行う中

で、今後、必要に応じまして計画の見直し

を行うということも可能ということでし

ておりますので、審議会の中でそういった

ことをお話し合いをしていっていただく

ということを考えております。 

 次に、青少年運動広場の貯水槽を設置す

るという計画について、改修を行うところ

の検討課題に挙がっていたかというご質

問でございました。現在、青少年運動広場

では、平成２７年度に雨水升を設置してお

りまして、その後、青少年運動広場での雨

水が近隣のほうに流入するというような

現象は、一旦解消されているかなという状

況でございますので、先ほど委員がおっし

ゃったように貯水槽を設置するというと

かなりの額がかかってくるというような

こともあるかと思いますが、そうした課題

については、特に関係課と話をする中でも

課題ということで挙がってきているとい

う状況ではございませんでした。 

 以上でございます。 

○森西正委員長 川口部参事。 

○川口保健福祉部参事 それでは、５番目、

本市の医療と介護の連携についてのご質

問にお答えさせていただきます。 

 在宅で医療と介護を必要とされる高齢

者に切れ目なく、また、一体的に医療と介

護を提供できるよう、市といたしまして在

宅医療介護連携推進事業に取り組んでお

ります。現在、医療と介護の連携について

課題や問題解決等、意見を交換する企画会

議の開催や、他職種間の顔が見える関係を

築くために年に１回ではありますが、他職

種が一堂に会する他職種連携研修会を実

施しております。 

 本年度からでございますが、医療と介護

の連携についての相談窓口、これを医師会

に委託をいたしまして、連携支援コーディ

ネーターを配置していただいております。

市内の介護事業所や医療機関からの相談

を聞くことで、連携のための共通の課題な

どを抽出し、解決方法等を共有することが

できるかと考えております。 

 また、他市において支援に必要な情報が

タイムリーに共有できるように、システム

の構築を図っておられるといったことも

耳にしております。他市の状況等も参考に

しながら、今後、連携の強化を図ってまい

りたいと考えております。 

 以上です。 

○森西正委員長 有場課長。 

○有場保健福祉課長 それでは、保健福祉

課にかかわります２回目のご質問にお答

えいたします。 

 まず、質問番号６番、社会福祉協議会の

地域ささえあいプランに関してのご質問

かと思います。 

 社会福祉協議会の地域ささえあいプラ

ンにつきましては、地域で一番身近な社会

福祉協議会の、地域にアプローチするため

の実施計画となっております。これにつき

ましては、平成１９年度からおおむねとい

うことで、１０年間をめどとした計画にな

っております。 

 平成１９年からですので、確かに委員が

おっしゃるように平成２９年度になるわ
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けでございますが、本市の地域福祉計画に

つきましては、計画として、あと残り２年

というとこまで迫っておりますので、地域

ささえあいプランにつきましては、地域福

祉計画と歩調を合わせて見直しを行うと

いうことで社会福祉協議会と検討を続け

ているところでございます。 

 続きまして、質問番号８番、災害時要援

護者支援事業についてでございます。 

 まず、大阪北部地震における本市の安否

確認の状況でございますが、発災直後は、

安否確認は災害時要援護者台帳は使用せ

ずに民生児童委員協議会へひとり暮らし

高齢者名簿で実施していただくよう依頼

をしております。 

 また、要介護者、障害者の方などは、各

事業所において安否確認が実施されてい

る状況でございます。 

 一部の自治会では、災害時要援護者台帳

により安否確認を行った旨のご報告もい

ただいております。 

 加えまして、発災後、日数は経過してお

るんですけども、災害時要援護者台帳の同

意要援護者のうち、民生委員や事業所等で

安否確認ができていないと思われる方に

対して、社会福祉協議会のＣＳＷなどが個

別に訪問をさせていただいているところ

でございます。 

 大阪北部地震での災害時要援護者台帳、

通常は避難行動要支援者名簿と申します

が、これにつきましては、発災後、早い段

階で新聞報道などもされ、被災市町におい

ても台帳活用の有無や対応方法等に違い

が出てきているなど、課題がクローズアッ

プされてる状況でございます。 

 委員がおっしゃるように本市の災害時

要援護者台帳につきましては、１万８，０

００人を超えてるという状況にございま

す。このことにつきましては、他自治体と

比較しまして台帳登録者数がかなり多い

状況にございます。これにつきましては、

安否確認の実効性等について課題がある

のではということで、庁内でも認識してい

るところでございます。 

 今後につきましては、このような反省か

ら、再度、国の指針、あるいは他市の状況

等を参考に、名簿登録にかかわる要件の見

直し、あるいは活用の場の拡大など検討を

進め、早急に改善に努めてまいりたいと考

えております。自治会ごとの現状の名簿の

提供の方法なんですけども、やはり一定、

個人情報を取り扱いますので、活用してい

ただく自治会には、個別に覚書の締結をさ

せていただいておりますので、それについ

て一定合意を求めているという状況でご

ざいます。今後、早急にこの名簿について

は見直しを行って、実効性のあるものにし

ていきたいと考えていますので、その活用

等も合わせて検討していきたいと考えて

おります。 

 続きまして、質問番号の９番、健康せっ

つ２１推進事業に係ります四つの重点プ

ロジェクトについてのご質問でございま

す。 

 まず、市民まるごと「健康マイスター」

化計画につきましては、情報発信数をふや

していこうという取り組みでございまし

て、委員がおっしゃいますようにＰＲ方法

等どうであったかというところで、まだま

だ改善の余地があるものと認識しており

ます。それにつきましては、改善の一例と

しまして、昨年１１月に市民健康まつりが

実施されましたが、来場者に対しまして各

種イベントのご案内、あるいは健康情報に

関するチラシを透明の袋に入れてパッケ

ージ化しまして、持って帰っていただく、
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取ってもらうのではなくて持って帰って

いただくというような取り組みをさせて

いただいております。以降、各種イベント

等において、ほかのイベントの取り組みの

ご紹介等に努めているところでございま

す。 

 また、保健福祉部内でも情報発信の強化

に関して協議を重ねておりまして、各課に

おきまして、ほかの課の取り組みをご紹介

するなど、情報発信の機会を逃さないよう

に努めているところでございます。 

 この市民まるごと「健康マイスター」化

計画につきましては、目標数が８５０万回

ということで、現状そこまでは至ってはな

いんですけども、平成２８年度から平成２

９年度にかけて比較しますと、回数自体は

ふえていってるというような状況でござ

います。 

 委員のご提案いただいた話題性のある

ＰＲ方法というところでは現状、具体的な

方向性等は、まだ決めておりませんが、情

報発信のやり方について改善の余地があ

るということは十分認識しておりますの

で、今後も効果的な情報発信の研究等に努

めてまいりたいと考えております。 

 ２点目、せっつムーンウォークプロジェ

クトにつきましては、平成２９年度達成し

たことから平成３０年度は実施しており

ませんが、話題性のある取り組みであった

ということは認識しておりまして、今後新

たに取り組む健康マイレージ事業の中で、

イベントの開催等も計画しておりますの

で、今後も引き続きウオーキングに親しん

でもらえるような取り組みに努めてまい

りたいと考えております。 

 ライフスタイル“ＣＨＡＮＧＥ”キャン

ペーンにつきましては、ＰＲの方法がどう

であったかということでございますが、こ

ちらも市民まるごと「健康マイスター」化

計画と同様やはりＰＲ方法の改善が必要

であろうかと考えております。こういった

ことも同時に取り組んでまいりたいと考

えております。 

 減塩週間に関しましては、毎月１７日が

減塩の日ということでございまして、食育

の日が毎月１９日なんですけども、こちら

の中でＰＲに努めている状況でございま

す。 

 国立健康・栄養研究所との連携でござい

ますが、同研究所につきましては、運動と

食事に関する我が国唯一の研究機関でご

ざいまして、同研究所は本市域の健都イノ

ベーションパークに移転することが決定

しております。同研究所は、これまでもほ

かの都市と介護予防の取り組みであった

りとか、腸内フローラの取り組みなどを行

っている実績もありまして、本市におきま

してもこうした研究所の特性を生かして

健康に関する取り組みについて連携でき

るよう進めてまいりたいと考えておりま

す。 

 続きまして、たばこ対策につきましては、

本年７月の健康増進法の改正、また、来年

２月には、大阪府の条例制定に関する取り

組みなどもございまして、今後、オリンピ

ックの開催までに受動喫煙に関する規制

や取り組みが強化されることとなります。

本市におきましても情報の早期把握に努

め、受動喫煙の防止対策に努めてまいりた

いと考えております。 

 また、路上喫煙禁止地区の展開について

でございますが、来年は７月に健都へ国立

循環器医療センターが移転するというこ

ともございまして、本市におきましては、

健康機運の高まりも期待されているとこ

ろでございますので、早期に新たな地区指
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定について計画してまいりたいと考えて

おります。 

 路上喫煙禁止地区を指定するに当たり、

スタートダッシュが弱かったというとこ

ろでございますが、確かに反省すべき点も

多々あるかと思います。啓発看板であった

りとか、路面上にシールを添付するなどの

取り組みはさせていただいておりますが、

まだまだ周知が不足しているという状況

にございます。 

 多くの市民の方は、知っていただければ

ほとんどはたばこのポイ捨て、たばこを吸

うこと自体やめていただけるということ

もわかっておりますので、引き続きＰＲ周

知に努めてまいりたいと考えております。 

 続きまして、質問番号１１番、まちごと

元気ヘルシーポイント事業についてでご

ざいます。 

 今年度１０月から新たな事業として、リ

ニューアルして事業を展開しております。

新たな事業につきましては、専用の活動量

計、またはスマートフォンのアプリをイン

ストールしていただいて、機器でカウント

した歩数に応じて、一定のポイントをため

ると景品が当たり抽せんに参加できると

いう仕組みになっております。 

 また、従来どおり健康診断やがん検診、

健康づくりのイベントに参加することで

もポイントを得ることが可能でございま

す。仕組みとしては、基本的に手続などで

窓口に来なくても参加できるという仕掛

けにしておりまして、いわゆる現役世代の

参加というところに期待しているところ

でございます。 

 事業者選定におきましては、庁内でプロ

ポーザルの審査委員会を設置しまして、選

定作業を進めてまいりました。事業応募が

４社ございまして、最終的に同事業者に決

定したものでございます。決定の理由とし

ましては、他自治体での事業実績、事業者

の健康関連事業に関する実績やノウハウ

などが豊富であるということが主な理由

でございます。 

 この事業に関して、現状でございますが、

今年度２，０００人の参加ということで目

標を掲げておりますが、現時点では、まだ

５００人にも達していないという状況で

ございます。 

 申し込みから応答があるまでかなり時

間が経過しているというご指摘もござい

ます。この間、防災対応などもございまし

て、なかなか詳細について仕様書を詰める

というところで、事業者とうまくいかなか

ったというところもございます。ここまで

いろんな問題、課題が出てきておりますが、

随時それを解決して、今年度中には２，０

００人に何とか達するように努めてまい

りたいと考えております。 

 以上でございます。 

○森西正委員長 荒井課長。 

○荒井高齢介護課長 質問番号７番、高齢

者民間賃貸住宅家賃助成費についてのご

質問にお答えいたします。 

 まず、家賃の上限額５万円につきまして

は、国が実施しております住宅・土地統計

調査に基づいて設定しております。直近、

平成２５年の調査で、摂津市の６５歳以上

の方の１か月当たりの家賃の平均は、４万

９，８０４円となっております。 

 この調査は、５年ごとでございますので、

上限額を設定するに当たっては、動向を注

視してまいりたいと考えております。 

 次に、収入が減って、新規申請する方の

申請時期についてでございますが、やはり

助成に当たっては、収入を確認する明確な

資料が必要であり、公的な証明である住民
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税決定通知書を用いるのが妥当と考えて

おります。住まいについては、高齢者にと

って重要な問題であると認識はしており

ますけれども、申請の時期については現行

どおりとしてまいりたいと考えておりま

す。 

○森西正委員長 川本課長。 

○川本市民課長 それでは、質問番号１２

番ですけれども、まず、斎場の老朽化につ

いて、どのような議論があるのかというお

問いでございます。 

 斎場につきましては、現在、竣工から３

９年が経過しておりますが、平成２２年度

から平成２３年度にかけましては、施設の

耐震補強工事と火葬炉の全面更新工事を

行っております。 

 したがいまして、一部設備等の老朽化は

見られますけれども、施設の根幹となる部

分につきましては、一定の課題はクリアで

きているというふうに思っておりますの

で、当面は大きな問題はないだろうという

ふうに考えております。 

 続きまして、葬儀会館の第５次行政改革

の実施計画にあります平成２９年度に実

施した調査結果ということでございます。 

 メモリアルホールにつきましては、現在、

第５次行政改革の項目に挙げていますと

おり、民営化も視野に入れまして、施設の

あり方を検討しているところでございま

す。 

 平成２９年度におきましては、他の公立

葬儀場の実情や課題等についても把握し

て、メモリアルホールの今後のあり方の参

考とすべく、大阪府下の全ての市町村に対

しまして、書面で公立葬儀場の管理運営に

関する調査を実施したところでございま

す。 

 調査の内容につきましては、公立葬儀場

の保有の有無を初め、建築時期や建築面積、

式場数などの施設概要、直営や指定管理な

どの管理運営方式、それから職員数、設備

でありますとか、備品、駐車場、使用料、

収支の状況、大規模修繕の実施状況など、

あらゆる項目にわたりましてお伺いして

おります。また、公立葬儀場の今後の方向

性についてもお伺いしております。 

 調査の結果につきましては、大阪府下４

３市町村のうち、公立葬儀場を保有してい

るのが１４市町、自治体の約３割でござい

ました。調査結果の内容から、公立葬儀場

を保有しているどの自治体も同じような

課題や問題は抱えていますものの、具体的

に民営化とか民間譲渡を検討していると

いう自治体は、今のところどこもございま

せんでした。 

 これを踏まえて、民間葬儀事業者の需要

の有無について検証ということでござい

ますけれども、これは平成３０年度で予定

しておりまして、今のところはまだ実施し

ていない状況でございます。 

 それから、南側駐車場ですけれども、用

地取得と民間譲渡が矛盾しているのでは

ないかというお問いでございますけれど

も、先日も申し上げましたとおり、南側駐

車場につきましては、大型葬儀が入った際、

駐車場の不足がございましたことから、こ

れを解消するために駐車用地として土地

を確保したものでございます。これにつき

ましては、まだ今、メモリアルホールのあ

り方を検討中ではございますけれども、仮

に民間譲渡となった場合でも、立体駐車場

だけでは足りずに、駐車場は必要だという

ふうには考えておりますので、ご理解いた

だきますようお願いいたします。 

 以上でございます。 

○森西正委員長 鈴木部参事。 
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○鈴木環境部参事 質問番号１４番、今後

の広域ごみ処理のスケジュール感につい

てということで、ご答弁申し上げます。 

 広域処理の大きな柱であります施設整

備や維持管理費の負担についてはめどが

立ちましたが、ごみ処理の搬入路の設置や

事務処理などの課題も多くあり、現在協議

を進めているところでございます。 

 今後の全体的なスケジュール感といた

しましては、できれば年度内に基本合意書

を締結し、平成３３年度に議会の承認をい

ただき、地方自治法に基づく連携協約を締

結し、茨木市の長寿命化工事の終了した平

成３５年度以降に、広域化の処理を開始し

たいと考えているところでございます。 

 以上でございます。 

○森西正委員長 そうしたら３回目の質

問です。  

藤浦委員。 

○藤浦雅彦委員 答弁どうもありがとう

ございました。３回目、多くは要望とした

いと思いますが、お願いいたします。 

 まず、市民ルームフォルテの問題でござ

いますけれども、指定管理者のほうがいろ

いろ努力をしていただいて、利用率も上げ

る努力もしていただくというふうなこと

になるというようでございますが、とにか

く場所もいい場所にありますし、もっと考

えれば利用していただける施設だと思う

んですね。私もたまに借りることがありま

すが、やはり高いです。 

 だからやはり、フォルテじゃなくてコミ

ュニティプラザになるんですが、値段とい

うのはやはり大きく影響すると思います。

だからたくさん使ってもらって、少し値段

を安くしたほうが、より効率的に回ること

もあると思うので、その辺はとにかく柔軟

に考えていただきながら、またＰＲもしっ

かりしていただきながら、とにかく利用率

が上がるように、もったいないことになら

ないように、それから市民サービスコーナ

ーの跡地もいろいろ一緒に活用を今後考

えていくということでございますので、こ

れはしっかり見守っていきたいと思いま

すから、しっかり頑張っていただきますよ

うにお願いをしておきます。要望とします。 

 それから２番目のし尿処理の問題でご

ざいます。平成３４年までは契約があるん

だということでございます。まだ今から４

年間ありますから、４年するとさらにあと

２割ぐらい減少するかもわかりません。 

 その時点では、やはり平成３５年から焼

却のほうはスタートということでござい

ましたけれども、うまくその焼却のほうが

話がきちっとついて、もうスタートするだ

けということになっているんだったら、こ

ういうし尿の話もまたテーブルに乗せて

いただいて、やはりこれも費用削減の取り

組みになると思いますので、ぜひ検討して

いただけますように要望しておきたいと

思います。 

 それから、３番目の第２期の摂津市の文

化振興計画のことです。進行管理について、

毎年やるということでございますので、こ

れはしっかり取り組んでいただきますよ

うに、第１期計画の轍を踏まないように、

大体計画が終わるころになったら検証を

始めるというパターンが多かったんです

けれども、そうならないようにしっかりと。

いい計画だと思います、これは評価してい

ますので、ぜひ推進していただきたいと思

いますのでよろしくお願いをいたします。

要望としておきます。 

 それで４番目の青少年運動広場の話で

すね。議論の中では貯水槽の話はなかった

ということです。確かに多額の費用がかか
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ります。 

 何十億とたしかあったと思うんですね、

先ほどから何回も言っていますけれども、

摂津市は安全・安心、特に災害がことし多

かったし、洪水についても安全・安心を考

えていかないといけないということにお

いては、忘れてはいけないことだとは思う

んですね。 

 だからそのことも決して風化させずに、

どこかでは改善をして本当に浸水しない

まちをつくらないといけないと私は思い

ますので、お金がかかったとしてもいつか

はやらないといけないと、こういうふうに

思いますので、このことは言っておきたい

と思います。 

 そのことについて副市長から一言、安

全・安心ということについてどのようにお

考えなのか、見解を述べていただきたいと

思います。 

 それから、せっつ高齢者かがやきプラン

のことについてでございます。先ほどから

在宅医療とか連携事業とか、いろいろおっ

しゃっていただきました。これは介護保険

の特別会計の話になりますので余り詳し

くは触れませんが、いろいろやっていただ

いているということでございますでの、こ

れはしっかりとお願いしたいと思います。 

 それから先ほどシステムの構築につい

ても、他市の事例がありますということで

ございましたが、これは豊中市に私、勉強

しに行ってきましたけれども、豊中市はＩ

ＣＴを利用した医療・介護のコミュニケー

ションツールというのがあって、これは名

前を虹ねっとｃｏｍというそうでござい

ますが、こういうものを構築されています。 

 これは国からのモデル事業で補助金を

もらってやってらっしゃるんですけれど

も、在宅医療を外来・入院に次ぐ第三の医

療と位置づけて、これは医師会が積極的に

進められたということでございましたが、

歯科医師会、それから薬剤師会、それから

訪問介護ステーション連絡会、地域包括支

援センター連絡会、また病院連絡協議会、

それから市立豊中病院、豊中市、豊中保健

所といったところで連携をして、構築をさ

れています。 

 患者に対しまして情報を共有すること

によって、在宅で安心して医療・介護の提

供が受けられるように、オール豊中で取り

組むシステムだということでございます。 

 これは一つの例でございますけれども、

ほかにもたくさんそういう先進事例もあ

ると思います。よくよく研究していただい

て、よりよいシステムの構築をお願いし、

これは要望といたします。そして一日も早

い、よりよい地域包括ケアシステムの構築

を行っていただけますよう、お願いします。

要望です。 

 ６番目、地域福祉計画のことについてで

ございますが、地域ささえあいプランがお

おむね１０年ということだから、まだまだ

有効期限があるんですよという話でござ

いましたけれども、平成３２年がちょうど

今の地域福祉計画の改定時期になってい

るということなので、それに合わせてつく

りますということでございます。それから

おくれてだろうね、大体。こちらが先にで

きて、それから１年か２年してからまたつ

くられるということになると思いますけ

れども、しっかりとこれも、地域福祉の向

上を目指して、思い入れは私、強いですか

ら、これまた質問しますから、ぜひよろし

くお願いしておきます。要望とします。 

 次に７番目、高齢者民間賃貸住宅家賃助

成費の補助助成金でございますが、平成２

５年度に調べられた家賃が平均４万９，８
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０４円ということで、５年ごとだったら今

後また平成３０年に調査されるんだろう

と思いますから、余り多くないケースかも

しれませんけれども、私も過去にはそうい

った、５万円を超えているからできないん

だというふうな相談を受けました。 

 そのときは、これは余り言ってはいけな

いんですけれども、大家に頼んで、そして

まけてくださいとお願いする場合もあり

ます。そういう努力をして、とにかく生活

は困っていますから、努力はするんですけ

れども。 

 だからよく状況を踏まえながら、これ平

成３０年度の結果によったら、やはり上げ

てもらうことも考えてもらわないといけ

ないというふうに思います。要望しておき

たいと思います。 

 それから受け入れる年度、住民税が確定

するまでできないと、長いときは半年以上

待たないとできませんというケースなん

かがありました。介護保険だって介護保険

の認定期間に暫定で利用サービスができ

るとかあるじゃないですか。だから何か工

夫したらできると思うんですよね。暫定で、

もし住民税が超えたらちょっと返還が生

じるかもしれないということもありで、す

ることもできるのではないかと思います。

これは一度考えていただきたい。要望とし

ておきますので、お願いいたします。 

 災害時要援護者の名簿の話でございま

す。先ほど人数も１万８，５３７人、これ

は多過ぎるかもしれないので見直しもや

りますということでございましたし、いろ

いろ問題点をこれからまた検討していた

だくということでございますので、ぜひ、

実効性がないとだめなんですよ、実効性が

ないと何ぼつくったって。ちゃんと利用で

きるものにしていただきたいと思います。 

 それでまた豊中市の話をして申しわけ

ないんですけれども、これは新聞に載って

いました。豊中市の取り組みですけれども、

豊中市では阪神淡路大震災を教訓に、２０

０２年から市独自の事業として名簿を作

成、社会福祉協議会や民生委員らと協議し

合い、要支援者の安否確認訓練や日常的な

見守り活動を行ってきた。今回、今回とい

うのは大阪北部地震ですね、発災直後に従

来から整備してきた名簿と、国の改正法に

基づいて新たに作成した名簿を併用して、

約１万３，０００人に上る要支援者の無事

をわずか４時間で確認し終えた。社会福祉

協議会の勝部氏、これ有名な人ですね、Ｃ

ＳＷのドラマのモデルになった人ですね、

勝部福祉推進室長は、顔の見える関係を築

いてきたからこそ、要支援者を心配し走り

回れた、とコメントをされた。 

 新聞ですからね、１００％信用というこ

とでは、少し盛りが入っていると思います

けれども、しかしいざというときに役に立

たなかったらこれは意味がないわけでご

ざいまして、それで数も豊中市３５万人ぐ

らいいると思うんですけれども、１万３，

０００人というと、うちは８万５，０００

人で１万８，０００人、うちのほうが要援

護者が多いので、豊中市は豊中市でどうい

う援護者にカウントしているのかちょっ

とわからないですけれども、とにかく発災

直後にこのように、実用的でちゃんとする

ということがやはり、それが要援護者名簿

の使命だと思いますのでね、そこをしっか

りと目指していただいて、再構築を要望し

ておきたいと思いますので、これ要望とし

ます。 

 それから、健康せっつ２１推進事業です

ね。今、一つ一つ、四つのプロジェクトに

ついて述べていただきました。特に次期プ
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ランについては大変期待をしておきたい

と思います。 

 それでこの推進プランというのは、非常

に健康のことをいろんな面から網羅して

つくってあると評価しているわけですね。

これは平井理事が来られて、命を注がれて

多分つくっていただいた計画だろうとい

うふうに私は思っているんです。だから、

ぜひ最後に、平井理事の健康にかける心意

気、決意を最後述べていただきたいと思い

ます。よろしくお願いします。 

 それから、まちごと元気ヘルシーポイン

ト事業ですね。目標２，０００人を目指し

てしっかり取り組んでいくということで

ございますので、これも周知をしっかりや

らないと、なかなか若い世代には届きませ

んよ。高齢者には結構チラシとかで届きま

すけれども、若い世代にやはりＰＲしてい

くこともしっかり考えていただいて、本当

は先ほど言いましたけれども、フェイスブ

ックとかツイッターとかで飛んでいくん

ですね、勝手に。私も時々見ますけれども、

飛んでくるんですよ、向こうから、情報が。

それで要らんやつはもう見ないというこ

とになるんですけれども、そういうものも

ぜひとも、市全体でやらなくても健康のた

めのもの、そういうツールをつくってやっ

ていただくのも一つの方法だと思います

ので、頑張ってください。応援しています。

要望ですね、これも。 

 それから、斎場と葬儀会館の話ですね。

葬儀会館もこれ、だんだん減っていますよ

ね、利用数が。２４５件というふうになっ

ていますけれども、早くはもっとたくさん

利用されていたと思うんですけれども、本

当に減ってきているなということで、これ

日を誤ると民間譲渡も難しいんと違うか

なと思ったりもします。民間譲渡がいいか

どうかもきっちり判断してもらわないと

だめですよ、そういうしっかりとした検証

をしていただきながら、時もやはり大事だ

と思います。 

 それから、駐車場は引っかかりますよ、

やはり。譲渡するんですか、駐車場、買っ

た施設を。そういうことも整理しないとだ

めですしね、それから借りている駐車場も

ありますね。これは余りこれ以上言いませ

んけれども、しっかり考え方をまとめてい

ただいて、整理していただいて、私たちが

とにかく納得できるような方向性を出し

てくださいますようにお願いしておきた

いと思います。 

 それで１３番目、２回目の質問で忘れま

したけれども、ごみ現状に対して食品ロス

の取り組みについて、いろいろやっていた

だいてありがとうございます。一般質問も

させていただいたり、何かこだわっていま

して、私も、この食品ロスですね。ごみ減

量なんですね。けれども食品ロスはさらに

ちょっと付加価値を入れて、日本はたくさ

ん食べ物を食べれるのを捨てていると、そ

れを改善するべきだということがあって、

随分こだわっているんですけれども。万博、

今誘致していますよね。それでＳＤＧｓっ

ていうのはご存じですか、皆さん。あ、知

りませんね、ＳＤＧｓ、持続可能な開発目

標って、国連がつくっている計画があるん

ですよ、国連で採択されて。それは各国が

やらないといけない。それで当然、オリン

ピックもこのＳＤＧｓを目指してやらな

いといけないというのがあって、食品ロス

も一つその中に入っているんです。 

 そういう意味で、この取り組みは国連で

も推奨されている、大変大事な取り組みで

ございますので、食品ロスは今、日本でも

いろいろ取り組みをされていますけれど
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も、せんだってフードバンクというのがあ

りますね、ふーどばんくＯＳＡＫＡとかあ

って、そこと摂津市と社会福祉協議会が協

定を結んで、貧困の家庭に対してそのフー

ドバンクの食材を利用させてもらって、届

けたりするという、そういう提携をされま

した。 

 この前社会福祉協議会に聞いて、これを

うまいこと利用して何かやりましたかと

言ったら、いや、１件もありませんって言

ってはりましたけれども、摂津市どうです

か、何か提携しただけで置いたおられるの

か、これ、ここの所管ですね。それともふ

ーどばんくＯＳＡＫＡがもう一つ遠い、堺

にあって遠いんです。私らも行きました、

一回見学に。遠いですわ。だからなかなか

そこまで職員、取りにいけませんわってい

うのが本当の話かもしれませんけれども、

そういう平成２９年度の実績でどうだっ

たかということと、それから、これまた豊

中市の話をします。私、豊中市、別に好き

なわけじゃないんだけれども、いろいろ取

り組みをされているので。 

 豊中市の社会福祉協議会が、フードドラ

イブっていって、いろんな環境フェスティ

バルとかそういうときに、フードドライブ

ってされるんですよ。ご存じですか、フー

ドドライブっていって、まだ食べられるも

のを持ち寄ってもらうんです、家にあるも

のを。それでバザーじゃないんですよ、持

ち寄ってもらったものを、社会福祉協議会

に預ける。それで社会福祉協議会が子ども

食堂にそれを食材として渡している。 

 子ども食堂は、そういう貧困対策の一部

になっていますから、子どもたちの貧困対

策ということにもなっているので、それで

たくさんありますからね、豊中市は１１個

あるんですよ、子ども食堂が。摂津市は四

つ今あります。 

 それでなかなかそこまではいけないか

もしれませんけれども、そんな先進的な取

り組みは、これも一石何鳥ですよね、食品

ロスの取り組みでもあるし、貧困対策の取

り組みでもあるしということで、豊中市で

はそういう取り組みもされています。 

 それで本市でもできないことはないと

思うわけですね。そういうことも踏まえて、

食品ロスという観点からいろいろ、環境フ

ェスティバルって今言いましたけれども、

僕は環境フェスティバルの中でそういう

フードドライブというのをやって、生かす

こともできるだろうなと思うんですけれ

ども、そういうことも踏まえて、総括的に

どのように考えられるのか、ご答弁をお願

いします。 

 それと最後に、ごみ処理広域化の茨木市

との合意の問題ですね。平成３５年度実施

目指してやっていただくということでご

ざいますので、これはしっかりと頑張って、

スケジュールどおりやっていただきます

ように、要望いたします。 

 以上で３回目です。 

○森西正委員長 まずそうしたら、フード

バンク、フードドライブの件、２回目の質

問で飛ばしていましたので、先にそちらの

ほうからまず答弁をお願いします。 

 山下課長。 

○山下生活支援課長 それでは、食品ロス

に関連いたしましたご質問、ふーどばんく

ＯＳＡＫＡとの連携状況につきまして、ご

答弁申し上げます。 

 本市におきましては、生活困窮者自立支

援制度におけますフードバンクを活用し

た支援事業を実施しているところでござ

います。特定非営利活動法人ふーどばんく

ＯＳＡＫＡと、平成２８年８月に提携を締
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結いたしまして、緊急性の高い困窮者に対

して食糧支援を行っておりますが、平成２

９年度の利用実績については６件でござ

います。 

 以上です。 

○森西正委員長 平井理事。 

○平井保健福祉部理事 それでは健康づ

くりに関する私の決意ということでござ

いますが、まず保健福祉総合ビジョン２０

１６でございますが、こちらにつきまして

は私の前任の者が、それこそ不断の決意を

もって作成されました。私につきましては、

このビジョンの中身を進行していくとい

う立場でございますが、その思いにつきま

しては前任と全く同じで進めてまいって

いるところでございます。 

 ところで、健康づくりに関しましては、

まさに待ったなしの状況というふうに認

識しております。一刻も早いこうした取り

組みが、将来の財政負担でありますとか、

人口減少社会の課題解決にもつながるも

のというふうに考えております。 

 本市では、幸いにも健都のまちづくりと

いう大きなチャンスがございます。これに

つきましては望んでもなかなかできない

ような取り組みでございまして、本市にと

ってはそれこそビッグチャンスというふ

うに、私自身考えているところでございま

す。 

 こうした関係者の皆様からの、いろんな

教えと取り組みを通じまして、本市が健康

づくりのまさにトップランナーとなれる

ように、取り組みを進めていきたいという

ふうに考えておりますので、皆様どうぞご

支援のほど、よろしくお願いいたします。 

 ありがとうございます。 

○森西正委員長 青少年運動広場につい

て副市長、安全・安心ということで。 

副市長。 

○奥村副市長 それでは、安全・安心のま

ちづくりについて、私のほうからご答弁申

し上げます。 

 ことし非常に災害が多い年でございま

した。６月には大阪北部地震、それから広

い地域での西日本での集中豪雨、それから

９月に入りますと台風の相次ぐ上陸、それ

から北海道の胆振東部地震ですね、こうい

うことで非常に災害の多い年でございま

した。 

 改めて、安全・安心の必要性を感じたと

ころでございます。庁内的にはそれぞれの

経験を生かしながら、今回の台風、それか

ら地震も含めまして、いろいろ問題点、課

題点もあったであろうということで、今後

こういう経験をどのように生かしていく

のか、現在、庁内的に検討しております。 

 よく災害におきましては、自助、共助、

それから公助というふうに言われますが、

ややもするとこれはお題目に我々終わっ

ていたのではないかなというふうに思っ

ております。本当に具体的に自助、共助、

公助、これを市民の方にどういうことを協

力してもらう、あるいは地域の方にどうい

うことを協力してもらう、公についてはど

ういうことをしっかりやらなければなら

ないのか、これを改めて具体的に検討して

いるところでございます。 

○森西正委員長 藤浦委員。 

○藤浦雅彦委員 それではもう最後にさ

せていただきますが、一つはフードバンク

の話でございますが、６件あったというこ

とでございますので、ゼロではなかったん

だと思いましたが、なかなか進めにくいと

いうか、難しい取り組みではあると思うん

ですね。それで市民意識を高めながら、ま

た具体的な取り組みをしていくというこ
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とが必要なんだろうと思います。 

 そういう意味では、今、３０・１０（さ

んまるいちまる）運動もまず宴会等でとい

うことでやっていただいておりますし、ま

た家庭でのおいしい食べきり運動、これは

旗もつくっていただきましたね。摂津まつ

りとかでも利用していただいております

し、また子どもの絵画コンクールはまだこ

れからですけれども、そういうものも検討

していただくということですし、それから

先ほど言いましたフードドライブ、これイ

ベントに合わせて催しをするということ

で、次の大きな取り組みとして、これは社

会福祉協議会に間に入ってもらわないと

いけないと思いますけれども、それでフー

ドドライブで集まったものをまた貧困の

家庭に配るとか、そういうこともできるわ

けでございますので、次はぜひともこのフ

ードドライブに社会福祉協議会を巻き込

んで、ぜひとも実施、推進していただきま

すように、これは要望としておきたいと思

います。 

 それから、先ほどの健康施策、平井理事

のほうから力強い決意をいただきました

ので、これは全面的に私も推進を応援して

まいりたいと思いますから、ぜひ頑張って

いただいて、いいものをつくっていただい

て、どこよりも健康寿命を伸ばせる摂津市

の構築をよろしくお願い申し上げたいと

思います。 

 それから最後に副市長のほうから、安

全・安心についてご答弁をいただきました。

こういう災害の多い年と経験して、なおか

つ平成２８年からずっと安全・安心という

のを重点施策の掲げられて、また来年も安

全・安心ということでやるわけでございま

すので、全般的にしっかり取り組んでいた

だかないといけないし、また先ほど申し上

げましたように、浸水対策について、でき

ないというのではなくて、とにかくどこか

に置いておいていただいて、改善するべき

ことだということで取り組んでいただき

ますように、お願いしておきたいと思いま

す。 

 以上で質問を終わります。 

○森西正委員長 藤浦委員の質問が終わ

りました。 

 続きまして、増永委員。 

○増永和起委員 それでは決算概要に基

づいて、質問をさせていただきます。 

 まず質問番号１番、５６ページ、市民活

動支援課、コミュニティセンター事業、別

府のコミュニティセンターについての事

業です。 

 このコミュニティセンター、使用料金が

決まっていると思いますが、それを決める

とき基準はどこに合わせたのか。それから

旧の別府公民館からの登録クラブの方々

が、引き続き利用されていると思いますが、

使用料はどういうふうにしているのか、お

答えください。 

 質問番号２番、６２ページ、窓口業務管

理事業。２０１３年から始まった、富士ゼ

ロックスシステムサービス株式会社にず

っと委託している事業です。これまでの委

託料の推移をお聞かせください。今後の委

託料についても教えてください。また委託

に従事する労働者の人数の推移について

もお聞かせください。 

 財政コストの削減を目的に、第４次行財

政改革として行われたものであります。委

託前の２０１２年度と委託初年度の２０

１３年度と比較して、下がった人件費、こ

れを効果額ということで出されていたと

思います。その金額についても教えてくだ

さい。 
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 続いて、質問番号３番です。６２ページ、

コンビニ交付事業。コンビニ交付手数料、

これが約３６万円、利用数が少ないことが

わかります。しかしシステム保守委託料、

運営負担金、これで５５０万円ほどかかっ

ています。先ほどのご答弁の中で少し下が

ったというようなお話も出ていましたが、

交付数に対してやはり大きな金額がこの

システム保守委託料、運営負担金でかかっ

ていると思います。 

 これは今後、爆発的にコンビニ交付がふ

えるというような予測をして、こういう先

行投資しておられるのかどうか、お聞かせ

ください。 

 質問番号４番目、７０ページ、文化スポ

ーツ課のほうですね。体育施設維持管理事

業のうちに旧味舌小学校跡地体育館建設

があります。この体育館建設のスケジュー

ルについて、教えてください。 

 また地元との協議、大阪府との協議はど

のように行われて、また今後進められてい

くのか。地元自治会長たちに説明会を開か

れたということだと思いますが、どんな意

見が出たのかについてもお聞かせくださ

い。 

 ７６ページ、これはひとり暮らし高齢者

等安全対策事業ですけれども、緊急通報装

置設置委託料が書かれています。ひとり暮

らし高齢者は今非常にふえていると思い

ます。この緊急通報装置、これからもます

ます必要性が増してくるのではないかな

と思いますので、拡充していただけますよ

うに、これは要望としておきます。 

 質問としての番号、５番目は、７８ペー

ジ、障害福祉課のほうですね。障害者医療

費助成事業、大阪府の制度改革が行われま

した。どのようになったのか、教えていた

だきたいと思います。また経過措置がとら

れていると思いますが、経過措置後、これ

から影響が出てくると思いますけれども、

どれぐらい出るのか、そこについても教え

てください。 

 入院時食事療養費を、摂津市が補助して

いたものもやめてしまいました。その影響、

金額についても教えてください。これもス

タート時期も言ってください。お願いしま

す。 

 質問番号６番、８２ページ、地域生活支

援事業の地域生活支援拠点整備委託料、生

活支援拠点づくりということです。摂津宥

和会が学園町にある商工会の建物を賃借

して行っているものです。現在の相談件数

についてどれぐらいあるのか、どんな内容

か教えてください。 

 質問番号７番、９０ページ、生活保護事

業です。今、ケースワーカーが何人いらっ

しゃるのか、それぞれの担当件数を教えて

ください。 

 質問番号８番、９２ページ、これはお話

が出ていました妊娠出産包括支援事業で

す。きちんと一人一人面談をして、妊娠期

からしっかりつながっていくというふう

な活動をされているということです。いろ

いろとアンケートやヒアリングなどもし

て、フォローが必要かどうかということに

ついても聞いていただいているというこ

とでした。 

 今、子どもの虐待の問題など、非常に社

会問題化して深刻になってきていますが、

そういう対応について他の機関と連携を

してネットワークをつくっておられると

思うんですけれども、それについて教えて

ください。 

 質問番号９番、９８ページ、温暖化対策

事業。これも先ほども出ていました福住委

員の質問の中で、ミストの機械の話が出て
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きたと思います。摂津市環境の保全及び創

造に関する条例が改正されて、地球環境保

全は人類共通の課題であるとともに市民

が健康で文化的な生活を将来にわたって

確保する上での課題であるということが、

条例に加えられ、明記をされました。 

 先ほどの適応の問題もそうですけれど

も、市は温暖化防止に必要な措置を講ずる

もの、こういうこともしっかりと書きこま

れています。再生可能エネルギー、この普

及が非常に求められるわけでございます

が、太陽光発電システム及び蓄電池、これ

を設置した摂津市の公共施設はどれだけ

あるのでしょうか。教えてください。 

 台風２１号の被害で、停電があちこちで

発生しました。その太陽光発電また蓄電池、

これを備えている公共の施設で、避難所に

なっているというところも教えていただ

きたいと思います。 

 質問番号１０番、１０２ページ、ごみ収

集処理事業。現在、民間委託と直営で収集

していただいていると思うんですけれど

も、その割合を教えてください。 

 災害で大量のごみが出ました。大変だっ

たと思います。台風２１号の後など、ふだ

んのごみの収集とは違う形で、市民や自治

会の求めに応えて収集もしてもらったと

思いますが、それは直営で行ったのでしょ

うか、それとも民間の両方でやられたのか、

その点についても教えてください。 

 質問番号１１番、１０２ページ、ごみ処

理施設維持管理事業、同じく災害で環境セ

ンターで燃やすごみというのも非常にふ

えたと思うんですけれども、まずごみの量

がどれぐらいふえたのか教えてください。 

 それから停電が発生しました。北海道で

はもっと大規模な、ブラックアウトと言わ

れるような停電も起きています。環境セン

ターは停電するとどんなふうになるので

しょうか。夜間は民間に委託して運転して

いると思いますけれども、停電のときの対

応というのは民間の方がされるのか、教え

てください。 

 質問番号１２番、１０８ページ、企業立

地等促進事業、２０１７年度、２０１８年

度、全体の金額は事務報告書でも出ている

と思うんですけれども、大企業と中小企業

のそれぞれの金額、これについても教えて

ください。 

 １１０ページ、１３番目の質問、最後で

す。南千里丘分室管理事業、商工会と保育

所、摂津市の産業支援ルームが入った建物、

南千里丘にある建物ですね、これの管理事

業だと思うんですけれども、産業支援ルー

ムの活用が少ないと、以前から指摘がされ

ていると思います。使用状況、過去の分か

らふえているのか、教えてください。 

 １回目の質問、以上で終わります。 

○森西正委員長 答弁求めます。 

 少し平成２９年度決算だけでなく、とい

う部分もありますけれども、答えられる範

囲で答弁をお願いしたいと思います。 

 丹羽課長。 

○丹羽自治振興課長 それでは、自治振興

課にかかわりますご質問にご答弁させて

いただきます。 

 質問番号１番、決算概要の５６ページ、

コミュニティセンター事業に関するご質

問にご答弁させていただきます。まず１点

目、コミュニティセンターの使用料の算出

についてでございます。使用料につきまし

ては、コミュニティプラザの算出方法に準

じて、コミュニティセンターの使用料を出

したというふうなことでございます。 

 コミュニティプラザにつきましては、想

定されるコスト、市内の他の施設、他市の
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状況を元に、時間あたりの単価設定をされ

ており、その算出方法に準じて使用料のほ

うを出したということでございます。 

 ２点目、別府コミュニティセンター登録

クラブの使用料についてでございます。別

府コミュニティセンターにつきましては、

公民館、集会所と合築されたわけでござい

ますけれども、特にコミュニティセンター

と公民館とは、施設の性質や設置目的の違

いから、使用料について著しい差がござい

ます。 

 そういう差を勘案しまして、別府コミュ

ニティセンターの使用料につきましては、

急激な負担増を緩和するために現在、経過

措置中でございまして、平成２９年度につ

きましては７．５割減免でご利用いただい

ているところでございます。 

 以上でございます。 

○森西正委員長 川本課長。 

○川本市民課長 それでは、質問番号２番

の窓口業務委託を開始してからの委託料

の推移でございます。 

 初年度の平成２５年度の委託料でござ

いますけれども、これは９か月分で、１，

８９０万円でございます。平成２６年度か

ら平成２８年度の３年間はそれぞれ２，７

８６万４，０００円でございます。平成２

９年度は３，０４５万６，０００円でござ

います。 

 今後の委託料ということでございます

けれども、平成３０年度からは５年間の契

約を結んでおりまして、税抜きで各年度３，

０００万円ちょうどとなっております。消

費税増税によってはふえますけれども、税

抜きでは５年間それぞれ３，０００万円と

なっております。 

 続きまして、窓口業務委託の人員の推移

ということでございます。まず最初に前提

として申し上げておきますのは、市民課で

行っておりますのは業務の委託でござい

ます。労働者派遣ではございませんので、

基本的には市では人員の管理は行ってお

りません。 

 その上で、市のほうで把握できている範

囲でお答え申し上げますと、窓口業務委託

開始当初は９名でスタートいたしまして、

平成２８年２月に１２名に増員されてお

ります。その後は１１名になったり１３名

になったりしますけれども、基本的には１

２名前後で運営されておられるようです。

現在も１２名でございます。 

 それから、委託を開始する前と後での人

件費の削減ですけれども、委託を開始しま

した当初は、委託したことにより正職員が

２名、再任用職員が２名、非常勤職員が４

名の合計８人の人員を削減いたしまして、

人件費にして年間約３，２００万円の削減

ができました。 

 一方、民間事業者に支払う委託料ですけ

れども、初年度は、先ほど９か月と言いま

したけれども、一年間に換算しますと約２，

５００万円でございます。その分を差し引

いて年間約７００万円の削減効果があっ

たと考えております。 

 続きまして、質問番号３番のコンビニ交

付事業でございます。今後コンビニ交付サ

ービスの利用件数が爆発的にふえるのか、

どういう予測かというお問いであったか

と思いますけれども、マイナンバーカード

の交付が大体月々３００件前後、今も交付

しておりますので、コンビニ交付につきま

しても、爆発的とは言いませんけれども、

右肩上がりで徐々にふえていっている状

況でございます。 

 以上でございます。 

○森西正委員長 妹尾課長。 
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○妹尾文化スポーツ課長 それでは文化

スポーツ課に係りますご質問にお答えい

たします。 

 質問番号４番、決算概要の７０ページ、

体育施設維持管理事業の中で、旧味舌小学

校跡地体育館建設事前調査等支援業務委

託料につきまして、今後のスケジュールと

いうところと、大阪府、地元との協議につ

きましてどういう形かということのご質

問でございました。 

 まず平成２９年度に旧味舌小学校跡地

体育館建設事前調査等支援業務委託を行

いまして、建築基準法を初めとした法令等

の条件整理、建設できる建物の規模等の調

査を行ったところです。 

 それを受けまして、平成３０年度に体育

館の機能、規模といったところの整理、庁

内関係課、大阪府と地元との協議、調整と

いったところを行っていくというところ

でございます。今後につきましては、平成

３１年度に実施設計に取りかかれるよう

な形で、進めてまいりたいと考えておりま

す。 

 大阪府との協議につきましては、この旧

味舌小学校跡地が第二種中高層住居専用

地域に位置しておりまして、現在、運動施

設の建設というのが認められていないこ

とから、建築基準法第４８条のただし書き

による、特定行政庁である大阪府の許可と

いうのが必要になってまいりますので、そ

ういった緩和に対する条件等について相

談をして、協議をしているというところで

ございます。 

 地元への説明という形で、体育館の機能

というところで考えているところをお示

しをさせていただいて、また地元の方から

のご質問がどうであったのかということ

でありますけれども、どういう建物が建つ

かとか、やはり避難所といったことでのご

要望もあるのかなと考えておりまして、今

後またお話を進めていく中で、そういうこ

とにお答えしていきたいと考えておりま

す。 

 以上でございます。 

○森西正委員長 森川課長。 

○森川障害福祉課長 障害福祉課にかか

わります２点のご質問にお答えさせてい

ただきます。 

 まず１点目、決算概要７８ページ、障害

者医療費助成事業に係ります制度はどう

変わったのか、それから制度改正による影

響かと思います。それと入院時食事療養費

助成の影響についてお答えさせていただ

きます。 

 まず制度につきましては、障害者医療費

助成制度と老人医療費助成制度が整理、統

合されまして、平成３０年４月より重度障

害者医療費助成制度へと改正しておりま

す。 

 これによって対象者がまず変わってお

ります。新たな対象となりました方は、精

神障害者保健福祉手帳１級所持者、それか

ら難病法の助成対象者のうち障害年金１

級または特別児童扶養手当１級該当者に

対象者が拡大をしております。 

 また、対象から外れる方につきましては、

今まで老人医療費助成で対象となってい

た方のうち、指定難病を要件としていた方

で重度以外の方、結核を要件としていた方、

精神通院医療を要件としていた方で、精神

障害者保健福祉手帳１級以外の方が助成

対象外となっております。 

 窓口での自己負担額につきましては、こ

れまでは１医療機関当たり入院・通院それ

ぞれ１日につき５００円以内を月２日ま

で。複数の医療機関を受診した場合での１
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か月の負担額は、２，５００円が上限であ

りましたけれども、改正後につきましては、

院外調剤について自己負担を導入すると

ともに、１医療機関当たりの月２日限度を

撤廃し、入院・通院・院外調剤それぞれで

１医療機関当たり１日５００円以内とし、

月額上限額については３，０００円となっ

ております。 

 制度改正による影響ですけれども、まず

平成３０年３月３１日時点において、老人

医療費助成を受けておられた方が１，２４

８名でございましたけれども、そのうち重

度障害者医療費助成に移行されている方

が８２０名ほどいらっしゃいます。 

 老人医療費助成の経過措置となってお

られる方が３５０名ほどとなっておりま

す。経過措置が３年間ございますことから、

対象外となられた方でありましても、現時

点では引き続き医療費助成を受けられて

おります。 

 利用者にとっての影響といたしまして

は、自己負担額が月額上限額２，５００円

から３，０００円に引き上げられているこ

と、それから１医療機関であればこれまで

月２日限度であったことが撤廃されたこ

とによる影響が大きいと考えております。 

 月額上限額を超えたことによりまして、

償還の申請に窓口に来られる方も昨年に

比べて多くなっているという状況でござ

います。 

 それから、入院時食事療養費助成の件で

すけれども、障害者医療費助成対象者の入

院時食事療養費助成につきましては、平成

２８年の１１月より非課税世帯のみとい

うふうにしております。それで平成３０年

３月をもって廃止としております。ただし

平成３０年３月末時点において対象であ

った方につきましては、経過措置といたし

まして、平成３０年１０月末までは助成を

行うとしております。 

 平成２９年度の実績でございますけれ

ども、年間で延べ１１１件、２８２万１，

８９５円の助成額がございます。こちらが

影響になろうかと考えております。 

 続きまして、決算概要８２ページ、地域

生活支援事業、地域生活支援拠点整備委託

料にかかわります相談件数、内容について

でございます。 

 相談件数といたしましては、摂津市全体

で平成２８年度が８，０１１件、平成２９

年度が８，８６７件と増加をしております。

ここ数年、相談件数につきましては増加傾

向にあり、今後も増加していくものと考え

ております。 

 相談内容としましては、福祉サービスの

利用に関すること、こちらが最も多く、全

体の３２．８％、２，９０７件となってお

ります。次に多い相談内容といたしまして

は、不安の解消、情緒安定に関することで、

全体の１９．７％、１，７５０件となって

おります。この二つの内容で全体のほぼ半

数を占めているという状況であります。 

○森西正委員長 山下課長。 

○山下生活支援課長 それでは、質問番号

７番、決算概要９０ページ、生活保護事業

に係りますご質問にご答弁させていただ

きます。 

 生活保護実施体制のうち、特にケースワ

ーカーの配備体制に係るご質問かと存じ

ます。平成３０年３月末時点の被保護世帯

数１，１６６世帯を、現在１０名のケース

ワーカーで担当させていただいておりま

すので、ケースワーカー１人当たり平均担

当件数が１１６件から１１７件というと

ころでございます。 

 以上でございます。 
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○森西正委員長 有場課長。 

○有場保健福祉課長 それでは保健福祉

課にかかわるご質問にお答えいたします。 

質問番号８番、決算概要９２ページ、妊娠

出産包括支援事業に関しまして、児童虐待

に関するご質問であったかと思います。 

 保健福祉課におきましては、母子に限ら

ず、各関係課の虐待関係の会議、さまざま

な会議に参画をしている状況でございま

す。 

 母子に関しましては、児童虐待防止ネッ

トワーク会議、あるいは要保護児童対策協

議会等に参加いたしまして、担当者会議も

含めて、担当者レベルでの連携体制に努め

ているところでございます。 

 また、要保護児童対策協議会で、個別に

上がってくる案件等もございますので、こ

ちらに関しては、家庭児童相談課との職員

と連携いたしまして、保健師が各家庭に同

行訪問する場合もございます。 

 平成２９年度から母子の全数面接を実

施しているわけですけれども、これまで乳

幼児等の健診で拾う虐待案件等も含め、さ

らに保健師のほうで情報を得る機会も多

くなってくるかと思います。 

 今後につきましては、子育て世帯包括支

援センターの設置もございますので、そう

いった取り組みの中でさらに連携を深め

てまいりたいと考えております。 

 以上でございます。 

○森西正委員長 飯野課長。 

○飯野環境政策課長 質問番号９番、決算

概要９８ページ、温暖化対策事業に関しま

して、公共施設への太陽光発電設備や蓄電

池の設置状況でございます。 

 現在、太陽光発電設備を備えている公共

施設は、コミュニティプラザ、別府コミュ

ニティセンター、子育て支援センター遊戯

室、明和池公園、リサイクルプラザの５施

設で、そのうちリサイクルプラザを除く４

施設には蓄電池も備えております。 

 また避難所に指定されておりますのは、

コミュニティプラザ、別府コミュニティセ

ンター、子育て支援センター遊戯室で、明

和池公園は一時避難地となっております。 

 以上でございます。 

○森西正委員長 三浦課長。 

○三浦環境業務課長 それでは環境業務

課に係りますごみ処理事業に係るご質問

にお答えいたします。 

 平成２９年度の委託の状況でございま

すが、可燃ごみ及び不燃ごみの収集につき

ましては、６６．４％が委託となっており、

３３．６％が直営でございます。 

 また、瓶・缶の収集につきましては、９

９．２％、ペットボトルは９９．７％が委

託となっております。それに対し、古紙・

古布につきましては１００％直営で収集

しております。 

 また、ことしの地震、台風による災害ご

みの収集状況でございますが、市民の皆様

には原則通常のごみの収集日に、分別の方

法に従いまして出していただくようお願

いをしておりました。その際、通常よりも

かなり多くの量のごみが出されましたが、

時間はかかりましたが当日のうちに直営、

委託いずれも全て収集しております。 

 また、通常ごみで収集できないコンクリ

ートブロックや瓦、また壊れたテラス等々

の建材等のような災害ごみ、また自治会等

などで取りまとめていただきました災害

ごみにつきましては、かなりの件数がござ

いましたが、土日に集中して出勤し収集す

ることで、全て直営で対応しております。 

 以上でございます。 

○森西正委員長 鈴木部参事。 
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○鈴木環境部参事 それでは、質問番号１

１番、環境センターごみ処理施設維持管理

事業の四つの質問にご答弁申し上げます。 

 まず災害での燃えるごみの量について

ということで、実例を申し上げますと直近

の６月１８日の地震の前後で見ますと、燃

えるごみが約９８トンから１１８トンに

変わりまして、約２０％アップしている状

況でございます。災害が起きますと、ごみ

がふえる状況となっております。 

 次に、停電が発生した場合はということ

で、環境センターにおきましてはごみ処理

の為、電柱より６，６００ボルトの電気を

引き込み、焼却しております。停電が一瞬

でも起きますと、施設内の自家発電装置が

起動し、ごみ焼却システムを一旦緊急停止

するシステムが立ち上がりまして、自動的

に燃焼している炉を安全に停止するシス

テムの動きとなります。 

 次に、ブラックアウトした場合の状況に

つきましては、先ほども申し上げましたよ

うに、停電が一瞬でも起きますと、まず、

焼却施設は、停止に向かいます。次に、再

度、焼却を開始する場合は、電気が回復し

て安定した折に私どもが判断して、再開の

段取りをしますので、ブラックアウトをし

たままの状態では立ち上げることができ

ません。 

 次に、夜間等委託管理中の災害時の対応

は、委託業者が行うのかという質問にご答

弁させてもらいます。 

 まず、基本的には、先ほども申し上げま

したように、災害があった場合は、電気が

とまりまして、自動的に停止します。ただ、

停止するに当たりましては、その停止する

機械的な行動がきっちりできているのか。

各施設を点検しながら、順序だててシステ

ムが動いているかを確認する作業が必要

ですので、これは直営であれ、委託であれ、

できるような形で進めております。 

 あと、万が一、夜にそういう事態が起き

た場合につきましては、市の職員のほうに

一報が入ることになっておりまして、すぐ

さま職員が出向きまして、その後の処理及

び今後の対策のほうは市の職員のほうで

リーダーシップをとりながら進めていく

こととなっております。 

 以上です。 

○森西正委員長 吉田部参事。 

○吉田市民生活部参事 それでは、産業振

興課に係ります２点のご質問についてお

答えさせていただきます。 

 企業立地等促進事業について、大企業と

中小企業の件数でございますけれども、企

業別で申し上げますと、平成２９年度は２

６社が奨励金の対象となっておりますの

で、中小企業基本法で位置づけれます中小

企業が１６社、１８件に対しまして、約２，

２８１万円の奨励金。その他大企業が１０

社、２２件で、１億６，６４３万円の交付

金額になっております。平成３０年度の見

込みということでございますけれども、平

成３０年度は２５社を対象として見てお

りまして、そのうち中小企業は１５社、１

８件を見込んでおります。また、大企業は、

１０社、２５件を見込んでいる状況でござ

います。 

 続きまして、南千里丘産業支援ルームの

使用状況でございますけれども、産業支援

ルームにつきましては、平成２６年１１月

から使用開始しておりまして、使用状況に

つきましては、平成２６年度は年度途中で

ございますので２３日。平成２７年度につ

きましては年間で６１日。平成２８年度は

６３日となっておりまして、平成２９年度

に関しましては６２日となっている状況
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でございます。 

○森西正委員長 そしたら、暫時休憩しま

す。 

（午後２時４９分 休憩） 

（午後３時１９分 再開） 

○森西正委員長 それでは、休憩前に引き

続き再開いたします。 

 それでは、増永委員。 

○増永和起委員 それでは、２問目の質問

をさせていただきます。 

 質問番号１番、別府コミュニティセンタ

ーに関してです。 

 先日の委員会で光好委員も、このコミュ

ニティセンターの稼働率が低いという指

摘をされておられました。そのとき別府公

民館と比べて稼働率が増加しているとい

う答弁がございました。 

 しかし、料金はコミュニティプラザと比

べて、稼働率は旧公民館と比較するという

のはおかしいのではないかと思います。コ

ミュニティプラザと違ってコミュニティ

センターは、条例でも地域に果たす役割と

いうのが明記をされています。「実際生活

に即する文化等に関する事業を行い、もっ

て心豊かな地域社会の形成に寄与する」と

いう文章がコミュニティセンターの条例

には入っています。 

 また、事業についてもコミュニティセン

ターが掲げる事業ということで、コミュニ

ティプラザの条例の中にはないものが備

わっています。 

 そういう中で、たくさん地域の皆さんに

利用していただこうと思えば、やはり今の

料金では非常に高いのではないでしょう

か。 

 登録クラブは、先ほどおっしゃっていた

ように、激変緩和がされるということであ

りますけれども、これも毎年値段が上がっ

ていくものです。登録クラブが一つ、料金

がどんどんと高くなることで、もうやめた

んだという話もお聞きをしております。 

 社会教育委員会議、ここが別府公民館を

廃館にして別府コミュニティセンターを

つくるというときに答申を出しておられ

ますけれども、その中にも料金が高くなっ

て別府地域でそういう文化の振興に妨げ

があってはならないというふうなことも

書かれてあったと思います。ぜひ使用料金

引き下げをすべきだと思いますので、ご検

討いただきたいと思います。要望にしてお

きます。 

 そして、先日、第２回別府コミュニティ

センターまつりが開催をされました。第１

回のときは、まだ隣のコインパーキングは

できておりませんでして、空き地の状態だ

ったので、駐車場として活用されていたと

思います。今回もにぎわっていたと思うん

ですけれども、車はどこにとめたのか教え

てください。 

 質問番号２番、窓口業務委託です。 

 年々、委託料が上がってきております。

効果額が７００万円ということでした。し

かし、２０１９年度以降は、効果額を上回

って委託料のほうが高くなっていってお

ります。契約更新のたびに値上げになって

いく。また、サービスコーナーの廃止など、

そういうことで値上げになっている。さら

に、先ほども消費税のお話が出ましたけれ

ども、人件費は消費税とは関係がございま

せんけれども、委託料には消費税は発生し

ます。消費税が上がれば委託料も上がって

いくというふうになっていきます。この７

００万円の効果がなくなってきていると

いう中で、本当にこれが行政改革なのかと

いうことについて非常に疑問が出てきて

います。委託料が効果額を上回った時点で
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委託はやめるべきだと思います。取り次ぎ

サービスをこれからやめていくという計

画をされていると思うんですけど、そのと

きにまたこの窓口業務の委託料は増加す

るのではないかと心配しています。 

 市民サービスコーナーの削減額という

お話がありました。しかし、コンビニ交付

や取り次ぎサービスが市民サービスコー

ナーの利用の受け皿ときちんとなってい

るんだったら、そこは削減額というふうに

言えると思うんですけれども、ほとんどの

市民の方は、取り次ぎサービスを利用せず

に、市の窓口まで来ておられるというのが

今の状況ではないかと思います。コンビニ

交付も取り次ぎサービスも非常に市民サ

ービスコーナーと比べると交付数が少な

いです。窓口へ来られてる方のほうがたく

さんだということになっています。これは、

市民が交通費を払って、または休みをとっ

て市の窓口まで来ているわけですから、こ

れを効果額だ削減だといって威張ること

はできない。市民に負担を押しつけたとい

う結果ではないかと思います。この問題に

ついてしっかりと市として考えていかね

ばならないのだと思っておりますので、ぜ

ひよろしくお願いします。 

 それから、もう一つ窓口業務委託の問題

点として、守秘義務が守られるのかという

問題があります。委託業者と秘密保持の契

約、これは交わしておられます。しかし、

委託業者のもとで働いてる人が入れかわ

りが多ければ、やめた人の後追いというこ

とはできません。どこまで本当に守られる

のか。例えば半年であるとか１年ぐらいで

やめてよそへ行ってしまった。この方がそ

の後もずっときちんとそれを守ってるか

ということについて、市として責任が持て

ないところではないでしょうか。そのこと

についてのお考えをお聞かせください。 

 次に、質問番号３番、コンビニ交付事業

です。 

 マイナンバーカードの交付が上がって

ってるというようなお話でしたけれども、

徐々にふえるということはあっても、大き

く広がることはないと思います。なぜなら

ば、マイナンバーカードについて、国民の

中に根強い抵抗感があるということです。

住基カードも失敗をいたしました。政府の

思惑どおりには行きません。行政改革とい

いながら、無駄な費用になっていくのでは

ないでしょうか。市民ニーズの高かった市

民サービスコーナーを廃止すべきではな

かったと思います。 

 大阪北部地震の後、罹災証明の発行を地

域に出てすべきだというふうに私求めた

ときがありましたけれども、できないとい

うふうに言われました。その理由の一つが

住基の端末が持ち出しできないというよ

うな中身でした。もし仮に市民サービスコ

ーナーがオンラインの状態で結ばれてい

たならば、もしかしたらそれができたので

はないかというふうに思ったりもします。

今からでも取り次ぎサービスをもとのサ

ービスコーナーに戻し、市民の利益のため

に活用するというふうにぜひともしてい

ただきたいと思います。これは要望として

おきます。 

 続きまして、質問番号４番、文化スポー

ツ課のほうですね。体育施設維持管理事業、

旧味舌小学校跡地の問題です。 

 地元への説明会を行われたということ

でございます。この体育館は、何度も説明

があったように、地域の方々が皆さんで応

援してくださらないと大阪府の許可もお

りないという性質のものだと思いますの

で、自治会長だけではなく、できるだけ早
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い段階から地域の方々に説明をし、その声

を生かしながら案をつくっていっていた

だきたいというふうに思いますので、これ

は要望としておきます。 

 障害福祉の問題です。 

 障害者の方々に大きな影響があるとい

うことがわかりました。特に入院時食事療

養費については、この１１月から既に影響

が出始めるということです。この費用とい

うのは２８２万円ということでした。そん

なに大きな金額ではありません。しかし、

入院をして食事療養費が必要となる方、や

はりその方の家計にとっては大変大きな

ものになるのではないかというふうに思

います。 

 以前のお話で、１８歳以下の障害のある

方々については、子どもの医療費のほうで

非課税の方は救われるんだというような

説明を受けたこともありましたけれども、

しかし、障害者の所得は本人で見ますけれ

ども、子ども医療費は世帯所得となります。

保護者が課税なら補助を受けられること

はやっぱりできないというふうに思うの

ですが、それについてどう思われるかお答

えください。 

 質問番号６番です。 

 地域生活支援拠点整備の問題です。 

 相談件数がふえているというお話でし

た。さまざまな福祉のサービスを利用した

いというようなご相談、また不安がある。

それを解消したいというようなご相談が

たくさんあるということです。こういうふ

うに相談件数がどんどんとふえていく中

で、今の地域生活支援拠点の場所ですね、

学園町にある。あそこが果たしていいのか

というような声を実は聞いています。使い

勝手がいいのかどうか疑問だと。外からは

見えにくい。中に入りにくいというような

ことを私は聞いてるんですけれども、そう

いうことについて声が出ていないのか、お

聞かせください。 

 質問番号７番、生活保護事業のケースワ

ーカー１０名で頑張っておられるという

ことです。１人当たり１１６人から１１７

人の数ということです。これ、本来だった

ら、どれぐらいの数が適正というふうに言

われてるのか、お聞かせください。 

 今回、災害で本当に大変な業務をされて

ると思います。その前には住宅扶助費の切

り下げで転居のことやらいろんな問題で、

家賃の問題などで対応もいろいろと大変

だったと思います。職員の業務量が非常に

ふえています。職員の数をもっとしっかり

確保すべきではないかと思うのですが、お

答えください。 

 質問番号８番、妊娠出産包括支援事業。 

 さまざまなネットワークを通じて母子

も、それからそうでない子ども、虐待の問

題、いろんなことで取り組んでおられると

いうふうに伺いました。本当に、今、丁寧

な対応ということが求められると思いま

すので、引き続き頑張っていただきたいと

思います。要望とします。 

 質問番号９番、温暖化対策事業について

です。 

 避難所に指定されている学校施設など

に太陽光発電システムや蓄電池を設置す

るような取り組みを千葉市が行っていた

というのを聞きました。これは環境省が補

助金を出して、その中でやっていた事業と

いうことです。２０１５年度、２０１６年

度に行っているようですけれども、摂津市

ではこのようなことを行ったのでしょう

か。環境省の補助金、その後どのようにな

ったのか教えてください。 

 続きまして、質問番号１０番、現在、民
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間委託が６６．４％、直営は残りの分とい

うことで、７対３ぐらいの割合なのかなと

思いますけれども、ごみの収集、大変な状

況も今話をいただきました。大きなごみと

か、自治会がまとめたものとか、そういう

ものは土日の収集をやって、直営で全部賄

ったというようなお話でした。災害時を初

め市民の生活に密着した欠かせないお仕

事をしていただいてると思っております。

収集しにくい込み入った場所、そういうよ

うなところを民間に任せず、直営でやって

いるというようなことも聞いております。

これ以上、直営は減らすべきではないと思

うのですが、いかがでしょうか。お考えを

お聞かせください。 

 次、質問番号１１番、環境センターです。 

 災害が発生した場合、どういう対応をす

るのか。民間の業者ともそういう契約を取

り交わされているというふうなお話でし

た。 

 しかし、民間の業者が停止のための作業

をするということになっていたとしても、

市の職員がやはりそこは夜中でもあって

も駆けつけて、その後の対応をしていくと

いうことです。市の職員がやはり頼りだと

いうことがよくわかります。職員不補充と

いう市の方針がありますけれども、どこま

で不補充でいくのかというようなことは、

うちの会派だけでもなく、他の会派の議員

も言っておられることです。やはり市の職

員をふやすということが大事になってき

ているのではないでしょうか。 

 茨木市との連携のお話が先ほどの質問

の中でもございました。その中でやっぱり

コストの問題だけではなく、災害時とかそ

ういうときに果たしてどうなるのか。そう

いうことも視野に入れて検討をしていか

なければならないと思います。要望として

おきます。 

 次に、質問番号１２番です。 

 企業立地等促進事業です。 

 ２０１７年度は、先ほどの金額だと大企

業が８７．９％、中小企業が１２．１％の

割合になると思います。平成３０年度の見

込みも言っていただきました。平成３０年

度は９３．４％が大企業、それから６．６％

が中小企業というふうな形になって、この

億単位の立地促進奨励金ですけれども、金

額としてはほぼ大企業が使ってらっしゃ

るというふうなことになると思います。 

 新たな条例は努力義務ではありますけ

れども、指定事業者の責務というものが入

りました。市内における産業の振興、雇用

機会の増大、その他経済の活性化に関する

市の施策に協力しなければならないとい

うふうに書かれてあります。特にたくさん

金額を使っておられる大企業に対して、市

内企業での下請発注であるとか、雇用機会、

職員の摂津市内での採用、こういうことに

ついて働きかけをしておられるのかどう

か、お聞かせください。 

 質問番号１３番です。 

 産業支援ルームの使用回数についてお

伺いしましたが、六十数回というようなお

話でした。月にすると五、六回というとこ

ろなのかと思いますが、この管理費、７０

０万円を超える管理費だったと思うんで

すけれども、この管理費でこの回数では、

やはり費用対効果が問われると思います。

この建物には、保育所と商工会が入ってい

ます。摂津市も産業支援ルームを持ってい

るという理由で、摂津市が施設管理費を出

しています。商工会の家賃、共益費は幾ら

かについてお答えください。 

 以上で２回目の質問を終わります。 

○森西正委員長 それでは、答弁お願いし
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ます。 

 丹羽課長。 

○丹羽自治振興課長 コミュニティセン

ターの駐車場にかかわりますご質問にご

答弁させていただきます。 

 コミュニティセンター事業に関連しま

して、本年度のコミュニティセンターまつ

りの駐車場の確保についてかと思います。

今回、第２回の別府コミュニティセンター

まつりの駐車場につきましては、地元の企

業様のほうにご協力を得まして、駐車場を

確保させていただきました。 

 以上でございます。 

○森西正委員長 川本課長。 

○川本市民課長 それでは、質問番号２番

の窓口業務委託でございます。委員から、

以前の効果額の７００万円を上回ってい

るのではないかというお話でございまし

たけれども、この件につきましては、確か

に、当時８名の人員を削減いたしまして、

年間約３，２００万円の減ができたという

ふうに申し上げましたけれども、これはあ

くまでその当時の分でございまして、もち

ろんそれ以後、パスポートの業務がふえた

りとか、サービスコーナーを廃止して取扱

件数がふえたというのがございますので、

今、もし、市の職員でやろうとすれば、当

然、８人ではできません。何人必要かとい

うのははじき出しにくいんですけども、も

うちょっと多い人数は必要となってまい

りますので、それを比較しますと、窓口業

務委託のほうが安くなるというふうには

考えております。 

 続きまして、秘密保持契約の件でござい

ますけれども、本市では、本体の業務委託

契約とは別に秘密保持契約というのを結

んでおります。やめた方ということでござ

いますけれども、その辺は恐らく会社と個

人の雇用契約でそういったことも規定さ

れておりますでしょうし、摂津市では、個

人情報保護条例第１１条におきまして、市

の委託事業者とその従業員、それから従業

員であった者に個人情報の適正な管理を

義務づけております。もちろん違反すれば

罰則の適用もございます。そういったこと

から、民間事業者が個人情報を取り扱うこ

とには問題はないというふうに考えてお

ります。 

 以上でございます。 

○森西正委員長 森川課長。 

○森川障害福祉課長 質問番号５番、決算

概要７８ページ、障害者医療費助成事業の

障害児の入院時食事療養費助成の件であ

りますけれども、選択制によりまして、よ

り有利である子ども医療費助成を選択す

ることができるとなっておりますけれど

も、今回、重度障害者医療費助成で食事療

養費助成を廃止した主な要因といたしま

しては、これまでの障害者医療費では助成

対象としておりましたけれども、老人医療

費では助成の対象としておりませんでし

た。福祉医療の再構築によりまして、重度

障害者医療費助成へと移行されるに当た

りまして、年齢によって助成を受けられる

方、受けられない方が発生するという不均

衡をなくすため、また、障害者の地域移行

を進めるためにも入院時食事療養費助成

での財源を障害者の日常生活の利便を図

るための事業にシフトしたといったもの

でございます。 

 続きまして、決算概要８２ページ、質問

番号６番、地域生活支援事業ですけれども、

移転後の場所がわかりにくいというよう

な声が上がってないかということですけ

れども、移転後、さまざまな意見をいただ

いております。メリット、こういったこと
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がよかったという部分もありますし、もち

ろんデメリットというのもお聞きをして

おります。 

 デメリットでは、１階の入り口の自動ド

アを施錠しております。来訪したときにイ

ンターホンを押して、それから開錠をする

というようなことにしておりますので、そ

の手間がかかるということでありますと

か、場所がわかりにくい。立地が不便であ

る。倉庫が狭いというような声も利用者か

らお聞きをしています。こちらにつきまし

ては、障害者総合支援センターのほうにも

私どものほうからもこのような意見があ

るということはお伝えして意見交換を行

っている状況であります。 

○森西正委員長 山下課長。 

○山下生活支援課長 それでは、増永委員

の２回目のご質問２点につきましてご答

弁させていただきます。 

 まず、１点目、ケースワーカーの法定配

置数についてでございますが、社会福祉法

第１６条には、ケースワーカーの標準配置

数は、市部では、ケースワーカー１人につ

きまして８０世帯というふうに規定され

ているところでございます。 

 続きまして、現状、ケースワーカー数が

法定標準数と比較して不足していると。そ

の人員確保についてというお問いかと存

じます。昨年、平成２９年度の大阪府の生

活保護法施行事務監査時におきましても、

ケースワーカーの配置数が社会福祉法に

定める標準数と比較して３名不足してい

る状況にあると。制度の適正な運営を確保

する観点から、ケースワーカーの所要人数

の充足に努めてくださいという意見を受

けております。これを受けまして、人事当

局のほうにもケースワーカーの不足して

いる生活支援課の現状も説明し、人員追加

の要望も現在も上げているところでござ

います、 

 以上です。 

○森西正委員長 飯野課長。 

○飯野環境政策課長 質問番号９番、温暖

化対策事業に関するご質問にお答えいた

します。 

 先ほど委員からご紹介のありました千

葉市の事例につきましては、グリーンニュ

ーディール基金市町村補助金を活用され

たものかと思います。同補助金につきまし

ては、国の再生可能エネルギー等導入推進

基金、こちらがグリーンニューディール基

金と呼ばれるものでございますが、こちら

を活用し、市町村が管理する地域の防災拠

点に再生可能エネルギー設備等を導入す

る事業に対し支給されるものでございま

す。 

 本市では、子育て支援センター遊戯室の

太陽光発電と蓄電池、それとコミュニティ

プラザの蓄電池の設置に活用しておりま

す。 

 なお、同補助金につきましては、現在は

ございません。 

 以上でございます。 

○森西正委員長 三浦課長。 

○三浦環境業務課長 質問番号１０番、ご

み収集処理事業についてご質問にお答え

いたします。 

 委託につきましては、平成２８年度から

平成３２年度までの５年間の委託契約と

なっておりますことから、当面この委託状

況を変更する予定はございません。 

 以上でございます。 

○森西正委員長 吉田部参事。 

○吉田市民生活部参事 それでは、産業振

興課に係ります２点のご質問についてお

答えさせていただきます。 
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 企業立地の奨励金を受けている企業に

雇用の働きかけをしておるのかというよ

うなご質問かと思うんですけれども、平成

２８年度にまずアンケートを奨励金の対

象企業の２６社に行っております。そのと

きに新規雇用について、回答いただいた２

５社に関しまして、新規雇用８８３人のう

ち８３人は摂津市民であったというよう

な回答を得ております。また、今年度もア

ンケートを奨励金の対象の企業の２７社

に送らせていただいておりまして、まだ１

１社のみ回答を得ており、集計中ではござ

いますけれども、ただ、このアンケートの

内容が過去５年の分ということでかぶっ

てる分とかも結構ございまして、なかなか

正確な数字というのは出にくいんですけ

ども、実際雇われてる方について、アンケ

ートが返ってきてる方の中での印象とし

ては１割程度が市民というような状況で、

一定、地域貢献ということに関しては、行

っていただいているのではないのかなと

考えております。 

 続きまして、南千里丘分室に関しまして、

委託料の内訳に関してなんですけれども、

管理業務委託に関しましては、７１０万６

６４円ということでなっておりまして、そ

のうち光熱水費の電気代が３７１万７，１

９７円になっております。入居者からの賃

料といたしましては２１１万８，５３８円

をいただいておりまして、共益費としては

２５万２，０００円という状況になってお

ります。 

 以上です。 

○森西正委員長 増永委員。 

○増永和起委員 それでは、３回目の質問

をさせていただきます。 

 別府コミュニティセンターです。すぐ横

に摂津市所有の土地があるのに、それは民

間に貸し出して、コミュニティセンターの

イベントのためには地元のよその企業に

駐車場をお願いしたというお話だったと

思いますけれども、それはおかしいのでは

ないかと思います。本気で稼働率を上げる

気なら、自前の駐車場をしっかりと確保す

るべきだと思います。今、コインパーキン

グに貸し出しをされている土地、残地と言

われていました。売却という方針でしたけ

れども、地域の要望を入れて防災空地とし

て残すということになりました。それをコ

インパーキングに貸し出しているわけで

あります。 

 今回、大雨でエリアメールが流れて、コ

ミュニティセンターが避難所になって自

主避難してこられた方々がいらっしゃい

ましたけれども、そのときもコインパーキ

ングはそのままで、防災空地として活用さ

れるということはありませんでした。見て

いると、コインパーキングの稼働率ももう

一つのようです。別府コミュニティセンタ

ーをつくるときにワークショップもずっ

と開催されて、地元の声も入れるというこ

とで行われてきましたけれども、子どもた

ちがボール遊びができるような広場が欲

しい。高齢者の憩いの場としてそういう場

が欲しい。こういう声もそのころから出て

いました。コインパーキングの所管は民生

常任委員会ではございません。それはわか

っておりますけれども、コミュニティセン

ターの稼働率向上、それから地域への貢献、

そのためにも市所有の土地をコミュニテ

ィセンターとの一体的な活用ができるよ

うに求めて、また防災空地としても自主避

難してきた方がそこへ車がとめれると。す

ぐ入れると。お金を入れてということでは

なくて、そういうふうなこともできるよう

な、コミュニティセンターとその土地が一
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体となったそういう計画が立てられるよ

うに、ぜひ働きかけをお願いしたいと思い

ますので、これは要望としておきます。 

 窓口業務管理事業です。 

 いろんな業務が入ってきたのだから、値

段が上がっても仕方がないというような

ご答弁だったかと思います。 

 しかし、先ほども言いましたように、人

件費は消費税は関係ないんですよ。消費税

が上がってるのも委託料が上がる一つの

理由として言われてたと思います。 

 それから、業務量についても、市民サー

ビスコーナーが削られたのは、市民に負担

が行ってるわけですから、これはサービス

向上ではないので、ここを削減効果という

のは本当に違うと思いますので、もう１回

それは言っておきます。 

 それから、個人情報の問題ですね。 

 今、守秘義務についていろいろと契約を

交わされてると。そのことについてはもち

ろん存じております。これは当然です。 

 しかし、１年や半年でやめてしまわれた

方がその後どうするかということについ

ては、そこまではなかなかわからないと。

公務員の皆さんは日々ちゃんと教育も受

けられて、そういう中でお仕事をされてい

ます。守秘義務の重要性ということについ

てもきちんと認識をされてると思います

けれども、パート、アルバイトで来られた

方について、どこまでその問題がその人の

中にしっかりとしみ込んで、その後もそう

いうことについてきちんと守っておられ

るかというようなことは、その会社もなか

なか後追いすることは難しいと思います。

ましてや摂津市は、先ほど労働者について

はよくわからないというふうなご答弁ご

ざいました。大体何人ぐらいみたいなお話

もございました。そういう中では、市とし

て責任が持てないのではないでしょうか。

もし、万が一、何かそういうことで問題が

発生したときには、摂津市の責任問われな

いで済むということにはならないと思い

ます。そこについてはしっかり自覚をして

いただきたいと思います。 

 それから、災害時について、委託契約書

を見せていただきましたけれども、このゼ

ロックスとの委託契約書では、地震・火

災・洪水・疫病・天災地変、その他当事者

の合理的支配を超える不可抗力により、本

契約に基づく全部または一部の義務の履

行が不能になった場合というふうなこと

が書かれています。債務の履行及び不履行

による責任を免れるということになって

います。また、不可抗力事由が相当期間継

続し、本契約の目的を達成することができ

ないと判断した場合、相手方と協議の上、

本契約の全部または一部を解除すること

ができる。こういうふうにも載っています。

ということは、大きな災害が起きて、そこ

に働いておられたゼロックスの社員の

方々、パートの方とかもたくさんいらっし

ゃいます。正規の職員は１人だけというふ

うに伺っておりますけれども、そういう中

で派遣やパートの方々が自分のところも

被災したと。とっても行けないというふう

な状況になったら、窓口は動かなくなって

しまうのではないでしょうかね。パートの

方々や派遣の方々に自分のところが被災

していようが、それを置いて出てこいとい

うようなことはもちろんできないと思い

ますし、この協議の契約についても、そう

いうことになると思うんですね。本当に何

かあったときには責任が果たせないとい

うことになるのではないでしょうか。職員

の皆さんは自分自身が被災をしても、公務

員としての任務を果たすために市役所に
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出てきて頑張ってくださっています。災害

が起きたとき市民課の窓口業務はいつも

以上に大切な部署となっていきます。これ

についてどうお考えるのか、お答えくださ

い。 

 それから、質問番号５番、障害者医療費

助成の問題です。 

 子どももそういうことになるというこ

とです。そして、今、たくさんの方が対象

になってくるかもしれないということで、

続けていけないというふうなこともあっ

たのかもしれませんけれども、そして、財

源をシフトをして、この入院時食事療養費、

これを廃止するかわりに、ほかのところに

財源を持っていったというようなお話だ

ったとはもちろん思っています。けれども、

その方にとっては、そこに財源を持ってい

ったらそれをその人が受けれるのかとい

うと、そこはやっぱり違ってくる。その人

一人一人の問題として考えたら、負担がふ

えたというような方というのがやっぱり

出てくるわけですね。そこは障害者の方、

いろんな制度が今廃止をされていってる

さなかに、さらにこの入院時食事療養費、

摂津市が頑張ればできた２８２万円、それ

以上にふえるというようなお話もありま

したけれども、やはり財源は確保して、市

長は弱者の支援といつもおっしゃってお

りますからね。ぜひともそれはやっていっ

ていただきたかったなというふうに思っ

ています。大阪府に対して、まだ経過措置

の途中で実質影響がまだ出てきてないと

思うんですけれども、再度見直しをしても

とに戻すというか、新しくふえる方は結構

ですけれども、切られてしまう方々につい

ての経過措置を引き延ばすとか求めてい

ただきたいと思いますし、府にはそういう

ふうに、そして市は食事療養費の支給をぜ

ひ復活していただきたい。大阪府下でこの

制度はどんどんなくなっているというの

は知っていますけれども、数は少ないです

けど、頑張っておられる自治体もあります。

ですので、ぜひお願いしたいと思います。

要望としておきます。 

 地域生活支援拠点整備の分です。 

 今、お話に出ていました相談に行くとこ

ろが自動ドアが鍵が閉まっててあかない

というのは、ちょっと相談に行く側として

は、特に先ほど不安の解消というようなこ

とを思っておられるという中では、非常に

問題も大きいのではないのかなというふ

うに思います。この問題をどんなふうにし

て解消していくのか、ぜひ今後考えていた

だきたいと思いますので、これも要望とし

ておきます。 

 生活保護の問題です。 

 法定の場合は、ケースワーカー１人当た

り８０世帯ということでした。ところが、

かなりオーバーしていると。大阪府からも

それについて指摘も受けているというこ

とです。今回、災害で市が見舞金を出す。

そしてまた府の義援金も配布されるとい

うふうなことがありまして、生活保護の

方々の中にも対象となる方がいらっしゃ

るわけですけれども、自立更生計画書、こ

ういうものを出さないとそれが受けられ

ない。そういう中で、制度そのものがよく

理解できない、それから、そういう計画書

をどんなふうに書いていいのかもわから

ないというような声も私も聞いてまして

ね。実は、お家は一部損壊になってるとか

そういう状態なんだけれども、もう出さな

いと。申請しないというふうな方を何人か

聞いているところです。ケースワーカーの

方々の丁寧な対応というのはしていただ

いているんでしょうけれども、この人数で
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本当に一人一人全員に寄り添ってといっ

てもなかなか追いつかない。そういう状況

があるのではないかな。せっかく摂津市が

災害見舞金という制度をつくっても、本当

にそういう対象者の方々に受け取っても

らえないというようなことも起きてはい

けないと思いますので、ぜひともケースワ

ーカーの人員を早急にふやしていただく

ように要望してください。これは要望とし

ておきます。 

 質問番号９番です。 

 グリーンニューディール基金という国

の政策を使ってやられたということです。

摂津市もそれを使って子育て支援センタ

ーとコミュニティセンターに太陽光発電

や蓄電池を設置したというお話でござい

ました。 

 しかし、今は、もうやっていないという

ことで、地球温暖化の問題というのは、決

してその一時だけ何かしたらそれで済む

という問題ではなくて、さらにそれを広げ

ていかねばいけないということだと思い

ますが、なかなか政府はそういうふうに動

いてくれません。ドイツの発電量に占める

再生可能エネルギーは、２０１６年実績で

２９％、２０３０年の目標は５０％として

いるそうです。中国は実績が２５％で、目

標は３５％だそうです。日本は実績は何と

１６％、しかも目標も２２％から２４％し

か上げてないんです。日本政府は、本気で

再生可能エネルギーを広げるということ

について、地球温暖化の問題についてスト

ップをかける。そのために努力をするとい

うことについてやる気がないというふう

に思います。 

 しかし、地球温暖化は待ったなしの課題

となっています。災害も非常にふえてきて

います。そういう中で、国に対して、ぜひ

国自身の施策と自治体支援、これを求めて

いっていただくように要望しておきます。 

 ごみ収集の分です。 

 委託先との契約は平成３２年までとい

うことで、そこまでは今の状況を民間委託

を広げるというようなことについては考

えていないというお話でした。ぜひ平成３

２年までと言わず、これ以上委託を広げる

のではなく、反対に直営をふやすという努

力をぜひともしてほしいと思います。不補

充という方針を改めないとできないわけ

ですけれども、もう本当に考えなあかんと

ころに来てると思います。要望にしておき

ます。 

 企業立地等促進事業です。 

 アンケートをとっていただいてるとい

うことです。その中で回答が出そろってい

ないけれども、少しは前進しているのでは

ないかというようなお話でした。ぜひとも

正規雇用で摂津市民を雇っていただける

ようにお願いしていただきたいなと。また、

中小企業の下請の発注もぜひぜひお願い

してもらいたいなと思うんです。今、外国

人研修生、この受け入れが多くなっていま

す。外国人研修生を低賃金労働力としか考

えず、劣悪な待遇や差別の問題、こういう

ことも社会問題化してきています。摂津市

の企業でも外国人研修生はふえてきてい

るのではないかというふうに思います。こ

れについてぜひしっかりと対応をしてい

ただきたいと思っております。 

 また、安価な労働力として活用するとい

うことになると、日本人労働者の雇用の場

を奪うことにもなりかねません。奨励金を

受け取る企業では外国人研修生をどのよ

うな受け入れ方をしているのか。また、摂

津市の雇用状況とも関連させて、きちんと

把握して物を言っていってもらいたいと
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思っています。要望としておきます。 

 南千里丘分室の部分ですね。 

 商工会から入る家賃ですけれども、月に

すると８万５，０００円行かないぐらいか

なというふうに思います。共益費も年間で

２５万円ですから非常に少ないです。保育

所の貸付収入も決算書５０ページにも出

ていますけれども、同じように１００万円

ずつぐらいですね。家賃が非常に少ないで

す。産業支援ルームの使用はわずかで、市

民から見ても商工会と保育所の建物のよ

うに見えております。それなのに毎年高い

維持管理費を摂津市が払っている。これに

ついては非常に疑問を持っています。管理

費もペイできないような家賃で貸してい

いのか。ちなみに商工会が学園町に持って

いる、先ほどから話をしています建物です

ね。地域生活支援の相談事業に活用してあ

るところですけれども、これは摂津宥和会

が借りているものですけれども、月１５万

円ぐらいの家賃というふうに伺っていま

す。こちらは商工会に１５万円の家賃を払

っていると。商工会は８万幾らの家賃を摂

津市に払っている。ちなみに摂津市がバク

の家に貸しておられる建物は、月２１万５，

０００円ぐらいというふうに、これが反対

ならまだわかるんですね。障害者の部分に

ついては安い金額でお貸ししますよと。商

工会はそれなりに払ってくださいという

のならわかるんですけれども、これが障害

者のところのほうが高い家賃で、バクの家

のほうが面積から言っても半分ぐらいの

面積ですよね。なのに商工会のほうはそう

いう金額だということですが、一体、これ、

どういう基準で出しておられるのか、教え

ていただきたいと思います。 

 以上で、３回目を終わります。 

○森西正委員長 質問は２点だと思いま

す。 

 川本課長。 

○川本市民課長 窓口業務委託で、災害時

というお話だったと思います。先般の大阪

北部地震でも、公共交通機関が停止しまし

て、窓口業務に従事されている方も何人か

は出勤がおくれるということがございま

したけれども、おくれながらも皆さん出勤

していただいて、問題なく窓口業務は遂行

できたところでございます。今後、さらに

大きな災害等があることも予想されます

けれど、その際は業務継続計画に基づきま

して、場合によっては、市の業務が停止に

なることも考えられます。この件につきま

しては、今後、さらなる対策を事業者と協

議してまいりたいというふうに考えてお

ります。 

 以上でございます。 

○森西正委員長 吉田部参事。 

○吉田市民生活部参事 今、産業支援ルー

ムの商工会の家賃の部分かと思うんです

けれども、産業振興課としてどのような形

で試算しているのかということでござい

ますけれども、まずは建物の固定資産税の

相当額を平米当たり出させていただきま

して、その平米の額でまずは０．０６％を

掛けて平米当たりの年額を出させていた

だいております。 

 ただ、商工会の場合、建物等の部分は商

工会でつくっていただいたというような

経過がございますので、建物の比率を２分

の１にさせていただいて、あと商工会の利

用する平米数を掛けさせていただいて、現

在の金額という形で年額を決めさせてい

ただいている状況でございます。 

○森西正委員長 増永委員。 

○増永和起委員 大阪北部地震のときは、

おくれながらも対応をしていただいたと
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いうことでした。それはそうだろうと思い

ます。ほかの仕事の方も恐らく大阪北部地

震で皆おくれながらも仕事に行ったと思

います。一般の人がそうだったと思います。

それにこういうこともできないもっと大

きな被害があったときにどうするかとい

うことですね。それについてはこれから考

えるというようなお話だったのかなと思

いますけれども、まず委託費用がどんどん

上がって、それから守秘義務の問題も不安

があると。災害の対応についても、なかな

かパートや派遣の方々にそういうことを、

どんなことがあっても出てこいなんてこ

とはなかなか難しい問題だと思います。こ

ういう窓口業務委託をやめて、不安定な雇

用の労働力ではなく、市民のために責任を

持って業務を行う市の職員、これをふやす

べきだと強く求めておきます。 

 そして、南千里丘分室の問題ですけれど

も、スケルトン貸し、何回もそういう話は

聞いてるんですけれども、商工会が非常に

困っておられるということではなく、自分

たちがやはり表の道路のところに出てき

たいという思いも持って出てきはったわ

けですから、そこは商工会として、それな

りの投資をしてもらってもいいと思うん

です。私はそういうとこら辺についてこそ、

きちっと必要なものは必要だという障害

者の方の入院時食事療養費を削りながら、

そこは大まけにしてあげるというふうな

のは、それは本当に問題があるのではない

かなと。やっぱり見直すべきところはきっ

ちり見直して、本当に必要な方に手厚い支

援をというのであれば、障害者、子ども、

ひとり親、高齢者、低所得者、こういう方々

の施策の充実、市民サービスの向上、これ

をぜひ図っていっていただきたいと思い

ます。負担できる大企業に優遇をするので

はなく、しっかり負担をしてもらいながら、

摂津市のために貢献もしてもらう、こうい

うことをぜひとも求めていただきたいと

思います。 

 以上で、私の質問を終わります。 

○森西正委員長 暫時休憩します。 

（午後４時１０分 休憩） 

（午後４時１３分 再開） 

○森西正委員長 それでは、認定第６号の

審査を行います。 

 本件については、補足説明を省略し、質

疑に入ります。 

 光好委員。 

○光好博幸委員 それでは、私のほうから

は１点だけご質問をさせていただきます。 

 決算概要２４２ページに当該事業の記

載がありますけれども、改めまして、平成

２９年度の取り組み状況をお聞かせいた

だきたいと思います。 

 また、平成２９年度末時点の本市の事業

所数と当該制度に加入している事業所数

とその人数。加えまして、ここ３年程度の

推移がどうなっているのかということも

あわせてお聞かせください。 

 以上、１回目でございます。 

○森西正委員長 吉田部参事。 

○吉田市民生活部参事 それでは、平成２

９年度の取り組み実績と過去３年間の市

内事業所数及び本制度に加入の事業所数

等についてお答えさせていただきたいと

思います。 

 この平成２９年度の取り組みといたし

ましては、制度周知といたしまして広報及

び便利帳等にて周知のほうを努めさせて

いただきました。 

 実績といたしましては、平成２９年の１

社、５０名の新規加入がございます。 

 また、過去３年間の状況でございますけ
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れども、平成２７年、平成２８年に関しま

しては、平成２６年度の経済センサス基礎

調査を、平成２９年度に関しましては平成

２８年度の経済センサス基礎調査を事業

所数として活用させていただいておりま

す。 

 平成２７年度に関しましては、市内事業

所数といたしましては４，２４９事業所で、

パートタイマー等退職金共済の事業加入

数は３１事業所、１６０名の方が加入して

おります。市内事業所、大手のところもあ

るんですけれども、加入率は０．７３％と

いう状況でございます。 

 平成２８年度に関しましては、市内事業

所同数で４，２４９事業所、パートタイマ

ー等退職金共済加入は３０事業所で１５

６名の加入で、加入率は０．７１％でござ

います。 

 平成２９年度に関しましては、市内事業

所数４，０９４事業所で、パートタイマー

等退職金共済の加入のほうは３０事業所、

１９２名の加入ということで、加入率は０．

７％の状況でございます。 

 以上です。 

○森西正委員長 光好委員。 

○光好博幸委員 ありがとうございます。

ご丁寧に３年程度の推移を教えていただ

きましたけれども、ちょっとした増減はご

ざいますけれども、おおむね一定といいま

すか、先ほどの計算によりますと事業所数

が０．７％台ということでわずか１％にも

満たないという状況だと理解しておりま

す。 

 当該制度の目的は、やはりパートタイム

労働者の退職者に対するそういった給付

というのが確実に保証されることだと認

識しておりまして、そういった意味では国

の退職金共済制度である中退共ですね、か

もしくは今ご説明いただいてます本市の

制度、どちらかに加入しておれば、目的が

達成されるというわけでございます。 

 そこで、本市におけるパートタイム労働

者が中小企業退職共済制度、いわゆる中退

共に加入している割合とかあるいは人数

ですね、認識されておりましたらお聞かせ

いただきたいと思います。お願いします。 

○森西正委員長 吉田部参事。 

○吉田市民生活部参事 市内事業所の中

小企業退職共済制度、中退共への加入状況

でございますけれども、直近の平成３０年

８月末現在でございますが、３５８社、３，

５９６名の方が加入している状況でござ

います。先ほどの市内事業所の割合で言う

と、８．７％の加入率になっております。 

 以上でございます。 

○森西正委員長 光好委員。 

○光好博幸委員 ありがとうございます。

中退共に加入されてる事業所数を認識さ

れてるので、８月末時点で３５８社、人数

にして３，５９６名ということでお聞かせ

いただきました。 

 本市の制度ですね、中退共と比較します

と、事業所数では１０倍以上、人で言えば

２０倍近くの方が中退共に加入している

わけですよね。当該制度は昭和６０年に本

市が先進的にスタートさせた制度だと思

いますし、一定の成果が上げられたことは

理解します。 

 しかしながら、昨年からご答弁等々お聞

きしてますと、平成１０年度以降からは加

入者数も減少して、ここ数年は加入率が０．

７％台ということは事実でありますし、今

の時代ですね、金利の恩恵もなく、当該制

度に魅力を感じられてないというふうに

私は捉えております。きょうはもう聞きま

せんけども、平成３０年度の予算審査の際
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には、副市長のほうから当該制度はまだ廃

止する段階ではないというふうにご答弁

をいただきましたけれども、こういった状

況を鑑みますと、やはりいまだにまだ私は

疑問を感じるといいますか、決断するべき

ではないかとは思います。第５次行政改革

を進めている中で、やはりメスを入れなけ

ればならない制度であると再認識しまし

たし、今まさに決断すべき時期に来てるの

ではないかと思います。そういった意味で

は、当該制度に課す職員の労働時間とか労

務費等々含めて改めてここ数年の状況を

棚卸しして、実態を把握評価する必要があ

るんじゃないかと、私は考えています。 

 その上で、きょうはもうやめときますけ

ども、次年度の予算等々策定するに当たり

まして、今後の方向性をぜひ決断をしてい

ただきたいというふうに考えております。

強く要望しておきます。 

 以上です。 

○森西正委員長 ほかにはございますか。 

 中川委員。 

○中川嘉彦委員 私からも質問させてい

ただきたいと思います。 

 私は初めて民生常任委員会のこのパー

トタイマー等退職金共済特別会計の会計

を見て、思ったことを質問させていただき

ます。単純にこの１，０００万円ぐらいの

事業、特別会計で一般会計繰入金というの

が３０万円ぐらいあると思います。特別会

計というのは要するにパートタイマー、こ

ういうふうな方々のためのもので、一般会

計からお金を入れるものじゃないという

のは当たり前の論だと思います。 

 逆に、この１，０００万円の中で３０万

円ぐらいのやつが吸収できないのかなっ

て、単純に思うのと、あと今光好委員がお

っしゃられてたのと私も本当に同感で、こ

の３０年前ぐらいから先進的にやってる

このパートタイマーのこの事業、ぱっと私

が斜め読みといったらあれですけど、思う

のも、やっぱり今この事業者数とか加入ニ

ーズ、割合、それは今時代の流れ、この時

代の流れとともにやっぱりこの行政、この

あり方というのを変えなきゃいけない時

代にあるんじゃないかなというのを単純

に私も感じました。その繰入金の問題と、

このパートタイマー等退職金共済の意義

を教えていただければと思います。 

 １回目を終わります。 

○森西正委員長 吉田部参事。 

○吉田市民生活部参事 繰入金に関しま

しては、１０年以上の加入者や長期在職の

市独自の給付金等の加算の制度とかもご

ざいますので、それに関しての収支という

ことで、繰り入れをさせていただいている

状況でございます。 

 意義ということでございますけれども、

先ほども光好委員からもご指摘ありまし

た中小企業退職金共済制度というのが一

定やっぱり充実してきておるという現状

は確かにございます。ただ、その制度に関

しまして、摂津市の今のパートタイマーの

制度、やはり違いがございまして、１年未

満の加入者の方に関しましては、国のほう

の制度は全く掛金掛けっ放しということ

になりますけれども、やはり市の制度に関

しましては掛金相当額も給付金として出

させていただくというように、メリットも

ございます。 

 そういう市の退職金の制度自身はパー

トタイマー等の働く方々の雇用の安定等

を促す制度でございますので、必要性はや

はり一定あるのではないのかなと考えて

いる状況でございます。 

○森西正委員長 中川委員。 
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○中川嘉彦委員 ありがとうございます。 

単純に、今国の中退共とこのパートタイマ

ー等退職金共済との違いというのは、やっ

ぱり多少、１年未満とかいうのは、市は手

厚く保護しているというふうなことは今

ご答弁でわかるんですけど、それでしたら

逆にこのパートタイマーを中退共に入っ

て、そういう方々を一般会計でお金を出し

ているのであれば、セーフティーネットと

してそういう方々、もしお金もらえない方

は補償金、助成か何かそういう形で違う制

度でお金を出せば、逆にこういうパートタ

イマー共済金、この特別会計をやるに当た

って職員が何人でこの書類をつくって、１，

０００万円の予算でやることを考えれば、

補助金で助成か何かしてそういうセーフ

ティーネット、１年未満の方々、もし中退

共に入っていただいて１年未満の方がそ

ういうふうにお支払いができなんだと、そ

の分の補償をするほうが効率的な事務管

理もできるんじゃないかなと思うんです

けど、そういうことは可能でしょうか。 

○森西正委員長 吉田部参事。 

○吉田市民生活部参事 この中退共の国

の制度と市の制度、やはり制度が違います

ので、制度の差については今ご説明させて

いただきましたけれども、基本的にはどち

らかという形になっております。ただ、今

後の国の制度に関してと市の制度に関し

ての、入られた方を補助するというのは少

しまた考え方も違うかなと思いますので、

現状として今すぐ何か一本化していくと

いうような手続、事業所が選択する制度と

いう部分もございますので、市のほうがこ

ういう形にしていくという部分を一定提

示するということはできますけれども、選

択していただいて、今までずっと掛けてい

ただいている企業の方々、もう長年入られ

ている企業の方々もおられる状況でござ

いますので、委員おっしゃるように確かに

当初できた部分、当時と比べると役割は一

定少なくなっておるという状況はあるか

もしれませんけれども、今までやっぱり入

っていただいた方々、企業としっかり話し

合っていかないと、現状としては変えてい

くというのは難しい状況ではないかと考

えております。 

○森西正委員長 中川委員。 

○中川嘉彦委員 ありがとうございます。

今、役割が少しずつ、当初三十何年前に比

べて落ちてくるというふうな答弁だった

と思います。やっぱり、それとコストパフ

ォーマンスをどうやって考えるか、今やっ

ぱりお金というのは有限で限りがありま

すので、やっぱり時代の流れとともに、私

もこのパートタイマーのこの部分、端から

端まですごい理解してるかといったら、済

みません、正直言ってわからない部分もた

くさんあります。でも、ぱっと見ただけで

１，０００万円のこの特別会計、昔の意義

というのはもうだんだん薄れて、中退共と

いう国の制度があるんだったら一本化し

たらいいんじゃないかなという感想を持

ってます。そういう意見があるということ

を認識していただいて、いい制度を考えて

いってほしいと思います。 

 以上で終わります。 

○森西正委員長 ほかにございますか。 

 藤浦委員。 

○藤浦雅彦委員 １点だけ。今、議論がな

されていますけども、同じような話になる

かもわかりませんけども、この中退共とね、

パートタイマーの退職金の話はもう随分

前からいつもこの議論に上ってきてると

思うんですけどね。１年前も議論になった

ときに、また私が質問したことに対して答
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えていただいたことは、平成２９年度初め

ですね、摂津市パートタイマー等退職金共

済運営委員会を１回開いて、現状と今後の

ことを含めまして、どうしていくんだとい

うことも含めていろいろとご意見をお聞

きしたいと思っていますと、当時の担当課

長がね、答えています。そして、当時は山

田部長でしたけども、平成２４年度に国の

緊急雇用の交付金を使いまして事業所の

全数の実態調査をしております。そのとき

に、本市のパートタイマー等退職金共済に

ついての周知状況等を調査したと。結果は

手元にないから答弁はありませんでした

けども、そのパートタイマーのことについ

てご存じない事業者に向けて、市の制度に

ついてＰＲさせていただいているという

経過があります、という答弁をいただきま

した。これ平成２４年にそういうことをし

て、ＰＲをしましたということですけども、

そして加入状況を今、平成２４年は３９事

業所ですね、平成２５年が３６事業所、平

成２６年が３４事業所、平成２７年が３１

事業所、平成２８年が３０事業所、平成２

９年が３０事業所というふうに、ずっとね、

若干減ってきているという、ふえることは

ないわけですけども、そういう現状があっ

て、一応周知徹底がされたということです

ので、された上でふえていくのかと思うと

そうでもないという現状がある中で、もう

ニーズがね、そろそろ役目を終えてもいい

のではないかという時期が近づいている

ように思うのです。加入している人も同じ

ようにふえてはいません。 

 創設当時は中退共という制度がまだ脆

弱であったというか、まだこのパートタイ

マーの制度が十分に機能していたという

ことですけども、それがだんだん時代の変

化とともにね、ずっとやっぱりこの状況、

最近は続けているということであるので、

今は副市長、私は前回おりませんでしたか

らわかりませんが、今は加入されてる方の

こともあります。これ、退職されてる方も

結構長い人が多いですよね。最高給付者を

見ると、平成２９年度ですと３０年勤続。

１１１万２，３２６円もらってはりますね。

毎年、勤続長い人も結構いらっしゃるとい

うことから、現在２０１人ですか、やめは

って１８２人ですかね、ぐらいだと思いま

すが、勤続長い人も多分いらっしゃると思

うので、その人たちの対応はやっぱり考え

ていかなあかんのでしょうけれども、今後

積極的に、さらにまたＰＲをして新しい事

業所を入れていこうというふうなことも

されていないように思うし、またそういう

制度でもないと思うんですね。だから、あ

る程度時間がたてば卒業と、制度としてね、

それも考えられるのではないかと思いま

すけど、少し長期的な視点に立って、今後

の展開だけ副市長からお聞きしておきた

いと思います。 

○森西正委員長 副市長。 

○奥村副市長 先ほどから光好委員、それ

から中川委員も同様なご意見ではないか

なというふうに思っております。この制度

は、昭和６０年に摂津市が全国に先駆けて

創設した制度でございます。しかしながら、

残念ながら制度の加入は年々減少、あるい

は横ばいという状況になっております。中

退共は当時余り充実されてはなかったか

と思います。それから、その当時の要は金

融状況を見ますと、積立金に対するいわゆ

る果実、利息収入が多くございました。そ

の利息収入をいわゆる加入者に多く還元

できていたのではないかなというふうに

思ってます。近年、マイナス金利というこ

とで、非常に低金利でその果実も少なくな
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ってまいりました。そういう意味からも、

当時からかなり環境がさま変わりしてる

のではないかなというふうに思っており

ます。制度の見直しの必要性につきまして

は、以前からいただいている状況ではござ

いますが、やはり個人事業者によってもさ

まざまな利用の方向性をお持ちと思われ

ます。丁寧に加入事業者の意見、それから

パートタイマー制度の運営委員の皆様方

のご意見も当然聞きながら、どういう方向

性があるのか、やはり検討しなければなら

ないというふうに思っております。 

 しかしながら、制度がある限りは現状と

してはやはり市がしっかりとＰＲしてい

きたいというふうには思っております。 

○森西正委員長 藤浦委員。 

○藤浦雅彦委員 もう少しＰＲされて、加

入される事業所がふえて、いやこれはやっ

ぱりニーズが高いんだという結果が出る

のであれば、またそれもそれなりに考えて

いきたいなと思いますし、一番中途半端と

いうか、そういう現状が続いているという

ことについて、誰しもそういうふうに思う

とは思いますので、その辺はちゃんと方向

性を持って取り組んでいただきたいとい

うことだけ、お願いしておきたいと思いま

す。 

 以上です。 

○森西正委員長 増永委員。 

○増永和起委員 パートタイマーのこの

問題については、やはりしっかりとＰＲを

していただいて、先ほどもお話があったよ

うに、より優位な摂津市の制度という部分

について訴えていっていただきたいなと

いうふうに思っているところなんです。確

かに今までの事業所のほうには、平成２４

年ですか、にお知らせをされたというふう

には私も理解をしておりますけれども、今

新しいスタイルといいますか、ヘルパース

テーションであるとかそれから介護施設、

保育所の関係なんかもそうですし、福祉の

分野でやはり非正規で働いておられる

方々、大変多いと思います。そういう、今

までにはＰＲしていないところに対して

ＰＲをしていく、特にヘルパーの募集を一

生懸命かけてもかけてもなかなか来ても

らえないというふうなことをよく聞きま

す。ほかのところと差別化して、うちは１

年未満でも退職金が出るんですよという

ようなことも、その事業所としてはアピー

ルできるわけですから、今までそういう話

を触れてこなかったところについてＰＲ

するのはどうかという質問を、前回うちの

会派の弘委員が質問をしたと思うんです

けれども、実際にそういうことがされたの

か、それをこれからやっていかれるような

お考えはないか、この二つについてお聞か

せください。 

○森西正委員長 吉田部参事。 

○吉田市民生活部参事 この制度自身に

関しまして、事業所の方々が選択していた

だけるというようにＰＲしていくのは当

然必要なことかと考えております。ただ、

今委員の例示がありました福祉の事業所

に関しましては、一般的に中退共に入られ

ている事業所も多うございますので、その

中退共の中の制度で短期間の方、雇用の方

に関しても一定カバーはできる部分はあ

ります。ただ、そういう部分はありますけ

れども、当然入られてない事業所もたくさ

んございますので、機会を捉えてＰＲして

いきたいと考えております。 

○森西正委員長 増永委員。 

○増永和起委員 そうですね、もちろん今

そういう中退共とかに入っておられて、そ

れでうちはいいんだというようなところ
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を奪ってきてくださいという話をしてる

わけではございません。ただ、やはりこう

いう制度そのものもなかなか知らない、ま

た中退共との差異もわからないというよ

うなところも多いと思うんです。ですので、

やはり新しい分野にも目を向けて、新しい

ところにもアピールをしていく、そういう

ことはぜひお願いしたいなと思います。要

望としておきます。 

○森西正委員長 ほかにございますか。 

（「なし」と呼ぶものあり） 

○森西正委員長 なければ以上で質疑を

終わります。 

 暫時休憩します。 

（午後４時３６分 休憩） 

（午後４時３７分 再開） 

○森西正委員長 再開します。 

 本日の委員会はこの程度にとどめ、散会

いたします。 

（午後４時３８分 散会） 

 

 

 

 

 

 委員会条例第２９条第１項の規定によ

り署名する。 

 

 

 民生常任委員長 森西  正 

 

 

 民生常任委員  藤浦 雅彦 

 

 

 

 

 

 

 

 


